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ま
ず
︑
自
治
体
に
お
け
る
外
部
評
価
の
実
施
状
況
を
確
認
し
て
お
こ
う
︒
総
務
省
の
調
査
に
よ
れ
ば
︑
外
部
評
価
︵
行
政
以
外
の
主
体
に
よ
る
評
価
︶
を
実
施
し
て
い
る
団
体
は
︑
全
部
で
三
百
五
十
八
で
あ
る
︒
全
地
方
公
共
団
体
千
七
百
九
十
七
に
対
す
る
実
施
率
は
十
九
・
九
％
︑
行
政
評
価
導
入
団
体
全
体
九
百
七
十
七
に
対
す
る
実
施
率
は
約
三
十
六
・
六
％
で
あ
る
︒
全
体
と
し
て
み
る
と
外
部
評
価
の
実
施
率
は
決
し
て
高
く
な
い
の
が
現
状
で
あ
る
︒
た
だ
︑
自
治
体
区
分
別
に
み
る
と
︑
図

に
示
す
よ
う
に
︑
都
道
府
県
や
政
令
指
定
都
市
な
ど
の
比
較
的
規
模
の
大
き
な
自
治
体
で
は
実
施
率
が
高
く
︑
中
核
市
を
除
い
て
︑
過
半
数
の
団
体
が
外
部
評
価
を
実
施
し
て
い
る
︒
都
道
府
県
で
は
二
十
五
団
体
が
実
施
し
て
い
る
︒
山
梨
県
も
そ
の
一
つ
で
あ
る
︒
次
に
︑
都
道
府
県
及
び
比
較
的
規
模
の
大
き
な
都
市
ご
と
の
外
部
評
価
の
導
入
率
の
推
移
を
︑
平
成
十
五
年
か
ら
平
成
二
十
二
年
ま
で
の
間
で
み
る
と
︑
図

の
と
お
り
で
あ
る
︒
都
道
府
県
と
政
令
指
定
都
市
は
比
較
的
早
く
か
ら
実
施
し
て
き
て
い
る
︒
し
か
し
︑
政
令
指
定
都
市
の
実
施
率
が
右
肩
上
が
り
に
上
昇
す
る
傾
向
が
み
ら
れ
る
の
と
異
な
り
︑
都
道
府
県
で
は
平
成
十
六
年
以
降
五
割
前
後
で
足
踏
み
状
態
が
続
い
て
い
る
︒
平
成
二
十
二
年
に
お
け
る
外
部
評
価
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体
︵
行
政
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外
の
主
体
︶
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容
は
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の
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に
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部
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図 外部評価の実施状況
（出典） 総務省「地方公共団体における行政評価の取組状況」平成22年10月日現在に
基づき筆者が作成。
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図 外部評価の導入団体割合の推移
（出典） 各年の総務省「地方公共団体における行政評価の導入状況」より筆者作成。構
成比は、全団体に対する導入団体の割合を表す。
評
価
が
︑
ど
の
団
体
区
分
で
も
相
対
多
数
を
占
め
て
い
る
︒
た
だ
し
︑
中
核
市
を
除
く
市
区
町
村
に
お
い
て
は
︑
評
価
対
象
と
な
る
事
業
等
の
性
格
に
由
来
す
る
と
思
わ
れ
る
が
︑﹁
住
民
﹂
を
構
成
員
に
含
め
た
外
部
評
価
が
第
三
者
機
関
の
半
数
程
度
を
占
め
て
い
る
点
も
注
目
で
き
る
︒
﹁
第
三
者
機
関
＋
住
民
﹂
と
い
う
組
み
合
わ
せ
が
多
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
︒
そ
の
一
方
で
︑
議
会
に
よ
る
外
部
評
価
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表 外部評価主体の内容
団体数 構成比
(％)
都道府県 政令指定都市 中核市 特例市 市区 町村
議会
48 17.1
団体数 構成比
(％)
団体数 構成比
(％)
NPO等他団体
団体数 構成比
(％)
第三者機関
団体数 構成比
(％)
団体数 構成比
(％)
4 0.7
その他
5 1.8
20 43.5 11 61.1
住民
13 34.2 16 39.0 139 25.1
0 0 0 0 8 1.4 4 1.4
2 4.3 0 0 0 0 0 0
0 0 5 27.8 2 5.3 7 17.1 62 11.2 32 11.4
1 2.2 0 0
3 6.5 1 5.6 3 7.9 3 7.3 14 2.5 5 1.8
ㇺ㆏ᐭ⋵ ᡽઎ᜰቯㇺᏒ ਛᩭᏒ ․଀Ꮢ
㘃ૃ䈱䉅䈱䉕ታᣉ䈚䈢䈖䈫䈏䈅䉎 23.4% 10.5% 10.0% 19.5%
ታᣉ䈚䈢䈖䈫䈏䈅䉎 23.4% 52.6% 17.5% 19.5%
0%
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図 事業仕分け等の実施状況
（出典） 図に同じ。
【行政以外の主体の内容】
※ 構成比は、行政評価を導入している団体に占める割合である（複数回答あり）。
（都道府県については46団体中、政令指定都市については18団体中、中核市については38団体中、特例
市については41団体中、市区については554団体中、町村については280団体中）
（出典） 図に同じ。
は
全
体
を
通
し
て
き
わ
め
て
低
調
で
あ
る
︒
ま
た
︑
本
稿
に
い
う
﹁
狭
義
の
外
部
評
価
﹂
と
は
必
ず
し
も
一
致
し
な
い
が
︑
い
わ
ゆ
る
事
業
仕
分
け
や
そ
れ
に
類
似
し
た
手
法
に
よ
る
評
価
も
実
施
さ
れ
て
い
る
︒
平
成
二
十
二
年
十
月
一
日
現
在
で
の
実
施
状
況
を
図

に
掲
げ
て
お
く
︒
四
│
二
山
梨
県
に
お
け
る
外
部
評
価
制
度
の
沿
革
山
梨
県
に
お
け
る
外
部
評
価
制
度
は
︑
制
度
設
計
か
ら
試
行
・
導
入
・
展
開
ま
で
含
め
る
と
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
の
時
代
を
経
て
︑
今
日
の
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
ま
で
︑
十
数
年
の
歴
史
を
有
し
て
い
る
︒
山
梨
県
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
は
︑
平
成
十
三
年
度
に
設
置
さ
れ
平
成
二
十
年
に
廃
止
さ
れ
る
が
︑
そ
の
間
︑
知
事
交
代
の
あ
っ
た
十
九
年
度
の
休
止
を
は
さ
ん
で
実
質
的
に
は
六
年
間
の
活
動
を
行
っ
て
き
た
︒
ま
た
︑
廃
止
さ
れ
た
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
に
代
わ
り
平
成
二
十
年
度
に
山
梨
県
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
が
新
設
さ
れ
た
︒
そ
の
詳
細
に
つ
い
て
は
後
述
す
る
こ
と
に
し
て
︑
こ
こ
で
は
表

に
掲
げ
る
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
及
び
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
設
置
要
綱
の
対
比
に
基
づ
き
︑
そ
の
変
遷
の
概
要
を
示
し
て
お
く
︒
ま
ず
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
の
変
遷
で
注
目
す
べ
き
点
は
︑﹁
担
任
事
務
﹂
の
移
り
変
わ
り
で
あ
る
︒
第
一
期
が
︑
県
の
行
う
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
評
価
方
法
や
評
価
表
の
改
善
な
ど
の
行
政
評
価
の
あ
り
方
に
関
す
る
事
項
で
あ
る
の
に
対
し
て
︑
第
二
期
及
び
第
三
期
は
︑
外
部
評
価
︵
第
三
者
評
価
︶
に
シ
フ
ト
し
て
い
る
︒
第
二
期
以
降
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
が
外
部
評
価
機
関
と
し
て
の
機
能
を
付
加
し
た
︒
こ
の
こ
と
に
対
応
し
て
︑
第
二
期
以
降
︑﹁
委
員
会
は
︑
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
︑
議
事
に
係
る
関
係
者
又
は
専
門
家
に
対
し
︑
出
席
を
求
め
て
意
見
若
し
く
は
説
明
を
聴
き
︑
又
は
必
要
な
書
類
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
﹂
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及び行政評価アドバイザー設置要綱の変遷
任期
第期
H22-24
名称
第期
任期
行政評価アドバイザー会議
同じ「行政評価の実施に関する要綱」（平成20年月15日制
定）第（）に基づき、県の施策・事業を対象に実
施する行政評価において、評価の客観性、透明性を高
めるとともに、専門的立場からの意見を聴くため、山
梨県行政評価アドバイザー会議を置く。
設置
H20-21

外部評価に関するこ
と
行政評価結果の外部評価に関すること

同じ次の事項について調査し、意見を県に提出する
所掌
事項
同じその他行政評価に関すること

同じ行政評価制度の改善に関すること
同じアドバイザー会議は、学識経験者等優れた識見を有す
る者のうちから、知事政策局長が委嘱するアドバイザ
ー名をもって構成する組織
同じアドバイザーの任期は年以内とし、再任を妨げない。
ただし、アドバイザーが欠けた場合における後任者の
任期は、前任者の残任期間とする
同じ同じ
会長
等
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表 山梨県政策アセスメント委員会設置要綱
H13-14
任期
第期
政策アセスメント委員会名称
同じ次の事項について審議し、
必要な助言等を行う担任
事務
同じ同じ山梨県政策アセスメント委
員会の組織及び運営に関し、
必要な事項を定める趣旨
H15-16 H17-18
第期 第期
政策アセスメント制度の改
善に関すること
施策評価の手法等に関する
こと
政策アセスメントの評価表
の改善などに関すること

政策アセスメント結果の外
部評価に関すること
事業評価・事前評価の手法
等に関すること
政策アセスメントの評価手
法に関すること

政策アセスメントに関する
次の事項について審議し、
意見の提出、必要な助言等
を行う
その他政策アセスメントに
関すること

その他政策アセスメントに
関すること
第三者評価に関することその他政策アセスメントに
関すること

同じ委員は、政策アセスメント
に関し学識経験を有する者
及び県民のうちから知事が
委嘱する
同じ委員	人以内で組織する委員
人で組織する
組織
欠員を生じた場合、補欠の
委員を委嘱したときは、当
該補欠の委員の任期は前任
者の残任期間とする
同じ同じ委員の任期は年とする。
ただし、再任を妨げない
任期
会長は委員の互選会長及び会長代理は、委員
の互選によりこれを定める
同じ会長及び副会長を置く委員会に会長及び会長代理
を置く
会長
等
副会長は会長の指名する者
をもって充てる
同じ会長は、会務を総理し、委
員会を代表する
副会長は、会長を補佐し、
会長に事故あるときは、そ
の職務を代理する
会長代理は、会長を補佐し、
会長に事故あるときは、そ
の職務を代理する
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会議
同じアドバイザー会議は会長が招集する
アドバイザーは、県が作成する行政評価調書及びその
付属資料等により専門的見地から行政評価の内容調査
等を行う
調査、
意見
の聴
取
同じ会長は、必要があると判断した場合には、調査結果を
とりまとめ、提言等を行うことができる
会議は原則として公
開する
知事政策局行政改革推進課
庶務
アドバイザーは、必要があると認める場合には、関係
者の出席を求めてその説明若しくは意見を聴くこと、
又は関係者からの資料の提出を求めることができる
同じ
平成20年月15日から施行
付則
同じこの要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定
めるその
他
同じ
平成22年月18日か
ら施行
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同じ同じ会議は、会長が招集し、会
長が議長となる
会議
会議は、委員の二分の一以
上が出席しなければ開くこ
とができない
意見
の聴
取等
会議の議事は、出席した委
員の過半数で決し、可否同
数のときは、議長の決する
ところによる
企画部新行政システム課同じ。ただし、平成16年度
より企画部新行政システム
課に変更
企画部総合政策室
庶務
同じ委員会は、必要があると認
めるときは、議事に係る関
係者又は専門家に対し、出
席を求めて意見若しくは説
明を聴き、又は必要な書類
の提出を求めることができ
る
平成17年月19日から施行平成15年月16日から施行平成13年
月23日から施行施行
期日
同じ同じこの要綱に定めるもののほ
か、委員会の運営に関し必
要な事項は、会長が委員会
に諮って定める
委任
（出典） 各年度の設置要綱に基づき、筆者作成。
こ
と
が
明
記
さ
れ
︑
外
部
評
価
に
伴
う
意
見
聴
取
の
権
限
が
追
加
さ
れ
て
い
る
︒
ま
た
︑
委
員
構
成
が
第
一
期
の
五
人
か
ら
第
二
期
以
降
は
六
人
に
増
員
さ
れ
る
と
と
も
に
︑
委
員
か
ら
互
選
に
よ
り
選
出
さ
れ
る
会
長
が
副
会
長
を
指
名
す
る
こ
と
に
変
更
さ
れ
た
︒
外
部
評
価
の
試
行
や
本
格
実
施
を
具
体
的
に
進
め
る
う
え
で
︑
こ
の
六
委
員
制
は
一
定
の
意
味
を
持
つ
こ
と
に
な
る
︒
次
に
︑
平
成
二
十
年
度
か
ら
導
入
さ
れ
た
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
は
︑
主
と
し
て
外
部
評
価
機
関
と
し
て
設
置
さ
れ
た
た
め
︑
設
置
の
趣
旨
に
は
﹁
県
の
施
策
・
事
業
を
対
象
に
実
施
す
る
行
政
評
価
に
お
い
て
︑
評
価
の
客
観
性
︑
透
明
性
を
高
め
る
と
と
も
に
︑
専・
門・
的・
立・
場・
か・
ら・
の・
意・
見・
を
聴
く
﹂︵
傍
点
は
筆
者
︒
以
下
同
じ
︶
こ
と
が
明
記
さ
れ
た
︒
そ
の
た
め
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
で
は
﹁
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
に
関
し
学
識
経
験
を
有
す
る
者
及・
び・
県・
民・
の
う
ち
か
ら
知
事
が
委
嘱
﹂
と
さ
れ
て
い
た
の
が
︑﹁
学
識
経
験
者
等
優
れ
た
識
見
を
有
す
る
者
の
う
ち
か
ら
︑
知
事
政
策
局
長
が
委
嘱
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
﹂
と
さ
れ
た
︒
委
員
会
方
式
か
ら
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
方
式
へ
の
転
換
は
︑
県
民
の
﹁
代
表
性
﹂
よ
り
も
﹁
専
門
性
﹂
の
担
保
に
軸
足
を
お
く
変
更
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
︒
六
人
制
か
ら
三
人
制
へ
の
シ
フ
ト
も
そ
の
こ
と
と
関
係
す
る
︒
関
連
し
て
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
に
お
け
る
﹁
会
議
﹂
は
︑
委
員
の
過
半
数
の
出
席
の
下
で
︑﹁
会
議
の
議
事
は
︑
出
席
し
た
委
員
の
過
半
数
で
決
し
︑
可
否
同
数
の
と
き
は
︑
議
長
の
決
す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
﹂
と
し
て
︑
合
議
︵
多
数
決
︶
方
式
の
意
思
決
定
手
続
き
を
規
定
し
て
い
た
︒
こ
れ
に
対
し
て
︑
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
で
は
︑
合
議
方
式
を
採
用
し
て
い
な
い
︒
調
査
や
意
見
聴
取
︑
資
料
提
出
な
ど
の
権
限
は
個
々
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
与
え
ら
れ
て
い
る
︒﹁
ア・
ド・
バ・
イ・
ザ・
ー・
は
︑
県
が
作
成
す
る
行
政
評
価
調
書
及
び
そ
の
付
属
資
料
等
に
よ
り
専
門
的
見
地
か
ら
行
政
評
価
の
内
容
調
査
等
を
行
う
︒﹂﹁
ア・
ド・
バ・
イ・
ザ・
ー・
は
︑
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
︑
関
係
者
の
出
席
を
求
め
て
そ
の
説
明
若
し
く
は
意
見
を
聴
く
こ
と
︑
又
は
関
係
者
か
ら
の
資
料
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
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が
で
き
る
︒﹂
さ
ら
に
︑﹁
会
長
は
︑
必
要
が
あ
る
と
判
断
し
た
場
合
に
は
︑
調
査
結
果
を
と
り
ま
と
め
︑
提
言
等
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
﹂
と
し
て
︑
会
長
の
権
限
が
定
め
ら
れ
て
い
る
︒
最
後
に
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
が
知
事
の
委
嘱
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
︑
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
は
知
事
政
策
局
長
の
委
嘱
と
な
っ
て
い
る
︒
法
的
に
は
︑
執
行
機
関
た
る
知
事
の
﹁
附
属
機
関
﹂
と
解
釈
さ
れ
る
可
能
性
を
完
全
に
払
拭
し
︑
知
事
の
補
助
機
関
た
る
職
員
︵
知
事
政
策
局
長
︶
の
外
部
助
言
者
と
し
て
の
性
格
付
け
が
明
瞭
に
な
っ
て
い
る
︒
そ
の
こ
と
の
論
評
は
後
に
述
べ
る
︒
以
下
︑
外
部
評
価
制
度
の
導
入
・
実
施
過
程
を
詳
細
に
検
討
し
て
い
く
こ
と
に
す
る
︒
四
│
三
外
部
評
価
の
制
度
設
計
か
ら
試
行
・
実
施
へ
│
│
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
の
役
割
︵
一
︶
山
梨
県
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
報
告
書
の
提
出
│
│
施
策
評
価
一
体
型
外
部
評
価
制
度
の
提
案
第
一
期
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
︵
平
成
十
三
年
七
月
六
日
～
平
成
十
四
年
十
二
月
十
九
日
︒
以
下
︑
第
一
期
委
員
会
と
い
う
︒︶
の
主
た
る
任
務
は
︑
行
政
評
価
シ
ス
テ
ム
と
し
て
の
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
制
度
の
改
善
や
今
後
の
あ
り
方
に
関
し
て
審
議
し
助
言
等
を
行
う
こ
と
に
あ
っ
た
︒
そ
の
集
大
成
が
︑
平
成
十
四
年
十
二
月
十
九
日
に
天
野
建
知
事
に
提
出
し
た
﹁
山
梨
県
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
報
告
書
﹂︵
以
下
︑
第
一
期
委
員
会
報
告
と
い
う
︒︶
で
あ
る
︒
そ
の
主
な
意
見
の
項
目
は
︑
次
の
と
お
り
で
あ
る
︒
①
事
務
事
業
評
価
表
の
改
善
に
つ
い
て
事
業
の
質
的
改
革
・
改
善
の
促
進
︑
職
員
の
意
識
改
革
の
促
進
及
び
県
民
へ
の
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
徹
底
の
視
点
か
ら
評
価
表
を
改
善
す
べ
き
こ
と
を
提
言
︒
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②施
策
評
価
の
導
入
に
つ
い
て
施
策
評
価
の
目
的
と
し
て
︑
事
業
間
の
優
先
順
位
の
確
定
及
び
効
果
的
・
効
率
的
な
事
業
構
成
の
評
価
に
重
点
化
す
る
こ
と
を
了
承
︒
第
三
章
で
述
べ
た
施
策
評
価
の
導
入
に
関
す
る
基
本
設
計
は
︑
既
に
こ
の
時
点
で
組
み
込
ま
れ
て
い
た
︒
た
だ
し
︑
委
員
会
の
中
で
は
こ
の
重
点
化
に
対
す
る
懸
念
も
あ
り
︑
今
後
十
分
な
研
究
を
行
う
中
で
︑
施
策
評
価
の
目
的
を
い
か
に
定
め
る
べ
き
か
等
に
つ
い
て
留
意
す
る
よ
う
報
告
書
の
中
で
要
請
し
て
い
る
︒
③
事
前
評
価
の
導
入
に
つ
い
て
︵
省
略
︶
④
外
部
評
価
の
導
入
に
つ
い
て
以
上
①
～
③
は
︑︵
行
政
︶
評
価
シ
ス
テ
ム
の
あ
り
方
の
評
価
と
い
う
意
味
で
︑﹁
メ
タ
評
価
﹂
に
関
わ
る
項
目
で
あ
る
︒
表

に
示
し
た
委
員
会
設
置
要
綱
上
も
︑
こ
の
時
点
で
は
ま
だ
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
は
本
来
的
な
﹁
外
部
評
価
﹂
の
機
能
︵
判
定
等
︶
を
有
し
て
い
な
い
︒
し
か
し
︑
こ
の
報
告
書
の
中
で
︑
条
例
化
も
視
野
に
入
れ
た
第
三
者
で
構
成
す
る
外
部
評
価
制
度
の
導
入
の
必
要
性
を
提
言
し
て
い
る
︒
山
梨
県
の
外
部
評
価
制
度
の
導
入
に
関
す
る
特
徴
は
︑
施
策
評
価
の
実
施
と
外
部
評
価
の
導
入
が
パ
ラ
レ
ル
に
審
議
さ
れ
検
討
さ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
︒
第
一
期
委
員
会
は
︑
い
わ
ば
﹁
施
策
評
価
一
体
型
外
部
評
価
シ
ス
テ
ム
﹂
と
い
う
制
度
の
コ
ン
セ
プ
ト
づ
く
り
に
関
与
し
た
︒
︵
二
︶
施
策
評
価
一
体
型
外
部
評
価
シ
ス
テ
ム
の
制
度
設
計
第
二
期
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
︵
以
下
︑
第
二
期
委
員
会
と
い
う
︒︶
は
︑
判
定
へ
の
関
与
を
中
心
と
す
る
外
部
評
価
の
機
能
を
付
加
し
︑
委
員
定
数
も
そ
れ
ま
で
の
五
人
か
ら
六
人
に
増
員
さ
れ
た
︒
平
成
十
五
年
七
月
十
六
日
施
行
の
委
員
会
設
置
要
綱
に
よ
れ
ば
︑
第
二
条
︵
担
任
事
務
︶
に
﹁
施
策
評
価
の
手
法
等
に
関
す
る
こ
と
﹂
と
﹁
第
三
者
評
価
に
関
す
る
こ
と
﹂
が
明
記
さ
れ
た
(
)
︒
こ
れ
64
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に
よ
り
︑
施
策
評
価
一
体
型
の
外
部
評
価
の
具
体
的
な
制
度
化
が
動
き
始
め
る
こ
と
に
な
る
︒
第
二
期
委
員
会
は
︑
外
部
評
価
の
試
行
を
想
定
し
て
︑
大
学
教
員
三
人
︑
弁
護
士
二
人
︑
県
職
員
Ｏ
Ｂ
︵
団
体
職
員
︶
一
人
︑
合
計
六
人
で
構
成
さ
れ
た
︒
第
二
期
委
員
会
︵
十
五
年
度
～
十
六
年
度
︶
は
︑
第
一
期
委
員
会
報
告
を
下
敷
き
に
︑
施
策
評
価
一
体
型
外
部
評
価
シ
ス
テ
ム
の
制
度
設
計
に
コ
ミ
ッ
ト
し
て
い
る
︒
そ
の
集
大
成
が
︑
平
成
十
七
年
二
月
に
山
本
知
事
に
提
出
し
た
﹁
施
策
評
価
及
び
外
部
評
価
の
導
入
に
関
す
る
報
告
(
)
﹂︵
以
下
︑
第
二
期
委
員
会
報
告
と
い
う
︒︶
で
あ
る
︒
65
第
二
期
委
員
会
報
告
の
検
討
過
程
に
お
い
て
︑
施
策
評
価
及
び
外
部
評
価
の
試
行
が
行
わ
れ
た
︒
大
ま
か
に
い
え
ば
︑
平
成
十
五
年
度
は
︑
外
部
評
価
を
介
し
て
施
策
評
価
の
目
的
や
手
法
等
を
検
証
・
評
価
す
る
施
策
評
価
の
方
法
論
に
重
点
が
置
か
れ
︑
ま
た
平
成
十
六
年
度
は
︑
施
策
評
価
に
対
す
る
外
部
評
価
の
方
法
論
に
重
点
が
置
か
れ
た
と
い
え
よ
う
︒
ま
ず
平
成
十
五
年
度
は
︑
委
員
会
設
置
要
綱
の
担
任
事
務
の
一
つ
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る
﹁
施
策
評
価
の
手
法
等
に
関
﹂
し
て
︑
具
体
的
な
施
策
を
事
例
と
し
な
が
ら
︑
施
策
評
価
の
目
的
や
手
法
等
に
つ
い
て
外
部
評
価
の
試
行
が
行
わ
れ
た
︒
平
成
十
五
年
七
月
三
十
日
の
第
一
回
委
員
会
に
提
出
さ
れ
た
県
の
資
料
(
)
に
よ
れ
ば
︑
現
行
制
度
︵
事
業
評
価
︶
の
問
題
点
と
し
て
66
﹁
事
業
評
価
だ
け
で
は
︑
事
務
事
業
が
施
策
目
的
を
達
成
す
る
た
め
の
有
効
な
手
段
と
な
っ
て
い
る
か
の
観
点
か
ら
︑
他
の
事
務
事
業
と
比
較
し
た
相
対
的
な
評
価
が
で
き
な
い
﹂
こ
と
を
指
摘
し
た
上
で
︑
施
策
評
価
の
目
的
を
︑
①
事
業
間
の
優
先
順
位
の
判
断
︑
②
効
果
的
・
効
率
的
な
事
業
構
成
の
評
価
︑
の
二
点
に
ま
と
め
て
い
る
︒
平
成
十
五
年
度
は
︑
施
策
の
分
か
り
易
さ
や
部
局
横
断
的
性
格
を
考
慮
し
た
二
つ
の
行
政
分
野
︑﹁
男
女
共
同
参
画
社
会
の
推
進
﹂
と
﹁
子
育
て
支
援
社
会
の
推
進
﹂
に
つ
い
て
︑
施
策
評
価
と
外
部
評
価
を
試
行
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
︒
そ
の
際
︑
施
策
評
価
の
目
的
と
関
連
し
て
︑
ど
の
よ
う
な
観
点
及
び
手
法
に
よ
り
施
策
と
構
成
事
業
と
の
関
係
を
評
価
す
べ
き
か
が
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大
き
な
論
点
の
一
つ
と
な
っ
た
︒
県
の
提
案
は
︑
施
策
評
価
の
主
要
目
的
で
あ
る
﹁
事
業
間
の
優
先
順
位
の
判
断
﹂
を
最
優
先
し
て
︑
施
策
を
構
成
す
る
事
業
間
に
Ａ
～
Ｃ
の
相
対
評
価
の
ラ
ン
ク
付
け
を
行
い
︑
そ
の
比
率
の
事
前
割
り
当
て
を
施
策
所
管
部
課
に
義
務
付
け
る
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
(
)
︒
こ
の
点
に
つ
い
て
は
︑
委
員
の
間
で
も
議
論
が
分
か
れ
た
︒
67
﹁
施
策
評
価
手
法
の
検
討
に
つ
い
て
﹂
を
議
題
の
一
つ
と
し
た
平
成
十
五
年
八
月
二
十
日
の
第
二
回
委
員
会
で
は
︑
施
策
評
価
と
個
別
事
業
評
価
の
関
係
が
議
論
の
焦
点
に
な
っ
て
い
る
︒
個
別
の
事
業
評
価
で
高
い
評
価
を
得
て
い
る
の
に
︑
施
策
レ
ベ
ル
の
相
対
評
価
で
最
も
低
い
ラ
ン
ク
の
Ｃ
評
価
を
受
け
る
可
能
性
が
あ
る
点
に
つ
い
て
︑
県
民
に
と
っ
て
の
分
か
り
易
さ
や
評
価
の
﹁
客
観
性
﹂
の
観
点
で
委
員
か
ら
質
問
が
だ
さ
れ
た
︒
こ
れ
に
対
し
て
県
の
担
当
者
︵
企
画
部
総
合
政
策
室
新
行
政
シ
ス
テ
ム
推
進
担
当
︶
は
こ
う
答
弁
し
て
い
る
︒﹁
現
在
行
っ
て
い
る
事
業
評
価
の
欠
陥
は
ま
さ
に
そ
こ
に
あ
る
と
考
え
て
い
る
︒
す
な
わ
ち
事
業
ご
と
に
評
価
を
し
て
も
相
対
的
な
事
業
間
の
優
劣
を
決
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
︒
そ
こ
で
︑
事
業
評
価
の
結
果
と
施
策
目
的
か
ら
の
視
点
を
入
れ
た
評
価
を
ぶ
つ
け
て
︑
各
事
業
が
施
策
目
的
に
対
し
て
ど
う
機
能
し
て
い
る
の
か
判
断
し
て
い
こ
う
と
考
え
た
︒﹂
ま
た
︑﹁
Ａ
│
二
割
︑
Ｂ
│
六
割
︑
Ｃ
│
二
割
と
し
た
真
意
は
一
定
の
事
業
を
見
直
し
の
俎
上
に
の
せ
る
こ
と
で
あ
る
︒
見
直
し
の
結
果
︑
現
状
ど
お
り
と
い
う
こ
と
も
あ
る
が
︑
そ
の
場
合
は
︑
そ
こ
に
至
る
考
え
方
を
県
民
に
公
表
す
る
と
い
う
こ
と
も
重
要
で
あ
る
﹂
と
述
べ
て
い
る
︒
こ
れ
に
対
し
て
︑
委
員
の
中
か
ら
﹁
二
十
％
を
Ｃ
に
す
る
と
い
う
方
法
を
と
っ
た
場
合
︑
本
当
は
い
い
事
業
が
そ
の
中
に
入
る
こ
と
も
あ
り
得
る
︒
こ
れ
を
職
員
に
任
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
の
か
﹂
と
の
質
問
が
あ
っ
た
︒
そ
こ
で
︑
次
回
の
委
員
会
で
試
行
す
る
外
部
評
価
に
お
い
て
︑
Ａ
Ｂ
Ｃ
の
ラ
ン
ク
付
け
を
︑
総
合
政
策
室
が
提
案
す
る
二
│
六
│
二
方
式
で
割
り
当
て
る
施
策
の
ケ
ー
ス
と
︑
そ
の
割
り
振
り
を
施
策
担
当
部
課
に
一
任
す
る
施
策
の
ケ
ー
ス
と
に
分
け
て
︑
い
わ
ば
実
証
実
験
と
検
証
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た
(
)
︒
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平
成
十
五
年
十
月
二
十
七
日
の
第
三
回
委
員
会
は
︑﹁
男
女
共
同
参
画
社
会
の
推
進
﹂︵
以
下
︑
男
女
共
同
参
画
政
策
と
い
う
︒︶
と
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﹁
子
育
て
支
援
社
会
の
推
進
﹂︵
以
下
︑
子
育
て
支
援
政
策
と
い
う
︒︶
の
二
つ
の
類
似
性
の
高
い
社
会
政
策
分
野
に
つ
い
て
︑
実
際
に
施
策
評
価
と
外
部
評
価
を
試
行
し
た
︒
男
女
共
同
参
画
政
策
は
︑
四
つ
の
﹁
施
策
﹂
と
九
つ
の
﹁
単
位
施
策
﹂
か
ら
な
り
︑
合
計
五
十
四
の
事
業
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
︒
九
つ
の
単
位
施
策
の
う
ち
︑
男
女
共
同
参
画
課
所
管
が
七
︑
労
政
雇
用
課
所
管
が
二
で
あ
る
︒
ま
た
︑
児
童
家
庭
課
の
所
管
す
る
子
育
て
支
援
政
策
は
︑
二
つ
の
﹁
施
策
﹂
と
四
つ
の
﹁
単
位
施
策
﹂
か
ら
な
り
︑
合
計
五
十
四
の
事
業
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
︒﹁
施
策
評
価
﹂
の
対
象
と
な
る
の
は
﹁
単
位
施
策
﹂
で
あ
り
︑
そ
れ
ぞ
れ
が
一
つ
以
上
の
個
別
事
業
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
る
︒
施
策
評
価
に
対
す
る
外
部
評
価
の
試
行
を
通
じ
て
︑
担
当
部
課
に
お
け
る
個
別
事
業
評
価
の
結
果
と
︑
そ
れ
ら
を
束
ね
た
単
位
施
策
に
お
け
る
各
事
業
間
の
優
先
順
位
付
け
と
の
関
連
が
︑
委
員
会
で
終
始
論
点
に
な
っ
た
︒
最
大
の
論
点
の
一
つ
は
︑
事
業
間
の
優
先
順
位
付
け
の
﹁
客
観
性
﹂
の
担
保
を
め
ぐ
る
論
点
で
あ
る
︒
そ
の
典
型
的
な
質
疑
応
答
の
一
例
は
︑
次
の
と
お
り
で
あ
る
(
)
︒
あ
る
委
員
は
︑
い
か
に
も
大
学
教
員
ら
し
く
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
69
る
︒﹁
大
学
入
試
な
ど
で
一
番
困
る
の
は
最
終
評
価
だ
が
︑
最
終
評
価
の
結
果
は
各
評
価
項
目
と
対
応
し
て
い
な
い
と
困
る
︒
な
ぜ
こ
う
な
っ
た
の
か
と
説
明
が
つ
か
な
い
か
ら
だ
︒
そ
う
い
う
意
味
か
ら
す
る
と
事
業
評
価
に
対
し
て
総
合
評
価
と
い
う
も
の
が
も
う
ひ
と
つ
あ
っ
て
︑
総
合
評
価
の
ラ
ン
ク
の
中
で
優
先
順
位
が
つ
い
て
く
る
と
い
う
よ
う
な
こ
と
を
し
て
い
た
だ
く
と
非
常
に
分
か
り
や
す
い
と
思
う
︒
事
業
評
価
項
目
が
︑
活
動
量
か
ら
執
行
方
法
ま
で
八
項
目
あ
り
︑
そ
れ
ぞ
れ
に
Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ
の
ラ
ン
ク
で
評
価
し
て
い
る
が
︑
あ
る
事
業
で
は
︑
例
え
ば
事
業
評
価
が
Ａ
ば
か
り
が
あ
っ
て
も
優
先
度
評
価
は
Ｃ
に
な
っ
て
く
る
︒
そ
う
い
う
結
果
に
な
る
と
︑
な
ぜ
だ
ろ
う
と
い
う
疑
問
が
出
て
き
て
し
ま
う
と
い
う
印
象
を
持
っ
た
︒﹂
ま
た
︑
別
の
委
員
か
ら
も
﹁
事
業
項
目
の
そ
れ
ぞ
れ
の
評
価
を
な
ん
ら
か
の
形
で
ウ
ェ
イ
ト
付
け
し
て
合
計
し
た
も
の
を
総
合
評
価
と
し
て
想
定
で
き
な
い
も
の
か
︑
検
討
し
て
い
た
だ
き
た
い
と
思
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う
﹂
と
い
う
要
望
が
出
さ
れ
た
︒
こ
う
し
た
意
見
や
要
望
は
︑
優
先
順
位
付
け
に
一
定
の
﹁
科
学
性
﹂
や
﹁
客
観
性
﹂
を
担
保
す
べ
き
と
す
る
見
地
に
立
つ
な
ら
ば
︑
至
極
当
然
の
議
論
で
あ
る
︒
こ
れ
に
対
し
て
︑
あ
る
施
策
所
管
課
長
は
こ
う
答
え
て
い
る
︒﹁
事
業
課
で
も
評
価
を
す
る
の
に
大
変
悩
ん
だ
と
こ
ろ
︒
Ａ
Ｂ
Ｃ
の
ラ
ン
ク
付
け
も
整
理
が
つ
か
な
い
よ
う
な
も
の
が
あ
っ
た
︒
た
だ
︑
個
々
の
事
業
評
価
項
目
で
Ｃ
評
価
が
あ
る
の
に
優
先
度
を
Ｂ
と
い
う
よ
う
な
事
業
も
あ
る
が
︑
活・
動・
量・
は・
少・
な・
い・
け・
れ・
ど・
も・
行・
政・
と・
し・
て・
は・
︑・
こ・
れ・
は・
必・
要・
だ・
と
い
う
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
︒﹂
ま
た
︑
別
の
委
員
か
ら
も
次
の
よ
う
な
意
見
が
出
さ
れ
た
︒﹁
将
来
に
向
か
っ
て
何
か
や
っ
て
い
こ
う
と
い
う
よ
う
な
こ
と
は
︑
現
在
の
指
標
を
見
た
ら
活
動
量
は
少
な
く
て
も
︑
政・
治・
家・
︑・
行・
政・
が・
主・
体・
性・
を・
も・
っ・
て・
や・
っ・
て・
い・
く・
ん・
だ・
と・
い・
う・
よ・
う・
な・
も・
の・
が・
あ・
っ・
て・
然・
る・
べ・
き・
︒
し
か
し
︑
そ
れ
を
ど
こ
か
に
書
い
て
お
か
な
い
と
い
け
な
い
︒
説
明
が
つ
か
な
く
な
っ
て
し
ま
う
︒﹂
し
か
し
︑﹁
総
合
評
価
﹂
論
に
対
し
て
最
も
強
力
に
反
論
し
た
の
は
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
主
管
す
る
総
合
政
策
室
で
あ
る
︒
い
わ
く
︑﹁
そ
れ
﹇
総
合
評
価
﹈
は
︑
非
常
に
難
し
い
︒
事
業
と
い
う
の
は
︑
事
業
ご
と
に
対
象
や
事
業
費
な
ど
違
っ
て
い
る
︒
何
万
円
単
位
の
事
業
か
ら
何
億
円
規
模
の
事
業
ま
で
︒
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
の
価
値
も
違
っ
て
い
る
︒
そ
う
し
た
個
々
の
事
業
を
︑
得
点
化
し
て
︑
そ
れ
を
積
み
上
げ
て
機
械
的
に
﹇
総
合
﹈
評
価
を
し
て
い
く
と
い
う
こ
と
は
︑
あ
る
面
で
は
危
険
で
あ
る
と
思
う
︒﹂︵﹇
﹈
内
は
筆
者
︒
以
下
同
じ
︒︶
今
振
り
返
る
と
︑
必
ず
し
も
議
論
が
十
分
に
か
み
合
っ
て
い
な
い
面
も
あ
る
︒
し
か
し
︑
事
業
間
の
﹁
優
先
順
位
付
け
﹂
と
い
う
価
値
評
価
も
し
く
は
意
思
決
定
の
﹁
客
観
性
﹂
を
め
ぐ
る
普
遍
的
な
議
論
が
含
ま
れ
て
い
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
ろ
う
︒
こ
の
点
に
つ
い
て
︑
当
時
筆
者
は
会
長
と
し
て
次
の
よ
う
な
取
り
ま
と
め
を
し
た
︒﹁
事
業
評
価
と
事
業
優
先
度
の
関
係
に
つ
い
て
﹇
県
民
に
分
か
り
易
い
﹈
説
明
を
で
き
る
よ
う
す
る
こ
と
が
必
要
﹂
と
し
た
上
で
︑﹁
そ
も
そ
も
︑
事
業
評
価
は
︑
実
務
的
に
は
担
当
レ
ベ
ル
で
評
価
を
し
て
お
り
︑
一
方
︑
施
策
の
評
価
︑
事
業
の
優
先
度
の
評
価
は
︑
部
課
の
単
位
で
総
合
的
に
評
価
を
す
る
︒
各
事
業
に
つ
い
て
優
先
順
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位
を
付
け
て
い
く
と
い
う
の
は
︑
各
事
業
評
価
と
は
違
う
意・
思・
決・
定・
の・
プ・
ロ・
セ・
ス・
で
あ
っ
て
︑
そ
れ
を
﹇
事
業
担
当
レ
ベ
ル
の
﹈
積
み
上
げ
方
式
だ
け
で
や
っ
て
い
く
と
い
う
の
は
︑
施
策
評
価
と
い
う
も
の
が
狙
い
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
と
異
な
っ
て
く
る
可
能
性
が
あ
る
︒
た
だ
客
観
性
を
ど
こ
か
で
担
保
す
る
こ
と
は
必
要
だ
し
︑
ま
た
︑
追
求
す
べ
き
だ
と
思
う
︒
・
・
・
事
業
の
優
先
度
を
評
価
し
て
い
く
と
き
に
︑
そ
の
説
明
を
も
う
少
し
き
ち
ん
と
で
き
る
よ
う
︑
改
善
の
余
地
が
ま
だ
あ
る
︒
そ
う
い
う
方
向
で
検
討
し
て
い
く
と
い
う
こ
と
で
行
き
た
い
と
思
う
︒﹂
そ
の
前
提
に
は
︑
事
業
間
の
優
先
順
位
付
け
は
意
思
決
定
な
い
し
政
策
判
断
の
領
域
の
問
題
で
あ
り
︑
そ
こ
で
問
わ
れ
る
﹁
客
観
性
﹂
と
は
︑
採
択
さ
れ
た
決
定
や
判
断
の
結
果
に
つ
い
て
政
治
合
理
的
に
説
明
で
き
る
か
否
か
に
関
わ
る
︑
と
す
る
筆
者
の
理
解
が
あ
る
(
)
︒
70
事
業
間
の
優
先
順
位
付
け
を
め
ぐ
る
も
う
一
つ
の
重
要
な
論
点
は
︑
Ａ
Ｂ
Ｃ
の
ラ
ン
ク
付
け
の
手
法
に
関
す
る
問
題
で
あ
る
︒
既
に
述
べ
た
よ
う
に
︑
県
の
提
案
は
︑
Ａ
︵
二
割
︶︑
Ｂ
︵
六
割
︶︑
Ｃ
︵
二
割
︶
と
し
て
事
前
に
一
律
の
割
り
当
て
を
行
う
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
︒
第
三
回
委
員
会
で
は
︑
そ
の
判
断
を
事
業
課
に
一
任
す
る
ケ
ー
ス
と
厳
密
に
割
り
当
て
を
課
す
ケ
ー
ス
に
分
け
て
﹁
実
証
実
験
﹂
を
行
っ
た
︒
そ
の
結
果
︑
事
業
課
に
一
任
し
た
男
女
共
同
参
画
政
策
の
ケ
ー
ス
で
は
︑
全
五
十
四
事
業
の
う
ち
︑
Ａ
十
九
︑
Ｂ
三
十
二
︑
Ｃ
三
で
︑
そ
れ
ぞ
れ
三
十
五
・
二
％
︑
五
十
九
・
三
％
︑
五
・
五
％
︑
と
い
う
結
果
に
な
っ
た
︒
他
方
︑
厳
密
に
割
り
当
て
を
行
っ
た
子
育
て
支
援
政
策
の
ケ
ー
ス
で
は
︑
全
五
十
四
事
業
の
う
ち
︑
Ａ
十
三
︑
Ｂ
二
十
九
︑
Ｃ
十
二
で
︑
そ
れ
ぞ
れ
二
十
四
・
一
％
︑
五
十
三
・
七
％
︑
Ｃ
二
十
二
・
二
％
︑
と
な
っ
た
︒
予
想
さ
れ
た
と
は
い
え
︑
担
当
課
に
一
任
す
る
ケ
ー
ス
で
は
︑
Ｃ
の
割
合
が
き
わ
め
て
少
な
く
︑
逆
に
Ａ
の
割
合
が
多
く
な
る
傾
向
が
は
っ
き
り
と
み
ら
れ
た
︒
こ
の
結
果
は
︑
順
位
付
け
の
困
難
さ
を
差
し
引
い
た
と
し
て
も
︑
同
じ
社
会
政
策
分
野
に
お
け
る
行
政
内
部
の
比
較
対
照
の
観
点
か
ら
み
て
︑
何
の
規
制
も
な
し
に
現
場
任
せ
に
す
る
と
﹁
行
政
の
お
手
盛
り
﹂
で
自
ら
に
甘
く
な
る
と
す
る
一
般
の
懸
念
を
裏
付
け
る
に
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足
る
も
の
で
あ
る
︒
と
同
時
に
︑﹁
官
僚
は
予
算
の
獲
得
と
組
織
の
拡
大
を
め
ざ
す
︵
も
し
く
は
予
算
と
組
織
の
縮
小
を
回
避
す
る
︶﹂
と
す
る
公
共
選
択
論
な
ど
の
理
論
仮
説
と
も
整
合
す
る
︒
第
二
章
で
も
述
べ
た
よ
う
に
︑
そ
も
そ
も
山
梨
県
の
外
部
評
価
制
度
導
入
の
契
機
が
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
欠
如
に
由
来
す
る
﹁
行
政
不
信
﹂
に
端
を
発
し
て
い
る
以
上
︑﹁
行
政
の
お
手
盛
り
﹂
に
対
す
る
規
制
や
監
視
の
観
点
が
当
時
の
委
員
会
の
中
で
優
先
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
の
は
︑
当
然
の
成
り
行
き
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
︒
以
上
の
よ
う
な
経
緯
で
︑
第
二
期
委
員
会
は
平
成
十
六
年
二
月
に
﹁
施
策
評
価
及
び
外
部
評
価
の
試
行
に
関
す
る
中
間
報
告
﹂
(
)
︵
以
71
下
︑
中
間
報
告
と
い
う
︒︶
を
取
り
ま
と
め
た
︒
中
間
報
告
で
は
︑
外
部
評
価
を
試
行
し
た
二
つ
の
政
策
分
野
に
つ
い
て
︑
外
部
評
価
機
関
と
し
て
の
委
員
会
の
意
見
を
次
の
二
点
に
集
約
し
て
包
括
的
に
指
摘
し
て
い
る
︒
①
施
策
内
の
事
業
構
成
の
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
に
関
す
る
指
摘
︑
及
び
︑
②
成
果
指
標
の
設
定
に
関
す
る
指
摘
︑
で
あ
る
︒
①
に
つ
い
て
は
︑
施
策
目
的
の
達
成
に
向
け
て
効
率
的
効
果
的
な
事
業
構
成
の
評
価
と
い
う
視
点
か
ら
︑
目
的
達
成
に
向
け
て
明
ら
か
に
手
段
︵
事
業
︶
が
不
足
し
て
い
る
施
策
が
あ
り
︑
そ
の
点
を
改
善
す
べ
き
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
(
)
︒
72
②
に
つ
い
て
は
︑
成
果
指
標
︵
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標
︶
に
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標
︵
活
動
量
を
表
す
指
標
︶
を
設
定
し
た
施
策
が
見
ら
れ
る
点
を
改
善
す
べ
き
で
あ
る
と
し
て
い
る
(
)
︒
73
こ
の
よ
う
に
平
成
十
五
年
度
の
委
員
会
で
は
︑
外
部
評
価
機
関
と
し
て
具
体
的
な
施
策
を
対
象
と
し
て
実
際
に
外
部
評
価
を
試
行
し
た
が
︑
む
し
ろ
よ
り
大
き
な
関
心
は
︑
外
部
評
価
の
機
能
そ
の
も
の
と
い
う
よ
り
も
︑
本
格
導
入
す
べ
き
施
策
評
価
シ
ス
テ
ム
の
基
本
設
計
と
実
施
設
計
を
い
か
に
す
る
か
に
あ
っ
た
︒
そ
の
結
果
が
第
二
章
で
詳
説
し
た
施
策
評
価
制
度
の
採
用
で
あ
る
︒
そ
の
特
徴
は
︑
施
策
評
価
調
書
と
事
業
評
価
調
書
を
リ
ン
ク
す
る
﹁
施
策
手
段
シ
ー
ト
﹂
を
用
い
た
︑
施
策
構
成
事
業
間
の
優
先
順
位
の
割
当
と
そ
の
評
価
結
果
に
基
づ
く
優
先
度
の
低
い
事
業
の
見
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直
し
の
義
務
づ
け
︑
に
あ
る
︒
そ
の
後
︑
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
平
成
十
六
年
度
の
外
部
評
価
の
試
行
を
経
て
︑
そ
の
年
度
末
に
最
終
報
告
を
と
り
ま
と
め
︑
平
成
十
七
年
度
か
ら
の
施
策
評
価
と
外
部
評
価
の
本
格
実
施
を
導
く
こ
と
と
な
っ
た
︒
最
終
報
告
の
取
り
ま
と
め
を
行
っ
た
委
員
会
で
は
︑
そ
れ
ま
で
の
議
論
を
踏
ま
え
︑
施
策
評
価
と
外
部
評
価
の
必
要
性
と
導
入
を
前
提
と
し
て
︑
概
ね
次
の
よ
う
な
点
が
確
認
さ
れ
た
(
)
︒
74
①
外
部
評
価
の
対
象
施
策
に
つ
い
て
外
部
評
価
の
目
的
と
実
行
可
能
性
の
両
面
を
考
慮
し
て
︑
全
体
に
網
を
か
け
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
の
で
︑
毎
年
度
の
内
部
評
価
の
対
象
施
策
の
中
か
ら
︑
外
部
評
価
機
関
が
任
意
に
サ
ン
プ
ル
を
抽
出
す
る
こ
と
と
す
る
︒
②
外
部
評
価
の
実
施
体
制
に
つ
い
て
で
き
る
限
り
多
く
の
施
策
を
外
部
評
価
の
対
象
と
す
る
必
要
が
あ
る
が
︑
同
時
に
大
人
数
の
体
制
で
実
施
で
き
な
い
と
す
れ
ば
︑
限
ら
れ
た
人
数
で
で
き
る
だ
け
多
く
の
施
策
が
評
価
で
き
る
よ
う
︑
試
行
の
場
合
と
同
様
︑
外
部
評
価
の
目
的
と
方
法
に
つ
い
て
の
理
解
を
共
有
し
た
上
で
︑
班
別
評
価
体
制
を
採
用
す
る
︒
そ
の
際
︑
各
班
で
評
価
し
た
結
果
を
全
体
会
で
報
告
・
審
議
し
た
上
で
︑
委
員
会
と
し
て
の
意
見
を
外
部
評
価
と
し
て
決
定
す
る
手
続
き
を
経
る
こ
と
と
す
る
︒
③
外
部
評
価
委
員
の
構
成
に
つ
い
て
そ
れ
ま
で
の
会
議
の
中
で
︑
評
価
委
員
の
構
成
に
つ
い
て
多
様
な
意
見
が
出
さ
れ
た
︒
な
か
で
も
︑
農
業
や
環
境
な
ど
対
象
施
策
に
関
連
す
る
個
別
分
野
の
﹁
専
門
家
﹂
を
委
員
に
含
め
る
か
ど
う
か
︑
が
論
点
と
さ
れ
た
︒
そ
れ
に
つ
い
て
︑
対
象
と
な
る
施
策
分
野
に
応
じ
て
多
様
な
専
門
家
を
多
数
委
員
と
す
れ
ば
︑
豊
富
な
専
門
知
識
を
評
価
に
生
か
せ
る
反
面
︑
コ
ン
パ
ク
ト
な
評
価
実
施
体
制
が
維
持
で
き
な
い
こ
と
に
加
え
て
︑
そ
の
施
策
に
直
接
間
接
に
利
害
関
係
を
有
す
る
専
門
家
を
加
え
る
こ
と
で
第
三
者
的
な
客
観
性
を
損
な
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う
恐
れ
が
あ
る
こ
と
︑
が
確
認
さ
れ
た
︒
そ
こ
で
︑
外
部
評
価
委
員
は
︑
第
三
者
的
な
立
場
を
中
心
と
し
て
選
任
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
︒
た
だ
し
︑
特
定
の
分
野
に
関
す
る
予
備
知
識
の
少
な
さ
を
事
前
の
勉
強
会
等
で
補
う
必
要
が
あ
る
︒
④
外
部
評
価
機
関
の
設
置
根
拠
に
つ
い
て
新
た
に
外
部
評
価
機
関
を
設
置
す
る
場
合
︑
条
例
化
を
視
野
に
入
れ
て
︑
設
置
根
拠
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
旨
が
確
認
さ
れ
て
い
る
︒
︵
三
︶
施
策
評
価
に
対
す
る
外
部
評
価
の
本
格
実
施
前
掲
表

に
示
し
た
と
お
り
︑
平
成
十
七
年
度
か
ら
本
格
実
施
と
な
っ
た
外
部
評
価
の
機
関
は
︑
結
局
︑
要
綱
に
よ
り
設
置
さ
れ
た
第
三
期
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
︵
以
下
︑
第
三
期
委
員
会
と
い
う
︒︶
が
担
う
こ
と
と
な
っ
た
︒
第
三
期
委
員
会
の
委
員
は
県
内
在
住
の
六
名
で
構
成
さ
れ
︑
そ
の
内
訳
は
大
学
教
授
三
名
︑
弁
護
士
二
名
︑
元
山
梨
県
監
査
委
員
一
名
︑
で
あ
る
︒
第
三
期
委
員
会
に
よ
る
外
部
評
価
は
︑
会
長
及
び
副
会
長
を
そ
れ
ぞ
れ
班
長
と
す
る
二
班
体
制
︵
班
長
を
含
め
て
各
三
名
の
委
員
で
構
成
︶
で
︑
事
前
に
配
布
さ
れ
る
評
価
調
書
に
基
づ
き
評
価
対
象
施
策
の
主
管
課
か
ら
意
見
聴
取
を
行
い
︑
そ
の
結
果
を
全
体
会
議
に
持
ち
寄
り
各
委
員
の
合
議
を
得
て
﹁
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
の
意
見
﹂
と
し
て
評
価
調
書
に
記
載
す
る
と
い
う
段
取
り
で
行
わ
れ
た
︒た
と
え
ば
︑
平
成
十
八
年
度
は
︑
八
月
二
日
の
第
一
回
委
員
会
で
外
部
評
価
の
対
象
施
策
の
選
定
方
針
を
決
め
た
後
︑
十
月
十
六
日
及
び
十
八
日
の
二
日
間
︑
内
部
評
価
の
対
象
と
な
っ
た
九
十
四
施
策
の
中
か
ら
委
員
会
が
任
意
に
選
定
し
た
十
二
の
施
策
(
)
を
対
象
に
︑
75
各
班
が
六
施
策
を
分
担
す
る
形
で
外
部
評
価
が
実
施
さ
れ
た
︒
一
施
策
当
た
り
の
割
当
時
間
は
一
時
間
で
あ
る
︒
二
日
目
の
全
体
会
は
﹁
委
員
会
と
し
て
の
意
見
﹂
の
取
り
ま
と
め
に
充
て
ら
れ
た
︒
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そ
こ
で
付
さ
れ
た
﹁
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
の
意
見
﹂
を
集
約
・
分
類
し
て
み
る
と
︑
表


の
よ
う
に
な
る
︒
十
二
施
策
に
つ
い
て
延
べ
十
九
項
目
の
﹁
意
見
﹂
が
付
さ
れ
た
が
︑
施
策
や
事
業
の
実
体
的
な
内
容
や
方
法
に
関
す
る
意
見
が
七
件
︑
そ
の
他
の
十
二
件
は
す
べ
て
内
部
評
価
で
設
定
さ
れ
た
﹁
活
動
指
標
﹂
や
﹁
成
果
指
標
﹂
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
︒
そ
の
大
半
が
︑
施
策
目
的
の
明
確
化
に
対
応
し
た
成
果
指
標
の
欠
落
や
不
足
の
改
善
や
水
準
の
向
上
を
求
め
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
(
)
︒
76
一
般
に
施
策
評
価
に
お
い
て
は
︑
施
策
の
必
要
性
よ
り
も
︑
施
策
目
的
の
妥
当
性
︑
手
段
︵
構
成
事
業
︶
の
合
目
的
性
や
有
効
性
・
効
率
性
︑
事
業
手
段
の
過
不
足
な
ど
が
総
合
的
に
評
価
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
︒
し
か
し
︑
山
梨
県
の
場
合
︑
既
に
繰
り
返
し
述
べ
た
よ
う
に
施
策
評
価
シ
ス
テ
ム
の
設
計
段
階
で
︑
事
業
間
の
優
先
順
位
付
け
に
伴
う
︑
廃
止
・
縮
小
を
21 自治体における外部評価の役割と課題（二）
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表 平成18年度外部評価における政策アセスメント委員会による意見
成果指標の追加消防防災機能の強化⑦
融資枠の見直し成果指標の設定農業制度資金による支援⑥
成果指標の追加
農業被害の防止・被災農
家への支援
⑤
市町村・民間との役割分担
を踏まえた県の施策の見直
し
参加機会の充実（スポー
ツ）
④
⑪
意見
定性的評価の充実成果指標の設定国際交流活動の充実⑩
成果目標の数値の見直し女性の人材育成⑨
測定局の配置の再検討温暖化防止施策との連携大気汚染の防止⑧
市町村との役割分担を踏
まえた県の役割の見直し
（） （）
総合的な成果指標の設定
障害者の多様な社会参加
の促進
⑫
成果指標の見直し成果指標の充実林業労働環境の向上
№ 施策名
① 中小企業への金融支援 施策目的の明確化 成果指標の設定
② 商工指導団体の強化 成果指標の追加
商工会等の合併に伴う適
正な定員管理
③ 救急・災害医療等の充実
具体的な成果指標等の再設
定
（出典） 平成18年度「外部評価の概要」に基づき、筆者が作成。
（注） 網掛け部分は指標の改善等に関する意見。
含
む
見
直
し
事
業
の
義
務
的
な
数
値
割
当
を
課
す
制
度
設
計
を
行
っ
て
い
た
の
で
︑
手
段
︵
構
成
事
業
︶
の
合
目
的
性
や
有
効
性
・
効
率
性
︑
事
業
手
段
の
過
不
足
な
ど
の
観
点
か
ら
の
評
価
は
専
ら
内
部
評
価
の
行
政
管
理
過
程
で
完
結
す
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
た
︒
そ
の
た
め
︑
外
部
評
価
の
主
た
る
役
割
は
︑
制
度
設
計
ど
お
り
に
施
策
評
価
が
運
営
さ
れ
て
い
る
か
否
か
を
外
部
か
ら
監
視
す
る
こ
と
に
加
え
て
︑
個
別
事
業
を
束
ね
る
施
策
全
体
の
目
的
の
妥
当
性
や
そ
れ
に
関
連
し
た
測
定
・
成
果
指
標
の
妥
当
性
の
検
証
に
向
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
︒
四
│
四
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
外
部
評
価
︵
一
︶
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
概
要
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
に
代
わ
る
外
部
評
価
機
関
と
し
て
︑
平
成
二
十
年
度
か
ら
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
が
ス
タ
ー
ト
す
る
こ
と
と
な
っ
た
︒
第
一
期
と
︑
平
成
二
十
二
年
度
か
ら
の
第
二
期
以
降
と
で
は
︑
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
︵
以
下
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
と
い
う
︒︶
の
性
格
に
大
き
な
差
異
が
あ
る
︒
第
一
期
は
︑
行
政
学
及
び
経
営
学
︵
会
社
経
営
者
︶
の
大
学
教
員
三
名
で
構
成
さ
れ
︑
特
定
の
テ
ー
マ
(
)
を
設
定
し
て
外
部
評
価
を
行
い
︑
そ
の
結
果
は
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
書
面
で
県
に
提
出
す
る
方
式
を
採
用
し
て
い
た
︒
77
第
二
期
及
び
第
三
期
︵
現
在
︶
は
︑
大
学
教
授
︑
自
治
体
監
査
委
員
経
験
者
︑
公
認
会
計
士
ま
た
は
税
理
士
︑
の
三
名
で
構
成
さ
れ
︑
毎
年
︑
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
動
画
配
信
を
含
む
全
面
公
開
方
式
に
よ
る
三
日
間
の
外
部
評
価
を
実
施
し
て
い
る
︒
以
下
で
は
︑
平
成
二
十
二
年
度
か
ら
二
十
四
年
度
ま
で
の
三
か
年
度
の
外
部
評
価
を
担
当
し
た
第
二
期
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
を
取
り
上
げ
る
︒
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表

第

期
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
外
部
評
価
の
流
れ
同
じ
県
単
独
事
業
の
う
ち
予
算


百
万
円
以
上
の
事
業
及
び
指
定
管
理
導
入
施
設
の
う
ち
平
成
25年
度
に
指
定
管
理
終
期
を
迎
え
る
施
設
「
チ
ャ
レ
ン
ジ
山
梨
行
動
計
画
」
を
構
成
す
る
事
業
及
び
県
民
の
関
心
が
高
い
公
共
施
設
対
象
事
業
等
の
範
囲


月
24日
（
木
）


月
17日
（
火
）


月
17日
（
月
）
対
象
選
定
会
議
の
開
催
日
程
平
成
22年
度
平
成
23年
度
平
成
24年
度
事
前
調
査

月

日
、

日
及
び

日

月

日
、


日
及
び
10日

月
11日
、
18日
及
び
25日
事
前
調
査
・
現
地
調
査
の
日
程
32事
業
及
び

公
共
施
設
の
35件
40事
業
及
び


公
共
施
設
の
45件
42
事
業
及
び


公
共
施
設
（
指
定
管
理
者

件
、
直
営

件
）
の
47件
選
定
さ
れ
た
事
業
等
の
件
数
同
じ
前
記
の
対
象
事
業
等
の
範
囲
か
ら
、
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
予
め
対
象
候
補
を
指
定
し
、
そ
の
中
か
ら
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
議
を
経
て
選
定
す
る
。
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
独
自
に
選
定
し
た
37
事
業
及
び


施
設
に
、
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
県
民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
た
結
果
寄
せ
ら
れ
た
88
件
の
回
答
に
基
づ
き
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
選
定
し
た


事
業
を
加
え
た
、
あ
わ
せ
て
42
事
業
・


施
設
を
外
部
評
価
の
対
象
と
し
て
選
定
す
る
。
事
業
等
の
選
定
方
法
山
梨
県
庁
北
別
館
実
施
会
場

月

日
（
金
）
〜

日
（
日
）
の

日
間
；

時
〜
17時

月

日
（
金
）
〜
11
日
（
日
）
の

日
間
；

時
〜
17時
30分

月
10日
（
金
）
〜
12日
（
日
）
の

日
間
；

時
〜
17時
30分
公
開
外
部
評
価
の
日
程
同
じ
同
じ
公
共
施
設
の
概
要
説
明
及
び
現
地
視
察
並
び
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
現
地
調
査
同
じ
同
じ
各
事
業
の
事
前
調
査
（
調
書
及
び
法
令
例
規
・
決
算
等
書
類
並
び
に
行
政
改
革
推
進
課
ヒ
ア
リ
ン
グ
）
来
年
度
当
初
予
算
編
成
時
に
、
各
事
業
・
施
設
に
つ
き
、

次
評
価
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
（
個
別
）、

次
評
価
の
結
果
を
対
比
し
た
一
覧
表
を
公
表
外
部
評
価
に
係
る

次
評
価
事
業
あ
た
り
35分
程
度
（
事
業
概
要
説
明

分
、
質
疑
・
議
論
20分
、
評
価

分
、
評
価
結
果
の
説
明

分
）、
た
だ
し
公
共
施
設
は
45分
程
度
；

日
当
た
り
11〜
12
の
事
業
及
び
施
設
を
対
象
と
し

日
間
で
35の
事
業
と
公
共
施
設
を
評
価
事
業
あ
た
り
30
分
程
度
（
事
業
概
要
説
明


分
、
質
疑
・
議
論
18
分
、
評
価

分
、
評
価
結
果
の
説
明

分
）、
た
だ
し
公
共
施
設
は
45
分
程
度
；

日
当
た
り
15の
事
業
及
び
施
設
を
対
象
と
し

日
間
で
45の
事
業
と
公
共
施
設
を
評
価
事
業
あ
た
り
25
分
程
度
（
事
業
概
要
説
明

分
、
質
疑
・
議
論
15
分
、
評
価

分
、
評
価
結
果
の
説
明

分
）、
た
だ
し
公
共
施
設
は
45
分
程
度
；

日
当
た
り
15〜
16
の
事
業
及
び
施
設
を
対
象
と
し

日
間
で
47の
事
業
と
公
共
施
設
を
評
価
外
部
評
価
同
じ
同
じ
傍
聴
自
由
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
中
継
公
開
方
法
同
じ
山
梨
県
立
大
学
講
堂
同
じ
同
じ
県
民
情
報
セ
ン
タ
ー
に
備
え
付
け
縦
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
山
梨
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
（
動
画
）
評
価
結
果
の
公
表
同
じ
同
じ
年
度
末
に
次
年
度
当
初
予
算
へ
の
対
応
状
況
を
公
表
外
部
評
価
に
係
る
当
初
予
算
対
応
同
じ
同
じ
（
出
典
）
山
梨
県
の
資
料
を
基
に
、
筆
者
が
作
成
。
︵
二
︶
第
二
期
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
外
部
評
価
の
流
れ
表
	
に
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
側
か
ら
見
た
外
部
評
価
の
流
れ
を
ま
と
め
た
︒
そ
の
詳
細
は
次
章
で
説
明
す
る
︒
こ
こ
で
は
︑
当
事
者
と
し
て
関
わ
っ
た
筆
者
の
感
想
の
み
記
し
て
お
く
︒
外
部
評
価
に
携
わ
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
側
か
ら
見
る
と
︑
こ
れ
ら
の
一
連
の
流
れ
に
伴
う
負
担
は
小
さ
く
な
い
︒
①
二
百
件
前
後
の
事
業
・
施
設
の
リ
ス
ト
か
ら
対
象
候
補
を
絞
込
み
︑
最
終
的
な
対
象
事
業
等
の
選
定
を
行
う
と
い
う
前
段
階
︑
②
事
業
等
の
選
定
後
︑
対
象
事
業
等
の
評
価
調
書
︵
自
主
点
検
シ
ー
ト
︶
が
出
揃
っ
た
段
階
で
の
全
て
の
事
業
等
に
つ
い
て
の
事
前
調
査
︑
③
施
設
に
つ
い
て
の
現
地
視
察
調
査
︑
④
そ
の
後
︑
評
価
調
書
の
読
み
込
み
と
独
自
の
資
料
・
情
報
収
集
︑
⑤
関
連
事
項
の
照
会
・
追
加
資
料
要
求
︑
⑥
最
終
段
階
で
の
各
事
業
等
に
つ
い
て
の
暫
定
的
な
評
価
判
定
の
方
向
性
の
仮
定
︑
⑦
外
部
評
価
に
お
け
る
制
約
さ
れ
た
時
間
を
最
大
限
有
効
に
使
う
た
め
の
当
日
の
質
問
事
項
・
質
問
順
番
・
想
定
さ
れ
る
応
答
へ
の
対
応
予
測
な
ど
の
諸
準
備
︑
⑧
三
日
間
に
わ
た
る
外
部
評
価
当
日
の
体
力
と
気
力
の
維
持
︑
そ
し
て
⑨
個
別
事
業
・
施
設
ご
と
の
判
定
結
果
と
そ
の
理
由
の
文
書
化
の
事
後
作
業
︑
と
い
っ
た
必
ず
し
も
す
べ
て
が
可
視
化
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
一
連
の
流
れ
を
経
て
外
部
評
価
が
成
り
立
っ
て
い
る
︒
①
の
対
象
リ
ス
ト
作
成
部
分
や
②
③
⑤
及
び
⑧
は
事
務
局
で
あ
る
知
事
政
策
局
行
政
改
革
推
進
課
の
組
織
的
な
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
が
あ
っ
て
初
め
て
可
能
と
な
る
︒
そ
し
て
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
独
自
に
最
も
時
間
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
費
や
す
の
は
︑
⑧
を
除
け
ば
︑
お
そ
ら
く
④
⑥
⑦
⑨
の
作
業
だ
ろ
う
︒
私
の
場
合
に
は
︑
少
な
く
見
積
も
っ
て
も
外
部
評
価
当
日
を
含
め
フ
ル
タ
イ
ム
換
算
で
丸
二
週
間
程
度
は
︑
毎
年
こ
の
外
部
評
価
業
務
に
専
念
す
る
︒
以
下
︑
外
部
評
価
の
役
割
機
能
を
具
体
例
に
即
し
て
検
討
す
る
︒
法学論集 75 〔山梨学院大学〕 24
─ 24 ─
五外
部
評
価
に
よ
る
行
政
統
制
の
可
能
性
と
限
界
五
│
一
外
部
評
価
の
関
与
の
局
面
と
こ
ろ
で
︑
こ
れ
ま
で
そ
の
機
能
の
内
訳
や
過
程
を
特
段
定
義
す
る
こ
と
な
く
﹁
外
部
評
価
﹂
と
い
う
用
語
を
使
用
し
て
き
た
︒
し
か
し
︑
自
治
体
政
策
過
程
に
お
け
る
外
部
評
価
の
役
割
機
能
を
正
確
に
論
じ
る
た
め
に
は
︑
評
価
過
程
に
固
有
の
プ
ロ
セ
ス
な
い
し
機
能
の
内
訳
を
よ
り
厳
密
に
定
義
づ
け
て
お
く
必
要
が
あ
る
︒
こ
の
点
で
岩
渕
の
議
論
が
参
考
に
な
る
︒
岩
渕
は
﹁
評
価
プ
ロ
セ
ス
﹂
を
①
設
計
︑
②
測
定
︑
③
判
定
︑
④
判
断
︑
の
四
つ
の
段
階
︵
局
面
︶
に
区
分
し
て
い
る
(
)
︒
そ
の
要
点
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
︒
78
①
設
計
評
価
に
取
り
組
む
際
の
第
一
段
階
で
︑
評
価
の
目
的
や
時
点
︑
評
価
の
観
点
や
基
準
と
い
っ
た
評
価
制
度
の
基
本
フ
レ
ー
ム
の
検
討
・
決
定
と
︑
評
価
に
使
用
す
る
評
価
手
法
及
び
評
価
調
書
の
検
討
・
決
定
・
作
成
を
行
う
局
面
を
い
う
︒
②
測
定
評
価
の
第
二
段
階
で
︑
③
判
定
の
基
礎
と
な
る
情
報
の
収
集
・
整
理
・
分
析
と
︑
そ
れ
ら
の
情
報
に
基
づ
い
て
︑
評
価
対
象
と
な
る
施
策
・
事
業
の
実
績
を
﹁
測
定
﹂
し
て
客
観
化
す
る
一
連
の
プ
ロ
セ
ス
を
指
す
︒
③
判
定
25 自治体における外部評価の役割と課題（二）
─ 25 ─
評
価
の
第
三
段
階
で
︑
必
要
性
︑
有
効
性
︑
効
率
性
︑
公
平
性
等
の
評
価
の
観
点
と
し
て
定
め
た
項
目
に
つ
い
て
︑
政
策
効
果
を
評
価
す
る
局
面
を
い
う
︒
外
部
評
価
に
お
い
て
は
こ
の
﹁
判
定
﹂
が
最
も
重
要
な
機
能
と
な
る
︒
④
判
断
評
価
プ
ロ
セ
ス
の
第
四
段
階
で
︑
③
判
定
の
結
果
を
踏
ま
え
何
ら
か
の
意
思
決
定
︵
選
択
・
決
定
︶
を
行
う
局
面
を
さ
す
︒
実
際
に
は
③
判
定
と
④
判
断
が
同
時
に
行
わ
れ
る
場
面
も
少
な
く
な
い
︒
通
常
︑
執
行
上
の
権
限
者
の
意
思
決
定
を
も
っ
て
﹁
判
断
﹂
と
と
ら
え
る
こ
と
が
で
き
る
︒
岩
渕
に
よ
れ
ば
︑
関
与
レ
ベ
ル
は
︑
関
与
す
る
外
部
主
体
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
と
責
任
の
度
合
い
に
依
存
す
る
︑
と
し
て
次
の
よ
う
に
述
べ
る
(
)
︒
す
な
わ
ち
︑
外
部
主
体
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
が
弱
く
︑
行
政
機
関
の
提
供
す
る
﹁
測
定
﹂︵
情
報
︶
に
依
拠
し
て
行
う
79
﹁
判
定
﹂
は
他
律
的
関
与
レ
ベ
ル
と
い
え
る
︒
そ
れ
に
対
し
て
︑
自
律
的
関
与
レ
ベ
ル
と
は
︑﹁
測
定
﹂
段
階
に
お
い
て
︑
ア
ン
ケ
ー
ト
や
ヒ
ア
リ
ン
グ
︑
グ
ル
ー
プ
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
︑
統
計
デ
ー
タ
の
収
集
を
外
部
専
門
機
関
が
行
い
︑
自
ら
﹁
判
定
﹂
の
基
礎
と
な
る
情
報
を
収
集
す
る
場
合
で
あ
る
︒﹁
判
定
﹂
段
階
で
は
︑
判
定
行
為
の
主
体
性
と
判
定
結
果
の
活
用
が
自
治
立
法
の
制
度
上
確
保
さ
れ
て
い
る
場
合
︑
自
律
的
関
与
と
い
え
る
︒
要
す
る
に
︑
関
与
レ
ベ
ル
を
考
え
る
場
合
に
重
要
な
こ
と
は
︑
外
部
主
体
と
行
政
機
関
の
ど
ち
ら
が
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
と
る
か
︑
で
あ
る
︒
以
上
の
よ
う
に
︑
評
価
プ
ロ
セ
ス
に
は
︑
論
理
的
に
も
実
際
に
も
︑
複
数
の
段
階
な
い
し
局
面
が
含
ま
れ
て
い
る
︒
ま
た
︑
そ
の
各
段
階
で
行
政
外
部
主
体
が
ど
の
程
度
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
執
り
う
る
か
が
外
部
評
価
の
関
与
レ
ベ
ル
を
左
右
す
る
と
い
う
︒
た
だ
︑
岩
渕
の
﹁
外
部
評
価
﹂
は
︑
行
政
機
関
か
ら
独
立
し
た
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
に
よ
る
﹁
広
義
の
外
部
評
価
﹂
を
想
定
し
た
段
階
区
分
で
あ
る
︒
そ
の
た
め
︑
本
稿
で
対
象
と
す
る
﹁
狭
義
の
外
部
評
価
﹂︑
す
な
わ
ち
行
政
内
部
評
価
で
あ
る
﹁
行
政
評
価
﹂
を
前
提
と
し
︑
そ
の
機
能
を
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補
完
す
る
た
め
に
行
う
外
部
評
価
の
役
割
を
論
じ
る
た
め
に
は
︑
こ
れ
に
大
幅
な
補
正
を
加
え
る
必
要
が
あ
る
︒
し
か
も
︑
こ
の
場
合
︑
岩
渕
が
論
じ
る
よ
う
に
︑
す
べ
て
の
局
面
で
自
律
的
関
与
レ
ベ
ル
が
高
い
ほ
ど
望
ま
し
い
外
部
評
価
に
近
い
︑
と
は
必
ず
し
も
い
え
な
い
と
筆
者
は
考
え
る
︒
筆
者
は
︑
行
政
評
価
を
前
提
と
し
た
外
部
評
価
過
程
の
局
面
を
︑
次
の
八
つ
の
段
階
に
区
分
す
る
︒
①
制
度
設
計
外
部
評
価
制
度
の
導
入
と
そ
の
基
本
フ
レ
ー
ム
を
設
計
︵
も
し
く
は
再
設
計
︶
す
る
段
階
を
さ
す
︒
外
部
評
価
の
公
開
の
程
度
や
そ
の
方
法
等
を
明
示
す
る
こ
と
も
こ
れ
に
含
ま
れ
る
︒
②
外
部
評
価
者
の
選
任
外
部
評
価
者
と
な
る
行
政
外
部
主
体
︵
機
関
︶
を
選
任
す
る
段
階
で
あ
る
︒
議
会
︵
決
算
委
員
会
な
ど
︶
や
独
立
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
︑
研
究
機
関
等
の
第
三
者
機
関
な
ど
が
独
自
に
外
部
評
価
を
実
施
す
る
よ
う
な
場
合
を
除
き
︑
一
般
的
に
は
行
政
機
関
に
よ
る
外
部
評
価
者
の
選
任
が
行
わ
れ
る
︒
そ
の
際
︑
評
価
や
監
査
の
専
門
家
・
学
識
経
験
者
な
ど
の
第
三
者
的
な
メ
ン
バ
ー
を
中
心
と
す
る
か
︑
評
価
対
象
事
業
等
の
個
別
専
門
分
野
の
専
門
家
や
利
害
関
係
者
を
入
れ
る
か
︑
そ
れ
と
も
一
般
の
住
民
の
代
表
者
を
入
れ
る
か
︒
ま
た
︑
選
定
す
る
外
部
評
価
者
の
人
数
を
ど
の
程
度
の
規
模
に
す
る
か
︒
こ
れ
ら
は
岩
渕
モ
デ
ル
に
は
明
示
が
さ
れ
て
い
な
い
が
︑
外
部
評
価
制
度
の
性
格
を
決
め
る
重
要
な
要
素
で
あ
る
︒
③
評
価
対
象
の
選
定
外
部
評
価
の
範
囲
や
対
象
の
選
定
を
行
う
段
階
を
さ
す
︒
評
価
対
象
と
な
る
事
業
等
︵
施
策
︑
事
業
︑
公
共
施
設
等
︶
の
範
囲
を
定
め
︑
具
体
的
な
対
象
数
や
そ
の
特
定
・
選
定
を
行
う
局
面
で
あ
る
︒
岩
渕
モ
デ
ル
に
は
こ
の
局
面
も
明
示
さ
れ
て
い
な
い
が
︑
誰
が
ど
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の
よ
う
な
観
点
や
基
準
で
何
を
評
価
対
象
と
し
て
選
定
す
る
か
は
︑
評
価
の
客
観
性
や
公
正
性
の
視
点
か
ら
軽
視
で
き
な
い
だ
け
で
な
く
︑
そ
れ
自
体
が
時
に
政
治
的
争
点
と
も
な
り
う
る
︒
④
情
報
の
収
集
・
分
析
選
定
さ
れ
た
事
業
等
に
関
す
る
法
令
・
条
例
規
則
︑
通
知
・
要
綱
等
の
制
度
情
報
︑
予
算
決
算
情
報
︑
事
業
等
の
運
用
・
実
施
に
関
す
る
情
報
︑
行
政
評
価
の
妥
当
性
や
信
憑
性
︑
事
業
等
の
政
策
効
果
を
判
定
す
る
た
め
の
情
報
等
の
収
集
や
分
析
を
行
う
段
階
で
あ
る
︒
事
前
の
現
地
調
査
や
ヒ
ア
リ
ン
グ
も
含
む
︒
行
政
評
価
に
対
抗
し
て
︑
外
部
評
価
者
自
ら
が
成
果
等
の
﹁
測
定
﹂
を
行
う
こ
と
を
必
ず
し
も
排
除
し
な
い
が
︑
通
常
そ
こ
ま
で
外
部
評
価
者
に
は
要
求
さ
れ
な
い
︒
そ
こ
で
﹁
測
定
﹂
と
い
う
表
記
を
避
け
︑﹁
情
報
の
収
集
・
分
析
﹂
と
す
る
に
止
め
る
︒
⑤
事
業
等
の
主
管
課
等
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
次
の
ス
テ
ッ
プ
の
﹁
判
定
﹂
に
至
る
過
程
で
︑
通
常
︑
評
価
対
象
と
な
る
事
業
等
の
主
管
課
等
と
外
部
評
価
者
と
の
間
で
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
や
質
疑
応
答
を
介
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
交
わ
さ
れ
る
︒
こ
の
ス
テ
ッ
プ
は
︑
事
業
等
の
成
果
や
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
行
政
の
説
明
責
任
を
果
た
す
機
会
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
が
︑
同
時
に
︑
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
や
一
問
一
答
の
質
疑
応
答
を
通
じ
て
︑
事
業
等
の
問
題
や
課
題
を
共
有
す
る
双
方
向
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
機
会
と
も
な
る
︒
外
部
評
価
に
﹁
行
政
の
改
革
力
﹂
促
進
の
効
果
を
期
待
で
き
る
要
素
が
あ
る
と
す
れ
ば
︑
こ
の
双
方
向
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
局
面
だ
ろ
う
︒
⑥
判
定
こ
こ
で
の
判
定
の
含
意
は
︑
ほ
ぼ
岩
渕
モ
デ
ル
の
そ
れ
と
同
義
で
あ
る
︒
一
定
の
観
点
か
ら
︑
評
価
対
象
の
﹁
政
策
効
果
﹂
(
)
を
評
価
80
判
定
す
る
機
能
を
さ
し
て
い
る
︒
こ
の
局
面
は
外
部
評
価
の
最
も
重
要
な
要
素
の
一
つ
で
あ
る
が
︑
し
か
し
実
際
の
外
部
評
価
で
は
︑
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次
の
⑦
意
見
が
﹁
判
定
﹂
と
混
然
一
体
と
な
っ
て
い
る
場
合
も
少
な
く
な
い
︒
⑦
政
策
判
断
の
方
向
に
関
す
る
外
部
評
価
者
の
意
見
︵
提
言
︶
外
部
評
価
の
最
大
の
存
在
意
義
は
︑
評
価
・
判
定
の
結
果
︑
い
か
な
る
方
向
で
政
策
判
断
︵
現
状
の
維
持
か
ら
改
善
︑
抜
本
的
な
改
革
や
廃
止
ま
で
を
含
む
︒︶
す
べ
き
か
に
つ
い
て
の
﹁
意
見
﹂︵
提
言
︶
を
表
明
す
る
こ
と
に
あ
る
︒
ま
た
︑
外
部
評
価
者
︵
機
関
︶
の
権
能
を
ど
の
よ
う
に
制
度
化
す
る
か
に
も
よ
る
が
︑
外
部
評
価
の
﹁
意
見
﹂
が
︑
次
の
⑧
に
い
う
意
味
で
の
﹁
政
策
判
断
﹂
に
﹁
自
動
的
に
﹂
な
る
こ
と
は
通
常
あ
り
え
な
い
の
で
︑
⑦
と
⑧
の
区
別
は
最
も
重
要
で
あ
る
︒
外
部
評
価
の
民
主
的
正
統
性
や
外
部
評
価
に
よ
る
行
政
統
制
と
い
っ
た
重
要
な
論
点
と
密
接
不
可
分
の
関
係
に
あ
る
︒
⑧
政
策
判
断
評
価
プ
ロ
セ
ス
の
最
終
局
面
は
﹁
政
策
判
断
﹂
で
あ
る
︒
外
部
評
価
者
の
﹁
意
見
﹂
を
何
ら
か
の
形
で
反
映
す
る
よ
う
に
配
慮
し
つ
つ
︑
政
策
決
定
権
者
が
最
終
判
断
︵
政
策
決
定
︶
す
る
ま
で
の
一
連
の
プ
ロ
セ
ス
を
さ
し
て
い
る
︒
こ
れ
は
﹁
評
価
﹂
の
プ
ロ
セ
ス
の
一
局
面
と
い
う
よ
り
も
︑
厳
密
に
は
﹁
政
策
決
定
﹂
の
プ
ロ
セ
ス
そ
の
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ
る
が
︑
一
連
の
評
価
プ
ロ
セ
ス
を
完
結
さ
せ
る
最
終
局
面
と
い
う
意
味
で
は
︑
評
価
過
程
の
不
可
欠
の
一
環
と
み
る
べ
き
で
あ
ろ
う
︒
実
際
に
は
︑
評
価
結
果
と
そ
の
扱
い
方
の
公
表
を
も
っ
て
一
応
の
完
結
と
す
る
場
合
が
多
い
︒
以
下
で
は
︑
山
梨
県
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
︑
特
に
第
二
期
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
外
部
評
価
を
事
例
と
し
て
︑
こ
れ
ら
の
局
面
を
分
析
す
る
こ
と
と
す
る
︒
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五
│
二
外
部
評
価
過
程
へ
の
関
与
の
実
際
と
論
点
第
二
期
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
外
部
評
価
過
程
へ
関
与
の
実
際
と
関
与
レ
ベ
ル
は
次
の
通
り
で
あ
る
︒
な
お
︑︻
︼
内
の
記
号
は
︑
外
部
評
価
者
か
ら
み
た
自
律
関
与
＝
○
︑
部
分
的
な
自
律
関
与
＝
△
︑
非
関
与
＝
×
︑
を
表
す
︒
裏
返
せ
ば
︑
第
三
章
六
一
頁
で
述
べ
た
よ
う
に
︑
行
政
サ
イ
ド
か
ら
み
た
外
部
評
価
の
不
確
実
性
の
程
度
を
示
す
も
の
で
も
あ
る
︒
①
制
度
設
計
︻
×
︼
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
時
代
と
異
な
り
︑
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
は
︑
外
部
評
価
の
制
度
設
計
自
体
に
は
ほ
と
ん
ど
関
与
し
て
い
な
い
︒
第
二
章
で
詳
細
に
分
析
し
た
よ
う
に
︑
知
事
の
交
代
な
ど
に
伴
い
︑
そ
れ
ま
で
の
施
策
評
価
制
度
が
中
止
さ
れ
︑
事
業
レ
ベ
ル
で
の
自
主
点
検
シ
ー
ト
に
よ
る
内
部
評
価
に
戻
る
一
方
で
︑
そ
れ
を
外
部
か
ら
チ
ェ
ッ
ク
す
る
た
め
の
外
部
評
価
制
度
と
し
て
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
が
導
入
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
(
)
︒
た
だ
し
︑
第
二
期
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
以
降
は
︑
い
わ
ゆ
る
事
業
81
仕
分
け
に
類
似
し
た
全
面
公
開
方
式
に
よ
る
外
部
評
価
と
な
る
と
同
時
に
︑
公
共
施
設
の
外
部
評
価
も
実
施
す
る
よ
う
に
設
計
変
更
が
行
わ
れ
て
い
る
︒
②
外
部
評
価
者
の
選
任
︻
×
︼
外
部
評
価
者
の
選
任
に
つ
い
て
も
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
関
与
は
な
い
︒
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
選
任
に
つ
い
て
山
梨
県
議
会
の
平
成
二
十
年
二
月
定
例
会
総
務
委
員
会
に
お
い
て
あ
る
議
員
か
ら
質
問
が
あ
り
︑
県
の
担
当
者
が
そ
の
構
想
を
答
弁
(
)
し
て
い
る
と
こ
ろ
か
82
ら
推
測
す
る
と
︑
新
制
度
が
ス
タ
ー
ト
す
る
少
な
く
と
も
一
か
月
以
上
前
か
ら
メ
ン
バ
ー
の
選
定
準
備
が
行
わ
れ
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
︒
ま
た
︑
外
部
評
価
が
実
施
さ
れ
具
体
的
な
判
定
が
行
わ
れ
る
に
つ
れ
て
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
選
任
を
め
ぐ
る
論
点
も
浮
上
し
て
く
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る
︒
平
成
二
十
二
年
度
の
外
部
評
価
結
果
に
つ
い
て
質
疑
が
行
わ
れ
た
県
議
会
平
成
二
十
三
年
二
月
定
例
会
総
務
委
員
会
に
お
い
て
︑
対
象
事
業
の
選
定
方
法
や
外
部
評
価
結
果
の
次
年
度
予
算
へ
の
反
映
の
あ
り
方
と
密
接
に
関
連
し
て
︑
別
の
議
員
は
﹁
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
な
ぜ
こ
の
三
人
な
の
か
︑
そ
し
て
そ
の
先
生
方
が
県
民
の
意
見
を
反
映
し
て
い
る
と
言
え
る
の
か
と
い
う
こ
と
も
含
め
て
や
ら
な
い
と
・
・
・
変
な
方
向
に
行
っ
て
し
ま
う
可
能
性
も
あ
る
(
)
﹂
と
懸
念
を
示
し
て
い
る
︒
83
③
評
価
対
象
の
選
定
︻
△
︼
評
価
対
象
の
事
業
や
施
設
の
範
囲
は
︑
各
年
度
の
県
の
行
政
評
価
実
施
要
領
に
よ
り
定
め
ら
れ
る
の
で
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
関
与
は
な
い
(
)
︒
し
か
し
︑
指
定
さ
れ
た
対
象
範
囲
内
に
お
け
る
個
別
対
象
事
業
の
選
定
は
︑
県
の
関
与
は
ほ
と
ん
ど
な
く
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
84
会
議
で
の
協
議
で
決
定
さ
れ
る
の
で
︑
外
部
評
価
主
体
の
自
律
的
な
関
与
が
実
現
で
き
て
い
る
︒
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
で
の
事
業
選
定
基
準
の
申
し
合
わ
せ
は
特
に
な
い
が
︑
あ
え
て
い
え
ば
︑
基
本
的
に
は
行
政
分
野
ご
と
の
対
象
範
囲
の
事
業
数
の
構
成
比
で
按
分
し
た
部
門
別
割
り
当
て
事
業
数
の
範
囲
内
で
︑
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
任
意
に
候
補
事
業
を
絞
り
込
み
︑
そ
の
中
か
ら
二
人
以
上
が
候
補
に
挙
げ
た
事
業
を
優
先
し
て
選
定
す
る
方
式
を
採
用
し
て
い
る
︒
三
者
バ
ラ
バ
ラ
の
場
合
も
少
な
く
な
い
が
︑
そ
の
場
合
に
は
相
互
に
意
向
を
確
認
し
な
が
ら
選
定
す
る
︒
た
だ
︑
そ
の
際
︑
暗
黙
の
う
ち
に
優
先
的
な
﹁
選
定
指
標
﹂
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
の
が
︑
事
業
開
始
年
と
予
算
額
で
あ
ろ
う
︒
事
業
開
始
年
が
よ
り
旧
い
も
の
や
予
算
額
が
よ
り
大
き
い
も
の
は
優
先
的
に
選
定
さ
れ
る
傾
向
が
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
︒
④
情
報
の
収
集
・
分
析
︻
△
︼
毎
年
五
月
に
当
該
年
度
の
外
部
評
価
対
象
事
業
・
施
設
が
確
定
し
た
後
︑
対
象
事
業
等
の
主
管
課
が
中
心
と
な
っ
て
自
主
点
検
シ
ー
ト
の
作
成
作
業
が
行
わ
れ
る
︒
毎
年
七
月
末
ま
で
に
は
そ
の
作
業
が
一
応
終
わ
り
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
記
載
済
み
の
シ
ー
ト
が
事
前
配
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布
さ
れ
る
︒
ま
た
︑
附
属
資
料
と
し
て
事
業
等
の
予
算
決
算
の
内
訳
や
設
置
根
拠
等
の
法
規
類
そ
の
他
の
関
連
資
料
が
提
出
さ
れ
る
︒
そ
れ
ら
を
基
に
し
て
︑
毎
年
八
月
上
旬
︵
概
ね
三
日
間
︶
に
は
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
事
前
調
査
及
び
現
地
調
査
が
実
施
さ
れ
る
が
︑
そ
れ
に
先
立
ち
︑
知
事
政
策
局
行
政
改
革
推
進
課
の
行
政
評
価
担
当
に
よ
る
各
主
管
課
等
の
作
成
し
た
自
主
点
検
シ
ー
ト
に
関
す
る
ヒ
ア
リ
ン
グ
が
行
わ
れ
て
い
る
︒
そ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
踏
ま
え
て
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
事
前
調
査
に
お
い
て
︑
行
政
改
革
推
進
課
長
及
び
行
政
評
価
担
当
か
ら
自
主
点
検
シ
ー
ト
の
概
要
説
明
が
行
わ
れ
る
と
同
時
に
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
か
ら
内
容
確
認
や
質
問
︑
追
加
資
料
の
要
求
等
(
)
が
行
わ
れ
る
︒
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
は
︑
こ
の
事
前
調
査
に
お
い
て
︑
対
象
事
業
等
の
外
部
評
価
に
関
す
る
重
要
な
85
情
報
収
集
を
行
う
︒
ま
た
︑
公
共
施
設
に
つ
い
て
は
︑
別
途
︑
現
地
視
察
を
含
む
事
前
調
査
が
実
施
さ
れ
る
︒
現
地
で
の
施
設
の
状
況
や
管
理
運
営
の
現
状
を
実
際
に
観
察
で
き
る
重
要
な
機
会
で
あ
る
と
同
時
に
︑
右
の
事
業
評
価
の
事
前
調
査
の
場
合
と
違
い
︑
施
設
の
所
管
課
や
指
定
管
理
者
か
ら
直
接
ヒ
ア
リ
ン
グ
で
き
る
機
会
に
も
な
っ
て
お
り
︑
事
前
情
報
の
収
集
や
課
題
の
明
確
化
な
ど
に
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
︒
毎
年
九
月
初
め
に
実
施
さ
れ
る
公
開
外
部
評
価
︵
判
定
︶
の
前
に
︑
こ
う
し
た
事
前
の
情
報
収
集
や
そ
れ
に
基
づ
く
分
析
︑
課
題
の
明
確
化
に
必
要
な
ス
テ
ッ
プ
が
組
み
込
ま
れ
︑
一
か
月
程
度
の
準
備
期
間
を
経
て
外
部
評
価
に
臨
む
シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て
い
る
点
は
︑
外
部
評
価
主
体
の
︵
独
自
の
情
報
収
集
や
調
査
分
析
を
含
め
て
︶
自
律
的
関
与
レ
ベ
ル
を
高
め
る
上
で
重
要
な
要
素
に
な
っ
て
い
る
と
考
え
る
︒
筆
者
を
含
め
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
最
も
時
間
を
費
や
し
て
い
る
の
が
︑
こ
の
情
報
収
集
・
分
析
の
過
程
だ
と
思
わ
れ
る
︒
外
部
評
価
に
お
け
る
質
疑
の
質
や
実
効
性
を
考
慮
し
た
判
定
の
レ
ベ
ル
を
左
右
す
る
か
ら
で
あ
る
︒
同
様
の
こ
と
は
︑
外
部
評
価
を
受
け
る
事
業
等
の
主
管
課
の
側
に
も
い
え
る
︒
八
月
段
階
で
の
事
前
調
査
に
お
け
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
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の
質
問
や
関
心
事
︑
要
求
さ
れ
た
追
加
資
料
等
の
情
報
は
︑
公
共
施
設
の
場
合
に
は
現
地
調
査
の
場
で
直
接
に
︑
ま
た
事
務
事
業
の
場
合
に
は
行
政
改
革
推
進
課
行
政
評
価
担
当
に
よ
っ
て
︑
各
主
管
課
に
伝
え
ら
れ
る
︒
た
だ
し
︑
議
会
に
お
け
る
一
般
質
問
等
の
事
前
通
告
制
と
は
異
な
り
質
問
事
項
は
事
前
に
提
出
さ
れ
な
い
の
で
︑
あ
く
ま
で
外
部
評
価
に
お
け
る
論
点
の
予
想
や
質
疑
へ
の
応
答
の
準
備
な
ど
に
役
立
つ
と
い
う
程
度
に
過
ぎ
な
い
︒
し
か
し
︑
こ
れ
は
行
政
職
員
に
と
っ
て
外
部
評
価
の
不
確
実
性
を
減
ら
す
重
要
な
ス
テ
ッ
プ
と
な
る
︒
ま
た
︑
次
の
⑤
の
機
能
と
も
関
連
し
て
︑
一
事
業
に
短
時
間
し
か
割
り
当
て
ら
れ
な
い
外
部
評
価
︵
意
見
聴
取
と
判
定
︶
を
有
効
に
機
能
さ
せ
る
条
件
の
一
つ
に
な
っ
て
い
る
と
考
え
る
︒
⑤
事
業
等
の
主
管
課
等
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
︻
〇
︼
公
開
外
部
評
価
で
は
︑
前
掲
表
	
に
示
し
た
と
お
り
︑
一
事
業
あ
た
り
二
十
五
分
︵
二
十
二
年
度
︶
か
ら
三
十
五
分
︵
二
十
四
年
度
︶
程
度
︑
公
共
施
設
は
四
十
五
分
程
度
が
配
分
さ
れ
る
︒
進
行
は
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
会
長
が
担
当
す
る
︒
最
初
の
数
分
間
で
主
管
課
等
か
ら
概
要
説
明
の
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
が
行
わ
れ
︑
残
り
の
大
半
が
質
疑
応
答
・
議
論
に
充
て
ら
れ
る
︒
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
の
質
は
︑
担
当
課
や
担
当
者
に
よ
り
か
な
り
大
き
な
バ
ラ
ツ
キ
が
み
ら
れ
る
︒
施
策
の
サ
イ
ト
マ
ッ
プ
全
体
の
中
で
の
当
該
事
業
等
の
目
的
・
戦
略
や
成
果
︑
課
題
等
に
つ
い
て
追
加
資
料
な
ど
を
用
い
て
立
体
的
︑
説
得
的
に
示
し
︑
ま
た
前
記
④
の
ス
テ
ッ
プ
で
述
べ
た
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
事
前
情
報
を
予
測
分
析
し
て
想
定
さ
れ
る
質
問
や
論
点
を
踏
ま
え
て
︑
相
当
周
到
に
準
備
し
た
質
の
高
い
プ
レ
ゼ
ン
が
あ
る
一
方
で
︑
た
だ
単
に
自
主
点
検
シ
ー
ト
の
記
載
内
容
を
復
唱
す
る
の
み
の
追
加
情
報
の
ほ
と
ん
ど
な
い
あ
ま
り
に
も
お
粗
末
な
プ
レ
ゼ
ン
も
少
な
く
な
い
︒
最
初
の
プ
レ
ゼ
ン
の
出
来
不
出
来
は
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
心
証
を
︑
左
右
す
る
と
ま
で
は
い
か
な
く
て
も
︑
そ
れ
に
少
な
か
ら
ず
影
響
を
与
え
る
こ
と
は
確
実
で
あ
る
︒
事
前
調
査
に
よ
り
事
業
等
に
つ
い
て
あ
る
程
度
の
知
識
を
も
つ
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
さ
え
そ
の
意
義
や
成
果
を
説
得
的
に
説
明
で
き
な
く
て
︑
ど
う
し
て
県
民
に
納
得
の
い
く
説
明
が
で
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き
る
だ
ろ
う
か
︒
公
開
プ
レ
ゼ
ン
自
体
に
﹁
行
政
力
の
改
善
﹂
を
促
す
意
義
が
あ
る
と
思
う
︒
次
に
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
質
問
の
順
番
に
特
に
規
定
は
な
い
が
︑
会
長
が
最
初
に
包
括
的
な
質
問
を
す
る
慣
わ
し
に
な
っ
て
い
る
︒
先
の
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
に
加
え
て
︑
経
験
的
に
は
最
初
の
質
問
の
方
向
付
け
が
そ
の
後
の
議
論
の
方
向
付
け
や
論
点
の
明
確
化
に
つ
な
が
る
場
合
が
多
い
よ
う
で
あ
る
︒
質
問
の
内
容
は
す
べ
て
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
自
律
的
判
断
に
依
存
し
て
い
る
︒
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
間
で
の
事
前
の
打
ち
合
わ
せ
や
相
互
調
整
も
一
切
行
っ
て
い
な
い
︒
た
だ
し
︑
私
見
に
よ
れ
ば
︑
事
前
調
査
や
こ
れ
ま
で
の
外
部
評
価
体
験
の
共
有
を
通
し
て
︑
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
得
意
と
す
る
分
野
や
評
価
の
観
点
︑
基
準
が
あ
る
程
度
相
互
了
解
さ
れ
て
い
る
面
は
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
︒
そ
の
た
め
︑
暗
黙
の
裡
に
質
問
の
役
割
分
担
の
よ
う
な
も
の
が
形
成
さ
れ
て
い
る
と
も
感
じ
る
︒
現
状
で
は
︑
時
間
の
制
限
も
あ
り
︑
一
問
一
答
形
式
の
質
疑
応
答
で
終
わ
っ
て
い
る
面
が
少
な
く
な
い
︒
そ
の
意
味
で
は
︑
論
点
を
め
ぐ
っ
て
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
職
員
と
の
﹁
議
論
﹂
が
白
熱
し
︑
多
様
な
観
点
か
ら
事
業
等
の
成
果
や
課
題
が
浮
き
彫
り
と
な
る
よ
う
な
双
方
向
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
プ
ロ
セ
ス
に
な
っ
て
い
る
と
ま
で
は
い
え
な
い
︒
た
だ
︑
外
部
評
価
の
結
果
を
受
け
て
︑
自
己
点
検
評
価
と
し
て
の
第
一
次
評
価
を
見
直
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
制
度
に
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
︑
そ
の
後
の
改
善
改
革
の
視
点
の
一
つ
を
外
部
評
価
で
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
提
供
し
て
い
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
だ
ろ
う
︒
⑥
判
定
︻
〇
︼
山
梨
県
の
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
外
部
評
価
の
最
大
の
特
徴
の
一
つ
は
︑
合
議
や
多
数
決
等
の
表
決
に
依
ら
ず
に
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
独
立
し
て
判
定
す
る
と
同
時
に
︑
そ
の
判
定
理
由
や
意
見
を
各
自
が
開
陳
す
る
と
い
う
点
に
あ
る
︒
筆
者
が
外
部
評
価
の
当
事
者
の
立
場
か
ら
見
て
も
︑
ま
た
制
度
の
観
察
者
の
立
場
か
ら
見
て
も
︑
こ
の
点
こ
そ
山
梨
県
の
外
部
評
価
制
度
が
優
れ
て
い
る
と
思
う
核
心
部
分
で
あ
る
︒
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ま
ず
︑
判
定
に
つ
い
て
は
︑﹁
廃
止
﹂﹁
一
部
廃
止
﹂﹁
要
改
善
﹂﹁
現
行
ど
お
り
﹂
の
四
区
分
で
行
う
︒
当
初
は
﹁
一
部
廃
止
﹂
を
除
く
三
区
分
だ
っ
た
が
︑
平
成
二
十
二
年
度
に
外
部
評
価
を
初
め
て
実
体
験
し
た
第
二
期
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
申
し
合
わ
せ
で
途
中
か
ら
四
区
分
に
修
正
し
た
い
き
さ
つ
が
あ
る
(
)
︒
判
定
結
果
は
公
開
外
部
評
価
の
場
で
直
ち
に
掲
示
さ
れ
る
︒
86
判
定
の
区
分
は
︑
類
似
し
た
外
部
評
価
を
実
施
し
て
い
る
他
県
の
例
を
み
て
も
︑
必
ず
し
も
一
様
と
は
言
え
な
い
︒
た
と
え
ば
︑
表

︵
四
県
比
較
表
︶
に
示
す
よ
う
に
︑
神
奈
川
県
の
外
部
評
価
︵
点
検
チ
ー
ム
評
価
︶
で
は
︑﹁
充
実
﹂﹁
現
行
継
続
﹂﹁
改
善
・
縮
小
﹂
﹁
廃
止
﹂
の
五
区
分
と
な
っ
て
い
る
︒
静
岡
県
の

ふ
じ
の
く
に

士
民
協
働
事
業
仕
分
け
で
は
︑
い
わ
ゆ
る
仕
分
け
の
特
徴
も
反
映
し
て
︑
さ
ら
に
複
雑
な
区
分
に
な
っ
て
い
る
︒
ま
ず
は
︑
行
政
関
与
の
要
か
不
要
か
が
判
定
さ
れ
︑
行
政
関
与
が
必
要
と
さ
れ
る
場
合
︑
国
ま
た
は
市
町
と
県
に
仕
分
け
さ
れ
︑
さ
ら
に
県
が
﹁
抜
本
見
直
し
﹂﹁
一
部
見
直
し
﹂﹁
現
行
・
拡
充
﹂
に
細
区
分
さ
れ
る
︒
三
重
県
の
事
業
仕
分
け
︵
公
開
仕
分
け
︶
も
ほ
ぼ
同
様
の
よ
う
で
あ
る
︒
山
梨
県
の
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
外
部
評
価
の
場
合
に
も
︑
一
般
に
公
開
さ
れ
て
い
る
判
定
区
分
以
外
に
︑
県
が
用
意
す
る
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
判
定
に
際
し
て
使
用
す
る
メ
モ
用
紙
に
は
︑
か
な
り
細
分
化
さ
れ
た
判
定
内
容
が
併
記
さ
れ
て
い
る
(
)
︒
し
87
か
し
︑
こ
う
し
た
細
分
化
さ
れ
た
内
容
に
よ
る
正
確
な
判
定
を
公
開
外
部
評
価
に
お
い
て
外
部
評
価
主
体
に
求
め
る
こ
と
は
ほ
ぼ
実
行
不
能
で
あ
り
︑
仮
に
可
能
だ
と
し
て
も
き
わ
め
て
困
難
で
あ
る
︒
細
分
化
さ
れ
た
区
分
内
容
を
そ
の
場
で
特
定
す
る
こ
と
が
難
し
い
ケ
ー
ス
が
あ
る
だ
け
で
な
く
︑
複
数
の
細
区
分
に
ま
た
が
る
ケ
ー
ス
も
少
な
く
な
い
か
ら
で
あ
る
︒
し
た
が
っ
て
︑
判
定
区
分
は
で
き
る
だ
け
シ
ン
プ
ル
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
︒
し
か
し
な
が
ら
︑
シ
ン
プ
ル
な
判
定
区
分
は
時
に
不
正
確
な
理
解
や
誤
解
を
生
み
だ
す
危
険
性
も
あ
る
︒
そ
れ
を
補
う
と
同
時
に
︑
そ
の
後
の
幅
広
い
政
策
論
議
に
つ
な
げ
る
た
め
に
も
次
の
⑦
外
部
評
価
者
の
意
見
の
表
明
が
不
可
欠
と
な
る
︒
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県の外部評価の比較
静岡県
三重県版事業仕分け(公開
仕分け)
〝ふじのくに〟士民協働事業仕分け
三重県
総務部予算調整室経営管理部職員局行政改革課
平成23年度平成21年度
約1900本の事務事業政策的経費であって、平成23年度新規事業、事業仕分
け実施済み事業及び文化・研究事業等を除いた事業
40事業30事業
公開仕分け県民委員公募要
領
静岡県行政活動評価要綱
コーディネータ名、県民
委員(公募)名、有識者
名の計	名×班
班当たり25〜30人、班体制で実施
()コーディネータ人(進行役)
・構想日本人
()専門委員人
県事業担当職員に対する質疑や議論を行う者
・構想日本人
・静岡県行財政改革推進委員会委員人
・県民仕分け人経験者人
()県民評価者20〜25人
専門委員と県事業担当職員との議論を聴いた上で、
多数決により各事業に対する評価を行う者
・無作為に抽出した20歳以上の6,000人の中から応募の
あった県民(応募者多数のため抽選により決定)
事務事業評価を行った事業
の中から、さらなる議論が
必要と考えられる事業を行
財政改革専門委員会の意見
を聞いたうえで行財政改革
推進本部で検討・協議を行
い決定
県で抽出した第次候補45事業の中から、事業を知
事指定として選定するとともに、事業選定委員会で第
次候補として28事業を選定し、県が30事業を最終決
定。事業選定委員会は、事業仕分け精通者及び事業仕
分け経験者で構成
平成23年月17日(土)午前
時30分〜午後時40分、
18日(日)午前時40分〜午
後時10分
平成23年10月15日(土)15事業(
事業×班)、10月16
日(日)15事業(
事業×班)、10時00分〜16時30分、
計30事業
三重県総合教育センター静岡県庁別館会議室
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表 平成23年度に実施された
平成22年度開始年度
自治体
項目
山梨県
外部評価(点検チーム評価)行政評価アドバイザー会議
(外部評価)
名称
実施通知行政評価の実施に関する要
綱及び山梨県行政評価アド
バイザー会議設置要綱
設置根拠
総務局組織人材部行政改革課知事政策局行政改革推進課主 管 局 部
課
平成18年度
神奈川県
対 象 事 業
等 の 選 定
方法
実施について県が独自に判断できる事業について、
比較的予算額が大きく、事業開始から概ね15年か
ら30年程度が経過したもので、産業・労働、教
育・子育て、県民生活などの分野から県民に身近
で馴染みやすいと考えられる事業
外部評価実施済みを除く、
予算額500万円以上の県単
200事業及び平成25年度末
で満了する指定管理者によ
る公共施設
対 象 事 業
等の範囲
79事業40事業及び
公共施設対 象 事 業
等の件数
県庁改革推進協議会委員(公募委員)名、NPO
(県の事業評価の実績を有する NPO)で活動して
いる者名、一般公募者(名)計
人×チーム
学識経験者等優れた識見を
有する者のうちから、知事
政策局長が委嘱するアドバ
イザー名
外 部 評 価
者
外部有識者等で構成する県庁改革推進協議会委員
の意見を聞きながら、県が選定
アドバイザー会議で選定
日本大通ビル
階500、502会議室山梨県立大学講堂実施会場
平成23年月
日(火)、月	日(水)、月13日
(水)、月14日(木)の日間、時15分から16時
55分
平成23年月日(金)、
月10日(土)、月11日(日)
の日間、午前時から午
後
時30分まで
実施日程
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入場者238人、インターネ
ット視聴件数9895件
傍聴者数216人、インタネット視聴件数5550件
対象40事業の仕分けの判定
結果は、不要	事業、再検
討17事業、国・広域事業、
市町事業、県・要改善13
事業、県・現行通り事業、
県・拡充事業、である。
対象30事業についての仕分け結果は、評価の併記があ
るため34件となった。行政関与不要事業、行政関与
必要29事業。29事業のうち、判定結果は国・市町件、
県29件(抜本見直し	件、一部見直し18件、現行・拡充
件、抜本見直しと一部見直しの両論併記件、抜本
見直しと一部見直しと現行・拡充の論併記件)であ
る。
仕分け結果については、次
年度予算要求にどのように
反映したか(反映結果)を公
表する。
県民評価者方式を導入し、県民の意見や提案を積極的
に県の施策や事業の見直しに活用。仕分けをした事業
については、評価結果を精査し、見直しを行った上で、
議会に諮り、平成24年度当初予算に反映する。
専門委員と県事業担当職員との議論を聴いた上で、県
民評価者が各事業について多数決で評価。県民評価者
は、無作為抽出した20歳以上の	千人から応募のあっ
た県民から抽選で選ばれた150人からなり、各班20〜25
人で構成される。
傍聴自由、インターネット
中継
傍聴自由、インターネット中継
事業あたり40分程度(事業
説 明、質 疑・議 論、評
価)；	〜事業／日×
班×日
事業当たり50分程度(事業説明、議論、判定、まとめ)；
班
事業×延べ	班＝30事業を評価
不要、再検討、国・広域、
市町、県・要改善、県・現
行通り、県・拡充の区分
行政関与不要と行政関与必要の区分。ただし、行政
関与必要の場合は、国・市町実施と県実施に区分され、
県実施はさらに①抜本見直し、②一部見直し、③現行・
拡充に区分される。細区分を含めて計
区分
仕分け人による多数決で評
価。ただし、多数決で同数
となった場合は、コーディ
ネータによる採決で決する。
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事務事業評価は、自己評価、外部評価及び総合評
価からなり、外部評価(点検チーム評価)はその一
環として実施される。総合評価は、事務事業等の
所管局等の長の評価と県庁改革会議の評価の二段
階からなる。外部評価は、総合評価結果を踏まえ
て、事業の見直し等に反映される。
各部は、行政評価アドバイ
ザー会議の意見を踏まえな
がら、次評価を行う。
次評価後、政策協議におい
て最終的な評価や改善方策
を決定する。評価結果は、
翌年度の予算編成などに反
映する。
評 価 結 果
に 関 す る
県 の 考 え
方
評 価 の 公
開方法
傍聴者33人傍聴者114人、インターネ
ット視聴件数678件
傍聴者数、
視聴者数
A 充実 事業
B 現行継続 19事業
C 改善・縮小 52事業
D 事業主体の変更 事業
E 廃止 事業
アドバイザー評価で、人
のうち少なくとも人が
「廃止」「一部廃止」また
は「要改善」とした事業が
33事業／40事業＝82.5％。
33事業のうち、人以上が
「廃止」または「一部廃
止」と判定したのは10事業
である。県の次評価で見
直し「有」とされたのは、
33事業中28事業である。ま
た、
公共施設のうち、ア
ドバイザー評価で人が要
改善としたのが施設、残
り施設は人以上が廃止
と評価した。
評 価 の 結
果
各構成員の評価を集約し、チームとしての評価を
決定
各アドバイザーによる個別
評価。アドバイザー会議と
しての評価・意見の集約は
しない。
評価方法
傍聴自由傍聴自由、インターネット
中継
事業当たり50分程度(事業概要説明
分、質疑・
議論35分、構成員による評価
分、チーム評価確
認・決定
分)；
名の構成員をチームとして
日チーム設置、日間で79事業を評価
事業あたり30分程度(事業
概要説明
分、質疑・議論
18分、評価分、評価結果
の説明分)、ただし公共
施設は45分程度；日15の
事業及び施設を評価し日
間で45の事業と公共施設を
評価
評 価 の 流
れ
充実、現行継続、改善・縮小、事業主体の変更、
廃止の
区分。ただし、事業主体の変更の場合は、
①国 ②市町村 ③民間(企業・NPO 等)に振分
ける。細区分を含めて区分
廃止、一部廃止、要改善、
現行どおりの区分評 価 の 区
分
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公開仕分けの対象40事業の
うち、平成24年度当初予算
編成における見直しの内訳
は、廃止事業、リフォー
ム28事業、休止事業、現
行通り事業、拡充事業、
である。
事業仕分け結果への県の対応は、行政関与不要件→
改善、行政関与必要のうち、国・市町件→廃止件
＋改善件；抜本見直し	件→改善
件＋現行件；
一部見直し18件→廃止件＋改善16件、現行件；現
行・拡充件→改善件＋現行件；両論併記→改善；
論併記→現行、とされた。
公開仕分けで「不要」と判
定された	事業のうち、

事業(国際協力ネットワー
ク事業費、自治研究負担金、
広域交流交通軸整備促進費、
魅力ある観光地づくりグレ
ードアップ支援事業費、三
重の観光プロデューサー設
置事業費)は「廃止」とさ
れ、事業(土地開発基金
積立金)は「リフォーム」
とされた。逆に、公開仕分
けで「再検討」もしくは
「要改善」と判定された事
業のうち、事業(地域と
の絆を育む高校生支援事業、
定時制通信制生徒支援事業
費［教科書学習書給与費；
就学奨励費；夜食費補助の
細事業］)が「廃止」とさ
れた。
事業仕分けで「不要」と判定された事業(知的財産流
通促進事業費：大学等の知的財産の流通促進)は「改
善」と変更された。逆に、行政関与が必要とされた事
業のうち、事業(国・市町件［フォーラム等開催事
業、高齢者介護実習・普及事業費、地域支援推進費助
成]及び県・一部見直し件［中山間地域農業基盤整備
事業費助成］)は「廃止」に変更された。
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外 部 評 価
で「不要」
ま た は
「廃 止」
(一部廃止
ま た は 段
階 的 廃 止
を含む)の
評 価 の あ
る 事 業 へ
の 県 の 対
応
総合評価による最終評価結果は以下の通り：
A 充実 事業
B 現行継続 19事業
C 改善・縮小 53事業
D 事業主体の変更 事業
E 廃止 事業
平成24年度当初予算への対
応状況において改善が必要
とされたものは、内部評価
78事業／153事業＝51.0％
(改善額26百万円)に対して、
アドバイザー評価24事業／
40事業＝60.0％(42百万円)
となった。全体では、内部
評価の対象とならなかった
ものも含む全事業の改善率
は、281事業／ 724事業＝
21.7％(281百万円)となっ
た。
平 成 24 年
度 予 算 へ
の 外 部 評
価 結 果 の
反映状況
外部評価で廃止と判定された事業のうち事業
(自治体国際化協会負担金)は、総合評価において
改善・縮小に変更
市町村振興資金元利補給金
は「終期設定」、敬老祝金
等支給事業費は「一部廃
止」、運輸振興事業費は
「要改善」、青少年育成山
梨県民会議補助金とことぶ
き勧学院については「縮
小」、重度心身障害者医療
費助成事業や老人医療支給
事業補助金などは、見直し
の方向「有」としつつ、平
成24年度予算ではペンディ
ング(引き続き検討)とされ
た。
（出典） 各県のホームページで公開されている情報に基づいて筆者が作成。ただし、一部項目は確認のた
めメールによる照会を行った。
⑦政
策
判
断
の
方
向
に
関
す
る
外
部
評
価
者
の
意
見
︵
提
言
︶︻
〇
︼
三
人
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
判
定
結
果
は
︑
一
致
す
る
場
合
も
あ
れ
ば
不
一
致
の
場
合
も
あ
る
︒
不
一
致
で
あ
っ
て
も
会
議
と
し
て
の
意
見
集
約
は
し
な
い
が
︑
そ
の
代
わ
り
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
判
定
理
由
や
提
言
等
に
つ
い
て
各
自
の
意
見
を
開
陳
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
︒
ま
た
︑
判
定
結
果
が
仮
に
一
致
し
て
い
る
場
合
に
も
︑
そ
の
理
由
や
提
言
の
内
容
ま
で
一
致
し
て
い
る
と
は
限
ら
な
い
︒
特
定
の
事
業
や
施
設
の
運
営
の
あ
り
方
に
つ
い
て
︑
複
眼
的
な
政
策
論
議
や
行
政
改
善
を
検
討
す
る
た
め
の
多・
様・
な・
論・
点・
の・
提・
示・
機・
能・
を
有
し
て
い
る
︒
し
た
が
っ
て
︑
こ
の
⑦
の
ス
テ
ッ
プ
は
︑
後
に
検
討
す
る
行
政
統
制
機
能
と
の
関
係
か
ら
見
て
も
︑
山
梨
県
の
外
部
評
価
で
最
も
重
要
な
プ
ロ
セ
ス
と
な
る
︒
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
は
︑
前
記
の
⑥
の
ス
テ
ッ
プ
に
あ
た
る
﹁
判
定
﹂
機
能
と
⑦
意
見
表
明
の
機
能
が
混
然
と
な
っ
て
い
た
︒
加
え
て
︑
委
員
会
と
し
て
の
意
見
集
約
は
︑
各
委
員
の
発
言
の
公
約
数
的
な
性
格
に
な
り
が
ち
で
あ
る
︒
多
様
な
意
見
表
明
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
べ
き
豊
富
な
情
報
が
合
議
体
と
い
う
フ
ィ
ル
タ
ー
を
通
す
こ
と
で
要
約
情
報
に
圧
縮
さ
れ
て
し
ま
う
︒
合
議
制
の
委
員
会
方
式
や
い
わ
ゆ
る
事
業
仕
分
け
に
お
け
る
多
数
決
方
式
は
︑
多
様
な
論
点
の
提
示
機
能
と
い
う
観
点
か
ら
み
る
と
︑
共
通
し
た
問
題
を
内
蔵
し
て
い
る
(
)
︒
88
た
だ
︑
外
部
評
価
の
判
定
や
意
見
が
集
約
さ
れ
な
い
こ
と
は
︑
一
般
に
県
民
や
メ
デ
ィ
ア
に
と
っ
て
分
か
り
づ
ら
い
一
面
が
あ
る
こ
と
も
確
か
で
あ
る
︒
メ
デ
ィ
ア
の
報
道
が
︑
評
価
が
一
致
し
た
判
定
だ
け
に
向
き
が
ち
な
こ
と
も
そ
の
一
例
で
あ
る
(
)
︒
し
か
し
︑
外
部
89
評
価
が
行
政
統
制
に
お
い
て
果
た
し
う
る
実
質
的
な
役
割
と
い
う
観
点
か
ら
見
る
と
︑
形
式
的
な
意
見
集
約
そ
の
も
の
よ
り
も
︑
行
政
サ
イ
ド
が
二
次
評
価
に
お
い
て
︑
外
部
評
価
で
の
個
別
の
指
摘
事
項
や
意
見
に
対
し
て
制
度
上
応
答
す
る
義
務
が
課
せ
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
︒
と
い
う
の
は
︑
三
人
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
判
定
や
意
見
の
一
致
︑
不
一
致
に
か
か
わ
ら
ず
︑
そ
こ
で
の
指
摘
事
項
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に
対
し
て
何
ら
か
の
明
確
な
理
由
を
付
し
て
対
応
策
を
応
答
︵
公
開
︶
し
な
け
れ
ば
︑
次
年
度
の
予
算
編
成
に
進
め
な
い
行
政
管
理
シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
︒
そ
の
意
味
で
︑
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
個
別
評
価
は
︑
行
政
の
内
部
評
価
に
対
す
る
多
面
的
な
競・
合・
的・
評
価
機
能
を
担
っ
て
い
る
の
で
あ
る
︒
こ
う
し
た
判
定
や
意
見
の
実
際
や
機
能
に
つ
い
て
は
す
ぐ
後
に
節
を
変
え
て
詳
細
に
分
析
す
る
︒
と
は
い
え
︑
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
外
部
評
価
は
あ
く
ま
で
﹁
助
言
︵
ア
ド
バ
イ
ス
︶﹂
あ
る
い
は
﹁
参
考
意
見
﹂
に
過
ぎ
な
い
︒
県
行
政
の
政
策
判
断
や
行
政
的
意
思
決
定
そ
の
も
の
を
縛
る
性
質
の
も
の
で
は
そ
も
そ
も
あ
り
え
な
い
︒
そ
こ
で
次
に
︑
外
部
評
価
と
⑧
政
策
判
断
と
の
実
際
的
な
関
係
の
あ
り
方
が
問
題
に
な
る
︒
⑧
政
策
判
断
︻
×
︼
外
部
評
価
と
自
治
体
の
政
策
判
断
や
行
政
的
意
思
決
定
と
の
関
係
の
あ
り
方
は
︑
最
も
ナ
イ
ー
ブ
で
最
も
論
争
的
な
論
点
で
あ
る
︒
こ
れ
に
つ
い
て
は
︑
外
部
評
価
と
行
政
統
制
の
関
係
と
い
う
観
点
か
ら
︑
後
に
詳
細
な
分
析
と
検
証
を
行
う
︒
五
│
三
外
部
評
価
に
よ
る
判
定
・
意
見
の
実
際
と
そ
の
役
割
機
能
︵
一
︶
外
部
評
価
の
判
定
結
果
の
分
析
第
二
期
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
が
実
施
し
た
平
成
二
十
二
年
度
か
ら
二
十
四
年
度
ま
で
の
三
か
年
度
の
外
部
評
価
で
は
︑
合
計
百
十
四
の
事
務
事
業
と
十
三
の
公
共
施
設
を
対
象
と
し
て
き
た
︒
同
一
メ
ン
バ
ー
で
行
っ
た
こ
の
三
か
年
の
外
部
評
価
結
果
を
概
括
し
て
み
よ
う
︒ま
ず
︑
事
務
事
業
に
つ
い
て
は
︑
次
の
よ
う
な
特
徴
が
う
か
が
え
る
︒
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第
一
に
︑
現
状
変
革
志
向
型
の
判
定
が
増
加
・
定
着
す
る
傾
向
で
あ
る
︒
評
価
区
分
に
即
し
て
﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂﹁
要
改
善
﹂﹁
現
行
ど
お
り
﹂
の
判
定
結
果
の
分
布
を
み
る
と
︑﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
は
い
ず
れ
の
年
度
で
も
一
定
の
割
合
を
占
め
て
い
る
の
に
対
し
て
︑
﹁
現
行
ど
お
り
﹂
と
﹁
要
改
善
﹂
は
対
照
的
な
傾
向
を
示
し
て
い
る
︒
図


は
︑
各
年
度
の
判
定
結
果
を
集
計
(
)
し
年
度
間
の
推
移
を
示
し
た
90
も
の
あ
る
︒﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
は
概
ね
二
割
前
後
で
推
移
し
て
い
る
︒
他
方
︑﹁
要
改
善
﹂
は
四
割
弱
か
ら
七
割
超
に
激
増
し
て
い
る
の
に
反
比
例
し
て
︑﹁
現
行
ど
お
り
﹂
は
四
割
超
か
ら
六
％
台
に
ま
で
激
減
し
て
い
る
︒
こ
う
し
た
傾
向
は
︑
年
度
に
よ
る
対
象
事
業
の
性
質
が
異
な
る
影
響
も
皆
無
と
は
言
い
切
れ
な
い
︒
し
か
し
︑
少
な
く
と
も
二
十
三
年
度
と
二
十
四
年
度
の
二
か
年
度
は
︑﹁
県
単
独
事
業
の
う
ち
予
算
五
百
万
円
以
上
の
事
業
﹂
か
ら
選
定
し
て
い
る
の
で
︑
選
定
さ
れ
た
事
業
の
性
質
が
年
度
で
大
き
く
異
な
る
こ
と
は
想
定
し
に
く
い
︒
仮
に
事
業
の
性
質
に
係
る
外
的
条
件
が
一
定
だ
と
す
れ
ば
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
側
の
評
価
傾
向
に
一
定
の
変
化
が
生
じ
た
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図 アドバイザーによる外部評価の判定結果の年度間推移
（出典） 各年度の外部評価結果に基づき筆者が作成。
可
能
性
の
方
が
高
い
と
思
わ
れ
る
︒
三
か
年
の
経
験
を
通
じ
て
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
県
の
事
業
の
性
質
や
内
容
あ
る
い
は
課
題
な
ど
に
共
通
し
た
あ
る
種
の
特
徴
を
理
解
す
る
学
習
効
果
を
身
に
つ
け
る
よ
う
に
な
る
と
同
時
に
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
間
で
評
価
の
視
点
や
基
準
の
共
有
化
が
進
行
し
た
の
で
は
な
い
か
︒
そ
の
中
で
︑
現
状
変
革
を
促
す
外
部
評
価
の
役
割
期
待
に
対
す
る
自
己
認
識
が
進
ん
だ
と
考
え
ら
れ
る
︒第
二
は
︑
評
価
・
判
定
の
同
質
性
の
増
加
傾
向
で
あ
る
︒
三
人
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
判
定
は
︑
制
度
上
︑
独
立
し
て
い
る
と
は
い
え
︑
実
際
に
は
判
定
結
果
が
一
致
す
る
傾
向
が
み
ら
れ
る
︒
図
	
は
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
間
の
判
定
の
一
致
度
(
)
の
推
移
を
示
し
た
も
の
91
で
あ
る
︒
三
者
の
判
定
が
完
全
に
異
な
る
﹁
不
一
致
﹂
は
︑
年
を
経
る
に
従
い
減
少
傾
向
を
示
す
と
同
時
に
︑
そ
も
そ
も
不
一
致
の
割
合
自
体
が
初
年
度
か
ら
き
わ
め
て
小
さ
く
三
か
年
度
目
に
は
ゼ
ロ
と
な
っ
て
い
る
︒
裏
返
せ
ば
︑
比
較
的
一
致
す
る
傾
向
が
強
い
と
い
え
る
︒
三
か
年
度
を
通
し
た
一
致
件
数
は
︑﹁
三
者
一
致
﹂
が
延
べ
七
十
件
︵
六
十
一
・
四
％
︶︑﹁
二
者
一
致
﹂
が
延
べ
四
十
一
件
︵
三
十
六
45 自治体における外部評価の役割と課題（二）
─ 45 ─
90%
80%
70%
60%
50%
40%
30%
20%
10%
0%
図 アドバイザーによる判定結果の一致度の年度間推移
％
︶︑
対
す
る
﹁
不
一
致
﹂
は
延
べ
三
件
︵
二
・
六
％
︶
で
あ
っ
た
︒
こ
れ
は
評
価
の
観
点
や
基
準
に
そ
も
そ
も
類
似
性
の
あ
る
専
門
知
識
や
経
験
を
有
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
選
任
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
作
用
し
て
い
る
か
ら
だ
と
考
え
ら
れ
る
︒
政
策
評
価
論
を
専
攻
の
一
部
と
し
て
い
る
行
政
学
の
大
学
教
授
︵
筆
者
︶
は
も
と
よ
り
︑
自
治
体
の
代
表
監
査
委
員
を
歴
任
し
た
こ
と
の
あ
る
元
銀
行
マ
ン
と
現
役
の
公
認
会
計
士
の
三
人
は
︑
広
い
意
味
で
評
価
や
監
査
︑
経
営
管
理
や
経
営
指
導
の
専
門
家
で
あ
る
︒
山
梨
県
の
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
は
︑
そ
も
そ
も
選
任
の
時
点
か
ら
︑
県
民
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
代
表
性
よ
り
も
︵
県
内
在
住
と
い
う
条
件
が
満
た
さ
れ
て
い
る
と
い
う
意
味
で
﹁
県
民
性
﹂
へ
の
一
定
の
配
慮
は
あ
り
︑
そ
れ
は
非
常
に
重
要
で
あ
る
と
思
う
︒︶
第
三
者
的
な
評
価
の
客
観
性
・
競
合
性
や
専
門
性
の
発
揮
が
期
待
さ
れ
て
い
た
︒
第
三
に
︑
同
質
的
な
中
に
も
異
質
的
な
要
素
を
多
分
に
含
む
こ
と
で
あ
る
︒
六
割
が
完
全
一
致
と
は
い
え
︑
四
割
は
不
一
致
の
要
素
を
含
ん
で
い
る
こ
と
に
も
注
目
し
て
お
く
必
要
が
あ
る
︒
特
に
︑
二
十
三
年
度
に
は
県
政
上
の
懸
案
事
業
︑
特
に
社
会
保
障
分
野
の
給
付
に
関
す
る
評
価
の
割
れ
る
難
し
い
事
業
が
比
較
的
多
か
っ
た
︒
福
祉
保
健
部
所
管
の
う
ち
︑﹁
敬
老
祝
金
等
支
給
事
業
﹂
や
﹁
重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
助
成
事
業
費
﹂
な
ど
評
価
の
難
易
度
が
高
く
判
定
が
割
れ
や
す
い
事
業
が
少
な
く
な
か
っ
た
︒
政
治
社
会
に
お
け
る
評
価
の
多
様
性
を
反
映
し
て
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
間
で
も
評
価
・
判
定
が
完
全
に
一
致
し
な
い
の
は
当
然
で
あ
り
︑
か
つ
︑
そ
う
し
た
多
様
性
が
評
価
結
果
に
反
映
さ
れ
る
こ
と
が
健
全
な
姿
で
あ
ろ
う
︒
次
に
︑
公
共
施
設
の
外
部
評
価
に
つ
い
て
三
か
年
度
の
判
定
結
果
を
ま
と
め
て
論
じ
て
お
く
︒
三
か
年
度
で
十
三
か
所
の
公
共
施
設
を
外
部
評
価
し
て
い
る
︒
二
十
二
年
度
は
指
定
管
理
者
施
設
三
か
所
と
直
営
施
設
二
か
所
︑
二
十
三
年
度
と
二
十
四
年
度
は
二
十
五
年
度
に
終
期
を
迎
え
る
指
定
管
理
者
施
設
八
か
所
で
あ
る
︒
指
定
管
理
者
施
設
の
場
合
に
は
評
価
調
書
の
外
に
︑
利
用
状
況
︑
利
用
者
満
足
度
︑
管
理
運
営
コ
ス
ト
内
訳
︑
管
理
運
営
体
制
な
ど
を
記
し
た
﹁
指
定
管
理
者
施
設
の
管
理
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運
営
状
況
評
価
︵
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
︶
シ
ー
ト
﹂
が
提
出
さ
れ
る
︒
こ
れ
ら
を
基
に
︑
一
施
設
当
た
り
四
十
五
分
程
度
の
時
間
を
か
け
て
外
部
評
価
が
行
わ
れ
る
︒
外
部
評
価
の
評
価
区
分
別
の
集
計
結
果
を
表

に
示
す
︒
公
共
施
設
の
場
合
に
は
︑
用
途
︑
類
似
施
設
や
類
似
サ
ー
ビ
ス
と
の
競
合
︑
利
用
状
況
︑
所
要
コ
ス
ト
︑
管
理
運
営
状
況
︑
設
置
年
度
や
施
設
の
老
朽
化
の
度
合
い
な
ど
が
施
設
ご
と
に
大
き
く
異
な
る
の
で
年
度
ご
と
の
評
価
の
推
移
は
さ
し
て
意
味
が
な
い
と
思
わ
れ
る
︒
二
十
三
年
度
に
﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
の
判
定
が
突
出
し
て
い
る
よ
う
に
見
え
る
の
は
︑
設
置
後
長
期
間
が
経
過
し
︑
利
用
環
境
の
変
化
や
老
朽
化
が
進
行
し
て
い
る
施
設
が
比
較
的
多
か
っ
た
と
い
う
事
情
も
作
用
し
て
い
よ
う
︒
し
か
し
︑
三
か
年
度
を
通
し
て
み
て
も
︑
平
均
で
﹁
現
行
ど
お
り
﹂
は
二
割
程
度
に
し
か
過
ぎ
ず
︑
約
半
数
が
﹁
要
改
善
﹂
で
あ
り
︑
し
か
も
﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
の
厳
し
い
判
定
も
三
割
近
く
に
上
っ
て
い
る
と
い
う
の
は
︑
特
記
す
べ
き
結
果
で
あ
ろ
う
︒
次
に
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
間
の
判
定
結
果
の
一
致
度
に
つ
い
て
は
︑
三
か
年
度
で
完
全
な
﹁
不
一
致
﹂
が
一
度
も
な
く
︑﹁
二
者
一
致
﹂
が
三
十
一
％
︑﹁
三
者
一
致
﹂
が
六
十
九
％
に
上
っ
て
い
る
︒
た
だ
し
︑﹁
三
者
一
致
﹂
の
年
度
別
推
移
を
み
る
と
︑
二
十
二
年
度
五
分
の
二
︵
四
割
︶
↓
二
十
三
年
度
五
分
の
四
︵
八
割
︶
↓
二
十
四
年
度
三
分
の
三
︵
十
割
︶
と
年
々
割
合
が
増
え
て
い
る
︒
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表 公共施設の外部評価の判定結果
73件数
平成22年度
現行どおり要改善
廃止/一
部廃止
全アドバイザー合算
合計
％
15078件数
平成23年度
100.0%33.3%46.7%20.0%％
155
100.0%33.3%66.7%0.0%％
9360件数
平成24年度
100.0%0.0%46.7%53.3%
100.0%20.5%51.3%28.2%％
3982011件数
3か年合計
（出典） 各年度の外部評価結果に基づき筆者が作成。
以
上
の
分
析
か
ら
導
き
出
せ
る
外
部
評
価
の
役
割
機
能
に
関
す
る
い
く
つ
か
の
仮
説
を
検
証
し
て
お
こ
う
︒
︵
二
︶
外
部
評
価
の
役
割
機
能
︵
そ
の
一
︶
│
│
﹁
競
合
的
評
価
者
﹂
ま
ず
︑
内
部
評
価
に
対
抗
す
る
競
合
的
評
価
者
と
し
て
の
外
部
評
価
の
役
割
機
能
に
つ
い
て
で
あ
る
︒
事
務
事
業
の
一
次
評
価
︵
自
己
点
検
シ
ー
ト
︶
に
お
け
る
見
直
し
の
必
要
性
の
有
無
を
集
計
し
て
み
る
と
︑
三
か
年
度
の
外
部
評
価
の
対
象
と
な
っ
た
百
十
四
事
業
の
う
ち
︑
見
直
し
の
必
要
﹁
有
﹂
が
五
十
六
件
︵
五
十
九
・
一
％
︶︑﹁
無
﹂
が
五
十
八
件
︵
五
十
・
九
％
︶
で
あ
る
︒
ほ
ぼ
半
々
で
あ
る
が
︑﹁
無
﹂
の
方
が
や
や
上
回
っ
て
い
る
︒
こ
れ
に
対
し
て
︑
外
部
評
価
は
ど
う
だ
ろ
う
か
︒
両
者
で
評
価
区
分
が
異
な
る
の
で
完
全
な
対
応
関
係
は
と
れ
な
い
が
︑
外
部
評
価
の
﹁
現
行
ど
お
り
﹂
の
判
定
は
見
直
し
の
必
要
﹁
無
﹂
に
近
い
と
思
わ
れ
る
︒
そ
こ
で
外
部
評
価
に
お
い
て
三
者
が
一
致
し
て
﹁
現
行
ど
お
り
﹂
と
判
定
し
た
件
数
を
調
べ
て
み
る
と
︑
三
か
年
度
で
二
十
件
︵
十
七
・
五
％
︶
に
過
ぎ
な
い
︒
外
部
評
価
の
八
割
以
上
が
何
ら
か
の
見
直
し
を
必
要
と
す
る
現
状
変
革
志
向
型
の
判
定
を
含
ん
で
い
る
︒
以
上
か
ら
︑
内
部
評
価
は
外
部
評
価
に
比
べ
て
現
状
維
持
志
向
が
よ
り
強
い
こ
と
︑
外
部
評
価
は
内
部
評
価
の
現
状
維
持
志
向
に
対
抗
し
て
一
定
の
変
革
を
求
め
る
競
合
的
性
格
を
有
し
て
い
る
こ
と
︑
が
再
確
認
で
き
る
︒
そ
し
て
︑
よ
り
興
味
深
い
こ
と
に
︑
年
度
が
進
行
す
る
に
つ
れ
て
︑
一
次
評
価
の
傾
向
に
も
変
化
が
生
じ
て
い
る
︒
見
直
し
の
必
要
性
﹁
無
﹂
の
割
合
が
︑
平
成
二
十
二
年
度
五
十
七
・
一
％
︑
平
成
二
十
三
年
度
六
十
五
％
に
対
し
て
︑
平
成
二
十
四
年
度
は
二
十
五
％
に
激
減
し
て
い
る
︒
内
部
評
価
に
お
け
る
現
状
維
持
志
向
の
顕
著
な
減
少
が
み
ら
れ
る
︒
こ
こ
か
ら
︑
外
部
評
価
は
︑
そ
れ
と
連
動
し
た
行
政
管
理
機
能
を
介
し
て
︑
内
部
評
価
の
現
状
維
持
志
向
に
一
定
の
変
更
を
促
す
改
革
促
進
効
果
を
有
し
て
い
る
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
︒
法学論集 75 〔山梨学院大学〕 48
─ 48 ─
︵
三
︶
外
部
評
価
の
役
割
機
能
︵
そ
の
二
︶
│
│
﹁
改
革
促
進
者
﹂
平
成
二
十
三
年
度
に
比
べ
て
二
十
四
年
度
の
内
部
評
価
に
大
き
な
変
化
が
生
じ
た
要
因
の
一
つ
と
し
て
︑
平
成
二
十
三
年
度
に
お
け
る
外
部
評
価
の
﹁
改
革
促
進
者
﹂
と
し
て
の
役
割
の
一
層
の
明
確
化
が
あ
る
︒
前
掲
図


に
示
し
た
よ
う
に
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
判
定
が
よ
り
一
層
現
状
変
革
志
向
型
に
変
化
し
て
き
た
︒﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
と
﹁
要
改
善
﹂
を
合
わ
せ
た
判
定
を
﹁
現
状
変
革
志
向
型
﹂
と
よ
ぶ
こ
と
に
す
る
と
︑
そ
の
割
合
は
平
成
二
十
二
年
度
の
五
十
七
・
一
％
か
ら
二
十
三
年
度
の
六
十
八
・
三
％
に
増
え
て
い
る
︒
こ
う
し
た
外
部
評
価
の
傾
向
の
変
化
は
︑
後
に
検
討
す
る
外
部
評
価
と
連
動
し
た
行
政
管
理
シ
ス
テ
ム
を
介
し
て
︑
次
年
度
の
内
部
評
価
の
あ
り
方
に
反
映
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
︒
平
成
二
十
三
年
度
の
外
部
評
価
結
果
を
さ
ら
に
具
体
的
に
検
討
し
て
み
る
と
︑
一
次
評
価
で
見
直
し
の
必
要
性
が
﹁
無
﹂
と
評
価
さ
れ
た
二
十
六
事
業
の
う
ち
︑
外
部
評
価
で
い
ず
れ
か
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
見
直
し
の
必
要
性
を
指
摘
し
た
﹁
現
状
変
革
志
向
型
﹂
の
判
定
は
十
九
事
業
に
及
ん
で
い
る
︒
そ
の
七
割
以
上
が
見
直
し
の
必
要
性
を
指
摘
さ
れ
た
こ
と
に
な
る
︒
し
か
も
︑
そ
の
う
ち
﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
の
判
定
を
含
む
事
業
が
合
わ
せ
て
七
事
業
に
及
ん
で
い
た
こ
と
も
︑
次
年
度
の
内
部
評
価
の
あ
り
方
に
少
な
か
ら
ず
イ
ン
パ
ク
ト
を
与
え
た
と
考
え
ら
れ
る
︒
︵
四
︶
外
部
評
価
の
役
割
機
能
︵
そ
の
三
︶
│
│
﹁
政
策
終
結
促
進
者
﹂
次
に
︑﹁
政
策
終
結
促
進
者
﹂︵
p
olicy
term
in
ator
(
)
︶
と
し
て
の
役
割
機
能
を
検
討
し
て
み
よ
う
︒
92
﹁
政
策
終
結
︵
p
olicy
term
in
ation
︶﹂
と
は
︑
既
存
の
政
策
等
の
エ
ン
デ
ィ
ン
グ
を
検
討
し
決
定
す
る
特
殊
な
政
策
決
定
過
程
の
一
環
で
あ
る
︒
政
策
決
定
に
は
︑
新
規
事
業
等
の
開
始
の
決
定
や
既
存
事
業
等
の
修
正
を
含
む
承
継
︵
su
ccession
︶
の
決
定
な
ど
︑
一
般
に
﹁
政
策
決
定
﹂
と
し
て
認
知
さ
れ
て
い
る
決
定
類
型
の
外
に
︑
や
や
特
殊
な
タ
イ
プ
の
決
定
も
あ
る
︒
た
と
え
ば
︑
学
術
上
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〝
n
on
d
ecision
〟
と
よ
ば
れ
る
よ
う
な
決
定
の
先
送
り
や
放
置
︑
現
状
の
黙
認
や
追
認
な
ど
が
そ
う
で
あ
る
︒
そ
う
し
た
政
策
決
定
の
特
殊
な
タ
イ
プ
の
一
つ
に
︑
政
策
等
の
廃
止
︑
終
了
︑
中
止
あ
る
い
は
部
分
的
も
し
く
は
段
階
的
廃
止
な
ど
の
手
法
を
用
い
る
政
策
終
結
が
あ
る
︒﹁
特
殊
な
﹂
と
い
う
の
は
︑
新
た
な
政
策
の
開
始
や
承
継
の
よ
う
な
タ
イ
プ
が
﹁
一
般
的
﹂
と
さ
れ
る
の
に
対
し
て
︑
そ
れ
と
は
異
な
る
タ
イ
プ
で
あ
る
と
い
う
含
意
を
込
め
て
い
る
か
ら
で
あ
る
︒
新
た
な
利
益
の
配
分
で
は
な
く
負
担
の
再
配
分
を
も
た
ら
す
政
策
終
結
の
場
合
は
︑
い
わ
ゆ
る
Ｎ
Ｉ
Ｍ
Ｂ
Ｙ
︵
n
ot
in
m
y
b
ack
y
ard
︶
の
法
則
が
作
用
し
た
り
既
存
の
政
策
利
害
集
団
︵
政
策
共
同
体
︶
か
ら
の
反
発
を
引
き
起
こ
し
た
り
す
る
可
能
性
が
非
常
に
高
い
︒
し
た
が
っ
て
︑﹁
一
般
﹂
の
政
策
決
定
過
程
と
は
異
な
る
︑﹁
総
論
賛
成
各
論
反
対
﹂
と
い
っ
た
状
況
へ
の
特
別
な
配
慮
が
政
治
的
に
も
行
政
的
に
も
不
可
避
と
な
る
︒
こ
う
し
た
政
策
終
結
を
行
政
的
意
思
決
定
過
程
に
制
度
的
に
導
入
し
た
日
本
で
最
初
の
事
例
が
平
成
九
年
度
の
北
海
道
の
﹁
時
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
(
)
﹂
で
あ
る
︒
開
始
し
て
十
年
以
上
進
捗
せ
ず
に
停
滞
し
て
い
る
道
の
事
業
等
を
対
象
と
し
て
︑
事
業
の
中
止
を
含
む
政
策
93
決
定
を
行
う
た
め
の
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
︒
そ
こ
で
政
策
終
結
の
決
定
過
程
の
起
動
に
大
き
な
働
き
を
す
る
要
因
と
な
っ
た
の
が
︑
そ
の
名
称
に
も
含
ま
れ
て
い
る
﹁
時
﹂
＝
時
間
︵
の
経
過
︶
と
い
う
﹁
客
観
的
﹂
な
物
差
し
に
よ
る
対
象
事
業
の
選
定
で
あ
っ
た
︒
こ
の
﹁
時
間
﹂
と
い
う
要
素
は
︑
偶
然
性
と
い
う
契
機
も
含
め
て
︑
政
策
終
結
に
お
い
て
は
重
要
な
要
素
の
一
つ
で
あ
る
︒
も
ち
ろ
ん
︑
政
策
等
の
歴
史
が
旧
い
と
い
う
こ
と
が
︑
た
だ
ち
に
政
策
終
結
の
対
象
に
な
り
や
い
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
︒
む
し
ろ
逆
に
﹁
由
緒
あ
る
﹂
政
策
や
﹁
老
舗
の
﹂
組
織
の
方
が
︑
そ
れ
を
支
え
る
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
規
模
や
支
持
の
程
度
が
大
き
く
︑
そ
の
承
継
や
存
続
に
有
利
と
も
い
え
る
︒
し
か
し
︑
一
般
に
政
策
終
結
の
決
定
過
程
を
起
動
さ
せ
る
場
合
︑
時
間
的
経
過
と
い
う
要
素
が
︑
意
識
的
で
あ
れ
無
意
識
で
あ
れ
︑
働
い
て
い
る
こ
と
が
少
な
く
な
い
︒
表

は
︑
平
成
二
十
三
年
度
と
二
十
四
年
度
の
二
か
年
度
の
外
部
評
価
対
象
事
業
を
︑
自
己
点
検
シ
ー
ト
に
記
載
さ
れ
て
い
る
﹁
事
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業
開
始
年
(
)
﹂
の
早
い
順
に
並
べ
替
え
た
も
の
で
あ
る
︒
二
か
年
度
の
合
計
事
業
数
七
十
二
に
対
し
て
﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
を
含
む
判
94
定
が
な
さ
れ
た
事
業
は
︑
表
の
事
業
名
が
網
掛
け
に
な
っ
て
い
る
十
九
事
業
︵
二
十
六
・
四
％
︶
で
あ
る
︒﹁
時
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
﹂
に
倣
い
︑
評
価
時
点
で
概
ね
十
年
以
上
が
経
過
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
目
安
に
︑﹁
事
業
開
始
年
﹂
の
二
〇
〇
〇
︵
平
成
十
二
︶
年
以
前
と
二
〇
〇
一
︵
平
成
十
三
︶
年
以
後
に
判
別
す
る
︒
二
〇
〇
一
年
以
降
の
比
較
的
新
し
い
二
十
二
事
業
の
う
ち
﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
を
含
む
判
定
事
業
数
は
三
事
業
︵
十
三
・
六
％
︶
で
あ
る
︒
こ
れ
に
対
し
て
︑
十
年
以
上
が
経
過
し
て
い
る
二
〇
〇
〇
年
以
前
の
五
十
事
業
の
う
ち
同
様
の
判
定
事
業
数
は
十
六
事
業
︵
三
十
二
％
︶
に
上
る
︒
こ
こ
か
ら
次
の
よ
う
な
推
定
が
で
き
る
︒
す
な
わ
ち
︑
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
は
︑
個
別
事
業
を
評
価
・
判
定
す
る
際
に
︑
当
該
事
業
が
開
始
さ
れ
て
か
ら
の
時
間
の
経
過
に
特
段
の
注
意
を
払
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
︒
そ
し
て
︑
事
業
開
始
か
ら
長
期
間
が
経
過
し
て
い
る
事
業
に
つ
い
て
は
︑
事
業
成
果
の
有
効
性
や
効
率
性
の
評
価
と
合
わ
せ
て
︑
時
間
の
経
過
に
伴
う
制
度
・
環
境
の
変
化
に
特
段
の
注
意
を
払
っ
て
︑
当
該
事
業
等
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
の
必
要
性
︵
緊
要
性
︶
や
妥
当
性
を
評
価
す
る
傾
向
が
一
段
と
強
く
な
る
の
で
は
な
い
か
︒
表
は
︑
平
成
二
十
三
年
度
及
び
二
十
四
年
度
の
外
部
評
価
に
お
い
て
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
三
人
が
一
致
し
て
﹁
廃
止
﹂
と
判
定
し
10
た
事
業
を
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
︑
そ
の
判
定
理
由
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
︒
七
事
業
の
う
ち
︑
最
後
の
﹁
自
立
支
援
医
療
給
付
費
﹂︵
平
成
十
八
年
事
業
開
始
︶
を
除
く
六
事
業
が
事
業
開
始
か
ら
十
年
以
上
が
経
過
し
て
い
る
事
業
で
あ
る
︒
こ
の
う
ち
最
も
旧
い
事
業
が
昭
和
四
十
︵
一
九
六
五
︶
年
開
始
の
﹁
辺
地
振
興
資
金
貸
付
金
﹂
と
昭
和
四
十
五
︵
一
九
七
〇
︶
年
の
﹁
過
疎
地
域
振
興
資
金
貸
付
金
﹂
の
二
つ
で
あ
る
︒
こ
れ
ら
は
類
似
事
業
と
し
て
セ
ッ
ト
で
評
価
対
象
と
さ
れ
た
︒
二
人
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
事
業
開
始
か
ら
の
時
間
の
経
過
を
問
題
に
し
て
い
る
(
)
︒﹁
事
業
開
始
か
ら
い
ず
れ
も
四
十
年
以
上
が
経
過
し
て
お
り
︑
こ
の
間
95
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表	 事業開始年順にみた外部評価対象事業一覧(平成23年度及び24年度)
調書
番号
年度
24
1965
辺地振興資金貸付
金
324
1963
文化財保存事業費
補助金(県単)
3224
1962
県交通対策推進協
議会事業費補助金
224
苦情相談処理費4
1951
県社会福祉協議会
運営費補助金
624
23
1968
1950
違反広告パトロー
ル費
3423
テレビ広報費1
事業開
始年
事業名
1960
商工会等事業活動
推進費
2323
信玄公祭り開催費28
1960
敬老祝金等支給事
業費
723
23
1970
1953
母子福祉資金貸付
金
1123
民間社会福祉施設
等整備資金利子補
給金
724
1962
看護職員修学資金
貸与事業費
1970
1423
過疎地域振興資金
貸付金
4
1962
市町村振興資金貸
付金
623
24
1970
市町村振興資金元
利補給金
523
1972魚苗生産事業費2624
1971
県単老人医療費支
給事務費補助金
923
1971
老人医療費支給事
業補助金
823
1970
1974
休日夜間急患診療
体制確保事業費
1224
1973緑化樹養成事業費1823
1973
1988
高齢者総合相談セ
ンター運営事業費
824
1975
ひとり親家庭医療
費助成事業費補助
金
1023
県立高校体育施設
開放事業費
3124
重度心身障害者医
療費助成事業費
1223
1976運輸振興事業費2423
1976
林業・木材産業改
善資金貸付金
2123
1976地価調査費223
1975
林業用優良苗木確
保資金貸付金
1524
1980
消防防災施設等整
備費補助金
524
1977
土地改良施設維持
管理適正化事業
費補助金
3323
1977
林業労働者通年就
労奨励事業費補
助金
1923
1977
語学指導等を行う
外国青年招致事業
費
2923
1985
民間立看護師等養
成所運営費補助
事業費
1523
1983
地域産業情報推進
事業費
2523
1981
森林組合事業促進
資金貸付金
1624
1981
1988
県産材流通活性化
事業資金貸付金
2023
1987
ことぶき勧学院運
営費
3823
1987
語学指導等を行う
外国青年招致事業
費
3623
1987
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2124
24
1989
ことぶき勧学院大
学院・甲府学園運
営費
3923
1998
産休等代替職員雇
用費補助金
1024
1997
いきいき教育地域
人材活用推進事業
費
2824
「森の教室」等管
理委託費
1324
1993
適応指導教室運営
事業費(県費分)
3024
1992
(社)青少年育成山
梨県民会議補助
金
3723
1991
長寿やまなし振興
事業費補助金
9
1998
高年齢者就業機会
確保事業費
政策支援情報収集
事業費
123
2000
就農支援資金貸付
金
3223
1996
公立看護師等養成
所運営費補助事
業費
1623
1994障害者雇用対策費2224
1994
「やまなし・しご
と・プラザ」事業
費
2623
2004
やまなし観光物産
情報発信事業費
2324
2004
富士の国やまなし
観光振興施設整備
補助金
2723
2003
木造住宅耐震診断
支援事業費
2724
2001
2005
（出典） 山梨県の平成23年及び24年度の「アドバイザー評価に係る2次評価結果一覧」に基づき筆者が作成。
いずれの年度も予算額500万円以上の県単事業を対象としている。
（注） 調書番号の網掛けは一次評価で見直しの必要「無」とされた事業のうち外部評価で「廃止／一部廃
止」または「要改善」とする判定を含む事業、また、事業名の網掛けは「廃止／一部廃止」の判定
を含む事業。
生涯スポーツ情報
発信事業費
4023
2005
富士の国やまなし
観光ネット情報発
信事業費
2424
環境保全活動支援
事業費補助金
1723
2007
医師修学資金貸与
事業費
1323
2006
特定鳥獣適正管理
事業費補助金
1424
2006
自立支援医療給付
費
1124
2006
2007
商店街活性化支援
事業費
1924
2007
就農支援センター
事業費補助金
3123
2007
県有林低コスト安
定供給推進事業費
2223
2008
やまなし農業ルネ
サンス総合支援事
業費補助金
2524
2008
情報通信産業支援
事業費
323
夢をはぐくむ体験
活動サポート事業
費
3523
2010
水田農業改革支援
事業費補助金
3023
2009
燃料電池関連産業
集積・育成支援事
業費
1824
2009
県産材利用促進事
業
1724
2009
2011
学力向上対策事業
費
2924
2010
中小企業経営革新
サポート事業費
2024
2010
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「廃止」と判定された事業に関する判定理由
アドバイザー B
(廃止)定員が100％満たされて
いないこと、当該事業のほかに
生涯学習推進センターなど、他
の代替事業が存在していること、
便益を受けることができる人の
数が、県民の高齢者の数に比し
て少ないこと、を理由として廃
止とする。ただし、当該勧学院
が地域に根差した身近なもので
あり、お年寄りにとって学習す
る機会がより多く存在すること
は、生きがいとなることから、
授業料を上げて県費の持ち出し
をなくすことを条件に当該事業
を継続することも考えてもよい
と思われる。
(廃止)事業開始から20数年経過し、社会環境
は大きく変化しており、現在では高齢者の学
習機会、場所は数多く存在している。多額な
運営費用等を勘案すると、必要に応じ、生涯
学習推進センター、図書館等の事業を拡充し
たらどうか。また、本事業の受講者について
は比較的生活にゆとりがある人達が参加して
いるように思われ、これだけの額を真に困窮
している人たちへの救済財源に振り分けるこ
とを検討したらどうか。
アドバイザー C
(廃止)辺地振興資金貸付金及び
過疎地域振興資金貸付金の事業
(以下両事業)は、昭和40年代か
らの事業であり、本来の役割を
終え、一定の成果があったもの
と判断した。他の市町村振興資
金の事業(以下他の事業)でカバ
ーできるように制度変更すれば
よいと思われる。ただし、両事
業については、市町村の持ち出
しがない充当率100％であると
ころに特色があり、この様な使
(廃止)貸付実績が年間で、件と極めて少
ない、また他県でも特出しをしているところ
がほとんどない状況であり、辺地地域の基盤
整備については、市町村振興資金貸付等でも
対応が可能な状況では、この貸付制度を特別
に設定する必要性はない。統合することによ
って、貸付枠の効率化、事務コストの削減も
できる。
同上同上
1965
1989
1987
事業
開始年
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表10 平成23年度及び24年度の外部評価で全員一致で
ことぶき勧
学 院 大 学
院・甲府学
園運営費
勧学院におけ
る年間の学
習をさらに発
展させ、生涯
学習として自
主的に学び、
充実した生き
がいの創造と
地域文化振興
の担い手とし
ての資質を高
める。
23
高齢者に対し、
専門的かつ継
続的な生涯学
習の場を提供
することによ
って、高齢者
の学習ニーズ
に応えるとと
もに高齢者の
生きがいを促
進し活力に満
ちた地域文化
の振興に参画
する指導者と
しての資質を
高める。学
園を各教育事
務所で運営
事業概要
年
度
事業名
(廃止)ことぶき勧学院が、学習を通じた高齢者の
生きがい対策としてこれまで本県独自の先駆的な
成果を挙げてきたことは言うまでもない。しかし
ながら、昭和62年開設以降、本県の生涯学習施設
及び事業の発展と多様化、高度化は著しく進み、
生涯学習推進センターはもとより、市町村、大学、
博物館・研究所等の研究機関、民間カルチャーセ
ンターなど、利用可能な選択肢の拡充はめざまし
い。また、同事業が掲げる地域の指導者の養成の
面でも、地域コミュニティの基盤強化を図るうえ
で、若者や女性、ボランティアや NPOなど幅広
い層の参加とリーダー養成が求められ、「高齢者」
だけに特化する特段の事由は見当たらない。しか
も、利用者数も減少傾向にあると同時に、利用者
負担分を差し引いた、修了者一人あたりの県費負
担額(＃39も含む)は約万千円となり、他の類
似事業に比べて非常に割高である。以上の理由に
より、本事業を廃止し、生涯学習事業との統合を
図ることが適当である。
ことぶき勧
学院運営費
23
(廃止)国レベルでの辺地振興、過疎地域の振興は
継続される情勢であるが、＃及びの両貸付制
度は、国の政策がカバーしない準地域を県として
独自に「横出し」で実施してきた事業である。地
域の振興に貢献してきたことは理解でき、成果も
上がったものと思われるが、事業開始からいずれ
も40年以上が経過しており、この間に非常に大き
な変化があった。64市町村から27市町村体制へと
移行した市町村合併の成果と、その背景にある地
方分権改革である。合併特例債を活用した地域振
興の充実や市町村規模の拡大による行財政能力の
向上により、市町村支援における県の役割は大き
辺地振興資
金貸付金
24
辺地の公共施
設の充実を図
るための貸付
を行う。
同上
アドバイザー A

39
38
調書
番号
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い勝手の良い面については、他
の事業を改良し取り入れる余地
はある。
(廃止)専門相談として法律相談
を残しているが、他機関で繋げ
対応することで十分目的は達成
可能であると考える。また、介
護・看護、その他一般相談につ
いても、県民生活センターや市
町村社会福祉協議会など県、市
町村等の他の窓口があるので、
そこで十分対応可能ではないか
と思われる。もちろん、実態と
してどのような相談があるのか、
県にしか対応できないような事
案があるのか、広域的な観点か
ら、事業の存続を勘案しなけれ
ばならないことは言うまでもな
いが、基本的には廃止と位置づ
けた。
(廃止)相談業務は、市町村社協、地域包括支
援センター、県民生活センター等で可能であ
り、相談件数が減少していることは、高齢者
とその家族に特化するがゆえに、逆に相談し
づらいこともあるのではないか。身近なとこ
ろで、総合的な相談をする施設等を充実する
ことで、福祉プラザにこのセンターを置いて
おく必要性は、費用対効果の面からも薄い。
同上同上
1965
1988
1970
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同上過疎地域振
興資金貸付
金24
く変化してきている。また、市町村サイドからみ
てもこの両貸付事業に対する資金需要自体が減少
している。以上の理由により、両事業の歴史的役
割は終了したものと考えるのが妥当である。よっ
て両事業を廃止とするのが適当である。今後、県
の果たすべき役割としては、市町村の提案する
様々なソフト的事業への支援も含めた総合的な地
域振興政策にシフトしていくべきと考える。よっ
て、貸付金制度は廃止し、例えば市町村振興事業
などと統合し、市町村の自助努力を踏まえながら
新たな地域振興策を構想すべきである。
過疎地域の市
町村の基盤整
備を行うため
の資金の貸付
を行う。
(廃止)この相談事業は、昭和63年からはじまりほ
ぼ四半世紀が経過している。この間、平成12年度
から介護保険制度がスタートした。介護に関して
幅広く民間事業者が参入し、また市町村の自治事
務として介護保険事業計画を策定し、それをサポ
ートする形で市町村社協やその他様々な機関・団
体が同様の相談業務を行うなど、今日においては
当該相談事業の代替が可能な環境が整備されてき
ている。また、最近の相談件数も大きく増えてい
るわけではなく、需要そのものが低迷ないし減少
傾向にある。費用対効果の観点から見ても根本的
な再検討が不可欠である。もちろん費用対効果や
相談件数に代表される指標は数値的側面を表現す
るもので、それだけで直ちに必要性を判断する材
料になるわけではない。しかし、上記のように制
度・環境が大きく変化する中で、他の主体による
相談事業ではカバーできないような固有な役割を
当該事業が果しているとの確証はえられない。過
去においてこの事業が固有の意義を持っていたこ
とは想像できるが、介護保険制度が制定され、市
町村や民間の事業への裾野の拡大よって相談機会
が大幅に増大し、固有の意義がどこにあるのか不
明である。自主点検シートの「見直しの必要性」
の中で、「県が広域的、専門的に総合的相談業務
を行うことは意義が大きい」との指摘があるが、
実際の相談者は甲府市やその周辺が大半であり、
必ずしも広域的な機能を果しているとは言えない。
また専門的という意味でも、介護や看護に関する
相談業務は非常に裾野が広がってきていることを
考えても、来所者数が少ないことともあいまって、
固有の意義は失われていると考えるのが妥当であ
る。よって、廃止とするのが適当であると考える。
高齢者総合
相談センタ
ー運営事業
費
24
山梨県内に住
む高齢者及び
その家族等の
抱える保健、
福祉、医療等
に係る各種の
心配ごと、悩
みごとに対す
る相談に応じ
るとともに、
市町村の相談
体制を支援す
ることにより、
高齢者及びそ
の家族等の福
祉の増進を図
る。


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(廃止)当該事業は、児童福祉施
設等に勤務する職員が長期休養
する場合に、代替職員を新たに
雇用する際の、必要な経費を補
助する事業である。こういった
コストは、本来、児童福祉施設
自らが負担すべきものと考える。
また、人材不足で人が集まらな
いなど特殊な状況があるならま
だしも、ハローワーク等で代替
職員の求人は可能ということ、
質の高いサービスの維持を目的
としながら、当該事業適用にお
いては、長期休養者の復職を条
件としていないこと、幼稚園に
は、同様の事業がないことなど、
考慮して廃止とする。
(廃止)同じ就学前の施設の幼稚園に補助がな
いのに、保育園のみに補助するのは合理性に
欠ける。幼稚園と保育所の一体化が話題とな
っている中で、保育所だけ補助するのは、公
平性の点から違和感がある。
(廃止)他県の状況もさることな
がら、制度導入の背景、それか
ら当該制度が経過的な措置であ
るということを総合的に勘案し
た結果、廃止すべきとする。
(廃止)この事業自体が激変緩和措置の中で行
われてきており、社会環境等の変化で役割は
終了している。今後、どのようなのもが障害
者支援に適するのかということを、障害者自
身の立場に立って、支援策を総合的に見直す
ことが必要。
2006
1998
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(廃止)事業をめぐる制度・環境の変化を踏まえて、
事業の必要性や妥当性を再検討しなければならな
い。当該事業の場合、産休等代替職員の雇用をめ
ぐる県の補助が、他の福祉施設や幼稚園でも産休
等の対応は不可欠であるにもかかわらず、なぜ児
童福祉施設(実態としては保育所)だけ必要性があ
るか、について再検討すべきという課題である。
保育所には職員の配置基準があるからというのが
主たる理由であるが、配置基準の順守と、施設経
営上当然のリスク要因である産休等への対応の問
題とは、そもそも次元が異なり、施設経営の自己
責任の問題である。たしかに措置制度が採用され
ていた時代には丸抱え的な補助も合理性を持って
いたかもしれないが、今日のように契約的制度に
シフトし個々の保育所の一定の自由度が増した制
度下では、当該事業の妥当性は大きく薄れている。
また、本県の場合、いわゆる待機児童問題が深刻
とはいえない状況下で、特に保育所だけを特例的
に補助する政策的理由もみあたらない。加えて、
県の固有の役割は、広域性の問題、市町村との調
整、市町村にはできない規模の事業等の実施に求
められるが、この観点から見ても、市町村立等の
公立保育所も補助対象になっているのは、著しく
妥当性を欠くといわざるをえない。よって、当該
事業を廃止とするのが適当であると考える。
産休等代替
職員雇用費
補助金
24
身体障害者の
障害の除去、
軽減のための
特別医療の給
付及び自己負
担分の助成を
する。
出産又は傷病
のために長期
間にわたって
継続して休暇
を必要とする
職員の代替職
員を臨時的に
雇用する場合、
県がその所要
額を負担する。
(廃止)本県独自の経緯をふまえると、本事業のよ
うな他県でもほとんどみられない「横出し」的な
経過的措置がとられてきたことにそれなりに一定
の根拠があると思うが、制度開始後	年が経過し
た現在、その役割は完了したと見られる。よって、
本事業を廃止することが適当であると考える。障
害者の支援制度は社会的公正を実現するうえで必
要不可欠であり、県民の幅広い理解と合意を得な
がら充実していくことが重要であるが、同時に、
当事者としての障害者が、自己の権利としてのノ
ーマライゼーションを実現すべく、幅広い社会参
加ができる制度や社会環境の整備、とりわけ就業
環境を充実をさせていくということが大事であり、
そこに県の支援策の重点化を図る必要があると思
う。なお、当該事業に限らず今後の一般的な課題
として、経過的措置を実施する際は、その理由や
根拠を明確にすると同時に終期を明示するなど一
定の見通し、透明性、予見可能性をもって政策決
定するという、政策決定手続きの明確化が必要が
ある。
自立支援医
療給付費
11
10
（出典） 山梨県の平成23年度及び24年度の「アドバイザー評価に係る次評価結果一覧」等に基づき筆者
が作成。
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︒
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る
︒﹂︵
前
編
十
一
頁
︶
こ
の
節
で
は
︑
外
部
評
価
に
よ
る
行
政
統
制
の
問
題
を
考
察
す
る
前
提
と
し
て
︑
上
に
検
討
し
て
き
た
外
部
評
価
結
果
が
そ
の
後
の
県
の
行
政
的
意
思
決
定
過
程
︑
特
に
二
次
評
価
︵
再
評
価
︶
と
次
年
度
予
算
編
成
に
ど
の
よ
う
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
さ
れ
て
い
る
の
か
︑
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こ
の
点
を
客
観
的
な
デ
ー
タ
に
基
づ
き
検
証
し
て
お
く
︒
︵
一
︶
評
価
結
果
と
次
年
度
予
算
へ
の
対
応
の
制
度
的
仕
組
み
平
成
二
十
三
年
四
月
施
行
︵
現
行
︶
の
行
政
評
価
実
施
要
綱
︵
第
二
章
表

を
参
照
︶
に
よ
れ
ば
︑﹁
評
価
の
手
順
﹂
と
し
て
︑
外
部
評
価
後
に
﹁
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
意
見
等
を
踏
ま
え
な
が
ら
︑
各
部
局
に
お
い
て
︑
二
次
評
価
を
行
う
﹂
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
︒
要
綱
上
の
制
度
の
変
遷
と
い
う
観
点
か
ら
み
る
と
︑
平
成
二
十
年
四
月
施
行
の
行
政
評
価
実
施
要
綱
︑
翌
二
十
一
年
四
月
施
行
の
改
訂
版
︑
そ
し
て
現
行
要
綱
の
順
︵
記
述
の
便
宜
上
︑
上
か
ら
順
に
初
期
要
綱
︑
改
訂
要
綱
︑
現
行
要
綱
と
よ
ぶ
︒︶
に
︑﹁
評
価
の
手
順
﹂
に
小
さ
く
な
い
変
更
が
加
え
ら
れ
て
い
る
︒
初
期
要
綱
で
は
︑
一
次
評
価
の
次
に
二
次
評
価
が
位
置
づ
け
ら
れ
︑﹁
知
事
政
策
局
に
お
い
て
︑
評
価
の
客
観
性
や
全
庁
的
な
総
合
調
整
の
観
点
か
ら
必
要
な
も
の
に
つ
い
て
︑
一
次
評
価
の
後
に
第
二
次
評
価
を
行
う
﹂
こ
と
と
さ
れ
︑
そ
の
後
外
部
評
価
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た
︒
そ
し
て
﹁
政
策
協
議
に
よ
る
評
価
﹂
と
し
て
外
部
評
価
後
に
﹁
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
意
見
等
も
踏
ま
え
な
が
ら
︑
政
策
協
議
に
お
い
て
最
終
的
な
評
価
や
改
善
方
策
に
つ
い
て
決
定
す
る
﹂
と
さ
れ
て
い
た
︒
こ
れ
が
翌
年
度
の
改
訂
要
綱
で
は
︑
一
次
評
価
後
に
外
部
評
価
が
実
施
さ
れ
︑
そ
れ
ら
を
踏
ま
え
て
﹁
知
事
政
策
局
に
お
い
て
︑
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
意
見
等
を
踏
ま
え
な
が
ら
︑
評
価
の
客
観
性
や
全
庁
的
な
総
合
調
整
の
観
点
か
ら
必
要
な
も
の
に
つ
い
て
︑
第
二
次
評
価
を
行
う
﹂
手
順
に
変
更
さ
れ
た
︒
さ
ら
に
現
行
要
綱
で
は
︑
外
部
評
価
後
の
手
続
き
が
﹁
各
部
局
に
お
い
て
︑
二
次
評
価
﹂
を
行
う
こ
と
と
な
り
︑
知
事
政
策
局
に
よ
る
全
庁
的
な
総
合
調
整
や
政
策
協
議
に
お
け
る
最
終
決
定
と
い
う
文
言
が
削
除
さ
れ
て
い
る
︒
こ
の
変
更
で
注
目
す
べ
き
点
は
二
つ
あ
る
︒
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一
つ
は
︑
要
綱
の
規
定
ぶ
り
だ
け
か
ら
判
断
す
る
と
︑
二
次
評
価
も
事
業
担
当
部
局
に
よ
る
自
己
点
検
評
価
と
な
り
︑
知
事
政
策
局
が
担
う
と
さ
れ
て
い
た
全
庁
的
調
整
と
い
う
統
括
管
理
機
能
が
後
退
し
て
い
る
よ
う
に
み
え
る
こ
と
で
あ
る
︒
た
だ
し
︑
各
年
度
の
実
施
要
領
に
は
︑
外
部
評
価
後
の
手
順
に
つ
い
て
︑
次
の
よ
う
に
規
定
さ
れ
て
い
る
︒
﹁
⑤
第
二
次
評
価
・
知
事
政
策
局
長
調
整
各
部
局
長
は
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
意
見
等
を
踏
ま
え
な
が
ら
第
二
次
評
価
を
行
い
︑
知
事
政
策
局
長
へ
提
出
す
る
︒
知
事
政
策
局
長
は
︑
必
要
に
応
じ
て
調
整
を
行
い
︑
各
部
局
の
二
次
評
価
結
果
を
取
り
ま
と
め
︑
行
政
改
革
推
進
本
部
へ
付
議
す
る
︒
⑥
行
政
改
革
推
進
本
部
行
政
改
革
推
進
本
部
は
︑
見
直
し
の
必
要
性
等
を
決
定
す
る
︒
こ
の
場
合
に
お
い
て
︑
評
価
の
状
況
に
よ
り
︑
必
要
な
場
合
は
政
策
協
議
へ
付
議
す
る
も
の
と
す
る
︒﹂︵
平
成
二
十
四
年
度
行
政
評
価
実
施
要
領
︶
要
綱
と
実
施
要
領
を
セ
ッ
ト
で
み
れ
ば
︑
各
部
局
で
必
ず
二
次
評
価
を
行
い
︑
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
て
知
事
政
策
局
長
が
必
要
に
応
じ
た
調
整
を
す
る
手
順
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
︒
二
次
評
価
を
事
業
担
当
部
局
の
手
に
委
ね
る
こ
と
で
知
事
政
策
局
の
負
担
を
減
ら
し
︑
同
時
に
事
業
担
当
部
局
に
も
一
次
評
価
後
の
再
評
価
の
責
任
を
負
わ
せ
る
と
い
う
意
図
が
あ
る
の
か
も
し
れ
な
い
︒
し
か
し
︑
知
事
政
策
局
に
よ
る
﹁
調
整
﹂
や
行
政
改
革
本
部
に
よ
る
﹁
決
定
﹂
が
︑
要
綱
の
下
位
規
範
で
あ
る
実
施
要
領
レ
ベ
ル
に
委
ね
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
点
(
)
は
︑
毎
年
度
弾
力
的
に
改
定
で
き
る
行
政
上
の
融
通
の
良
さ
を
考
慮
に
入
れ
た
と
し
て
も
︑
な
お
透
明
97
性
の
観
点
か
ら
問
題
で
あ
る
だ
け
で
な
く
︑
そ
の
時
々
の
組
織
内
力
学
と
い
っ
た
庁
内
情
勢
に
左
右
さ
れ
や
す
い
不
安
定
要
素
を
行
政
評
価
制
度
に
持
ち
込
む
こ
と
に
な
ら
な
い
か
︒
気
に
な
る
点
で
あ
る
︒
も
う
一
つ
の
注
目
す
べ
き
点
は
︑
改
訂
要
綱
以
後
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
外
部
評
価
の
順
番
が
二
次
評
価
の
後
か
ら
前
に
変
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更
に
な
っ
た
こ
と
で
あ
る
︒
一
次
評
価
↓
二
次
評
価
↓
外
部
評
価
と
い
う
順
番
が
一
次
評
価
↓
外
部
評
価
↓
二
次
評
価
と
い
う
順
番
に
変
わ
っ
た
︒
最
初
の
順
番
で
は
︑
全
庁
的
な
調
整
を
経
て
ほ
ぼ
庁
内
で
評
価
結
果
が
確
定
し
た
上
で
外
部
評
価
を
行
う
こ
と
に
な
る
か
ら
︑
外
部
評
価
の
意
義
は
著
し
く
乏
し
い
︒
庁
内
で
事
実
上
確
定
し
た
評
価
結
果
を
事
後
的
に
外
部
評
価
で
﹁
追
認
﹂
す
る
程
度
の
意
義
し
か
な
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
︒
次
年
度
予
算
へ
の
対
応
に
つ
い
て
最
終
の
庁
内
決
定
で
は
な
い
と
い
っ
て
も
︑
こ
の
段
階
で
そ
の
評
価
結
果
を
外
部
評
価
主
体
が
覆
す
こ
と
が
で
き
る
の
は
︑
議
会
で
も
な
い
限
り
︑
容
易
で
は
な
い
だ
ろ
う
︒
裏
返
せ
ば
︑
平
成
二
十
年
度
当
初
︑
県
の
行
政
評
価
制
度
上
の
外
部
評
価
の
位
置
づ
け
は
さ
し
て
高
い
も
の
で
は
な
か
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
推
定
さ
れ
る
︒
そ
れ
が
改
訂
要
綱
以
降
︑
一
次
評
価
後
に
外
部
評
価
を
行
い
︑
そ
の
結
果
を
二
次
評
価
に
反
映
す
る
仕
組
み
と
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
︑
担
当
部
局
の
一
次
評
価
に
対
抗
す
る
競
合
的
評
価
と
し
て
の
外
部
評
価
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
が
組
み
込
ま
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
︒
た
だ
し
︑
平
成
二
十
一
年
四
月
の
改
訂
要
綱
の
段
階
で
は
︑
現
行
要
綱
の
よ
う
な
公
開
外
部
評
価
が
想
定
さ
れ
て
い
た
わ
け
で
は
な
い
(
)
︒
98
こ
れ
を
一
つ
目
の
変
更
点
と
合
わ
せ
考
え
る
と
︑
自
主
点
検
評
価
に
伴
う
知
事
政
策
局
に
よ
る
調
整
の
限
界
を
補
完
す
る
︑
外
在
的
行
政
統
制
と
し
て
の
外
部
評
価
へ
の
期
待
の
高
ま
り
を
映
し
出
し
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
(
)
︒
99
︵
二
︶
一
次
評
価
と
外
部
評
価
と
二
次
評
価
の
結
果
の
対
応
状
況
の
検
証
ま
ず
︑
一
次
評
価
と
外
部
評
価
と
二
次
評
価
の
関
連
を
検
証
し
て
み
よ
う
︒
表
は
︑
平
成
二
十
三
年
度
と
二
十
四
年
度
に
外
部
評
価
の
対
象
と
な
っ
た
事
業
別
に
︑
一
次
評
価
の
見
直
し
の
必
要
性
と
ア
ド
バ
11
イ
ザ
ー
に
よ
る
判
定
結
果
と
各
部
局
の
再
評
価
で
あ
る
二
次
評
価
に
お
け
る
見
直
し
の
必
要
性
を
対
比
し
た
一
覧
で
あ
る
︒
一
見
し
て
わ
か
る
よ
う
に
︑
二
十
三
年
度
と
二
十
四
年
度
で
は
大
き
く
違
う
︒
二
十
三
年
度
に
比
べ
て
二
十
四
年
度
は
一
次
評
価
も
二
次
評
価
も
見
直
し
の
必
要
性
﹁
有
﹂
の
割
合
が
増
え
て
い
る
の
だ
が
︑
そ
の
こ
と
は
さ
て
お
き
︑
こ
こ
で
は
三
者
の
対
応
関
係
に
関
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表11 一次評価、アドバイザー評価、二次評価の対応関係
廃止/
一部
廃止
○
年度 要改
善
現行
どお
り
1973
調書
番号
事業名
事業
開始
年
一次評価の
見直しの必
要：○＝有
／×＝無
アドバイザー評価
緑化樹養成事業
費
1823
二次評価結
果見直しの
必要：○＝
有／×＝無
23

政策支援情報収
集事業費
2001 ○23  ○
○

23
○
 地価調査費 1976 ○
23
  ○
○
 苦情相談処理費 1970 × 
23
 ×

情報通信産業支
援事業費
2008
23
×
市町村振興資金
貸付金
1962 ×   ○


市町村振興資金
元利補給金
1973 × 2 
○1971
老人医療費支給
事業補助金
23
○2×1960
敬老祝金等支給
事業費
23
	
23
○2○1971
県単老人医療費
支給事務費補助
金
23
○2
○1953
母子福祉資金貸
付金
1123
○1＊×1975
ひとり親家庭医
療費助成事業費
補助金
10
医師修学資金貸
与事業費
1323
○1＊×1977
重度心身障害者
医療費助成事業
費
1223
○
×1962
看護職員修学資
金貸与事業費
1423
××2007
×1996
公立看護師等養
成所運営費補助
事業費
1623
××1985
民間立看護師等
養成所運営費補
助事業費
1523
×
××2007
環境保全活動支
援事業費補助金
1723
×
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1×2004
富士の国やまな
し観光振興施設
整備補助金
2723
○○2005
「やまなし・し
ごと・プラザ」
事業費
26
○3×1987
語学指導等を行
う外国青年招致
事業費
3623
語学指導等を行
う外国青年招致
事業費
2923
○○1970
信玄公祭り開催
費
2823
○
×2010
水田農業改革支
援事業費補助金
3023
××1987
○2000
就農支援資金貸
付金
3223
××2007
就農支援センタ
ー事業費補助金
3123
×
23
○×1977
土地改良施設維
持管理適正化事
業費補助金
3323
○
×2010
夢をはぐくむ体
験活動サポート
事業費
3523
○○1950
違反広告パトロ
ール費
34
○
×1977
林業労働者通年
就労奨励事業費
補助金
1923
林業・木材産業
改善資金貸付金
2123
××1988
県産材流通活性
化事業資金貸付
金
2023
○
×2009
県有林低コスト
安定供給推進事
業費
2223
○○1976
○1976運輸振興事業費2423
××1960
商工会等事業活
動推進費
2323
×
23
○×1983
地域産業情報推
進事業費
2523
○1
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1○1980
消防防災施設等
整備費補助金
524
○3×1970
過疎地域振興資
金貸付金
4
×1981
林業用優良苗木
確保資金貸付金
1524
○3○2006
特定鳥獣適正管
理事業費補助金
1424
民間社会福祉施
設等整備資金利
子補給金
724
○3×1951
県社会福祉協議
会運営費補助金
624
○2
○3
3○1988
高齢者総合相談
センター運営事
業費
824
○3＊○1970
○1998
産休等代替職員
雇用費補助金
1024
○3○1991
長寿やまなし振
興事業費補助金
924
○
24
○3○2006
自立支援医療給
付費
1124
○3
○1994
「森の教室」等
管理委託費
1324
○1○1974
休日夜間急患診
療体制確保事業
費
12
○3
2○1992
(社)青少年育成
山梨県民会議補
助金
3723
ことぶき勧学院
大学院・甲府学
園運営費
3923
○3×1987
ことぶき勧学院
運営費
3823
○1
3○2006
生涯スポーツ情
報発信事業費
4023
○3×1989
○1962
県交通対策推進
協議会事業費補
助金
224
○3○1968テレビ広報費124
○
24
○3×1965
辺地振興資金貸
付金
324
○3
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24
○3×1981
森林組合事業促
進資金貸付金
1624
○2009
燃料電池関連産
業集積・育成支
援事業費
1824
○12＊×2009
県産材利用促進
事業
17
中小企業経営革
新サポート事業
費
2024
○3○2007
商店街活性化支
援事業費
1924
○3
3○1998
高年齢者就業機
会確保事業費
2124
○3○2010
○2004
やまなし観光物
産情報発信事業
費
2324
○3○1994
障害者雇用対策
費
2224
○
24
○12○2005
富士の国やまな
し観光ネット情
報発信事業費
2424
○3
×1972魚苗生産事業費2624
○3○2008
やまなし農業ル
ネサンス総合支
援事業費補助金
25
いきいき教育地
域人材活用推進
事業費
2824
○3○2003
木造住宅耐震診
断支援事業費
2724
○12
3○2011
学力向上対策事
業費
2924
○3○1997
○1975
県立高校体育施
設開放事業費
3124
○3×1993
適応指導教室運
営事業費(県費
分)
3024
○
○3○1963
文化財保存事業
費補助金(県単)
3224
○3
（出典） 山梨県の平成23年及び24年度の「アドバイザー評価に係る2次評価結果一覧」に基づき筆者が作成。
いずれの年度も予算額500万円以上の県単事業を対象としている。
（注） アドバイザー評価欄の数値は、各区分の判定者数を表す。＊印は「一部廃止」を含む場合を示す。
心
を
集
中
し
よ
う
︒
ま
ず
︑
一
次
評
価
と
二
次
評
価
の
対
応
に
つ
い
て
み
る
と
︑
二
十
三
年
度
の
場
合
︑
一
次
評
価
で
見
直
し
の
必
要
性
が
﹁
無
︵
×
︶﹂
と
さ
れ
た
事
業
は
二
十
六
件
︑
六
十
五
％
に
上
る
︒
こ
れ
に
対
し
て
︑
二
次
評
価
で
﹁
無
﹂
と
評
価
さ
れ
た
事
業
は
十
二
件
︑
三
十
％
に
激
減
し
て
い
る
︒
二
十
四
年
度
に
つ
い
て
は
︑
一
次
評
価
で
の
﹁
無
﹂
の
件
数
が
八
件
︑
二
十
五
％
に
対
し
て
︑
二
次
評
価
は
ゼ
ロ
件
で
︑
す
べ
て
の
事
業
が
必
要
性
﹁
有
﹂
と
さ
れ
て
い
る
︒
二
か
年
度
の
合
計
で
み
る
と
︑
見
直
し
の
必
要
性
﹁
無
﹂
は
︑
一
次
評
価
の
三
十
四
件
︑
四
十
七
・
二
％
に
対
し
て
︑
二
次
評
価
は
十
二
件
︑
十
六
・
七
％
で
あ
る
︒
次
に
︑
外
部
評
価
の
判
定
結
果
を
交
え
た
三
者
の
対
応
関
係
を
み
て
み
よ
う
︒
先
に
二
十
四
年
度
に
つ
い
て
み
る
と
︑
一
次
評
価
で
見
直
し
の
必
要
﹁
有
﹂
と
さ
れ
た
す
べ
て
の
事
業
で
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
二
人
以
上
が
﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
ま
た
は
﹁
要
改
善
﹂
︵
現
状
変
革
志
向
型
︶
の
判
定
を
し
︑
そ
の
す
べ
て
で
二
次
評
価
も
必
要
﹁
有
﹂
と
さ
れ
た
︒
ま
た
︑
一
次
評
価
で
﹁
無
﹂
と
さ
れ
た
八
事
業
の
す
べ
て
で
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
二
人
以
上
が
同
様
の
現
状
変
革
志
向
型
判
定
を
し
て
い
る
︒
そ
れ
を
踏
ま
え
た
二
次
評
価
で
は
︑
そ
の
全
部
に
つ
い
て
見
直
し
の
必
要
性
が
﹁
有
﹂
と
評
価
が
変
更
さ
れ
て
い
る
︒
な
お
︑
調
書
番
号

の
﹁
テ
レ
ビ
広
報
費
﹂
の
よ
う
に
外
部
評
価
の
判
定
が
全
員
一
致
で
﹁
現
行
ど
お
り
﹂
の
場
合
で
さ
え
︑﹁
有
﹂
と
再
評
価
さ
れ
て
い
る
ケ
ー
ス
(
)
も
あ
る
︒
100
二
十
三
年
度
に
つ
い
て
は
そ
れ
よ
り
も
複
雑
で
あ
る
︒
一
次
評
価
で
﹁
有
﹂
の
十
四
事
業
の
す
べ
て
に
つ
い
て
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
二
人
以
上
が
現
状
変
革
志
向
型
の
判
定
を
下
し
︑
二
次
評
価
で
も
﹁
有
﹂
と
さ
れ
た
︒
一
方
︑
一
次
評
価
で
﹁
無
﹂
と
さ
れ
た
事
業
の
う
ち
︑
県
政
課
題
と
も
な
っ
て
い
る
医
師
や
看
護
師
不
足
を
解
消
す
る
方
策
の
一
つ
で
あ
る
調
書
番
号
・
の
医
師
や
看
護
職
員
の
﹁
修
学
資
金
貸
与
事
業
費
﹂
な
ど
七
事
業
に
つ
い
て
は
13
14
外
部
評
価
で
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
全
員
が
﹁
現
行
ど
お
り
﹂
と
判
定
し
︑
二
次
評
価
で
も
見
直
し
﹁
無
﹂
と
さ
れ
た
︒
他
方
︑
一
次
評
価
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で
見
直
し
﹁
無
﹂
と
さ
れ
た
事
業
の
う
ち
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
少
な
く
と
も
一
人
が
現
状
変
革
志
向
型
の
判
定
を
し
た
十
九
事
業
に
つ
い
て
は
︑
二
次
評
価
の
対
応
が
二
つ
に
分
か
れ
た
︒
そ
の
う
ち
︑
調
書
番
号

﹁
敬
老
祝
金
等
支
給
事
業
費
﹂
や
医
療
機
関
で
の
医
療
費
の
窓
口
無
料
化
を
行
う
市
町
村
と
折
半
で
県
が
費
用
を
補
助
す
る
﹁
重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
助
成
事
業
﹂︑
﹁
富
士
の
国
や
12
27
ま
な
し
観
光
振
興
施
設
整
備
補
助
金
﹂
な
ど
十
四
事
業
に
お
い
て
は
︑
二
次
評
価
が
﹁
有
﹂
に
変
更
さ
れ
た
︒
逆
に
︑
調
書
番
号

の
消
費
生
活
に
関
す
る
﹁
苦
情
相
談
処
理
費
﹂
や
公
立
及
び
民
間
の
看
護
専
門
学
校
の
運
営
助
成
事
業
で
あ
る
・
の
﹁
看
護
師
等
養
15
16
成
所
運
営
費
補
助
事
業
費
﹂
な
ど
五
事
業
に
つ
い
て
は
︑
二
次
評
価
で
﹁
無
﹂
と
さ
れ
た
︒
た
だ
し
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
全
員
が
﹁
廃
止
﹂
等
含
む
何
ら
か
の
見
直
し
を
必
要
と
す
る
判
定
を
し
た
に
も
関
わ
ら
ず
︑
二
次
評
価
で
見
直
し
の
必
要
性
が
﹁
無
﹂
と
さ
れ
る
ケ
ー
ス
は
︑
第
二
期
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
を
通
し
て
な
か
っ
た
︒
以
上
︑
一
次
評
価
︑
外
部
評
価
︑
二
次
評
価
の
対
応
関
係
の
パ
タ
ー
ン
は
︑
単
純
化
す
れ
ば
図

に
示
す
五
つ
の
パ
タ
ー
ン
と
な
る
︒
た
だ
し
︑
⑤
は
イ
レ
ギ
ュ
ラ
ー
な
ケ
ー
ス
で
あ
る
の
で
考
慮
外
と
す
れ
ば
︑
①
～
④
が
基
本
パ
タ
ー
ン
と
な
る
︒
パ
タ
ー
ン
①
と
②
は
︑
一
次
評
価
︑
外
部
評
価
︑
二
次
評
価
の
ベ
ク
ト
ル
が
一
致
し
て
い
る
ケ
ー
ス
で
あ
る
︒
二
か
年
度
の
合
計
四
十
四
件
︑
六
十
一
・
一
％
に
上
る
︒
二
十
三
年
度
の
二
十
一
件
︑
五
十
二
・
五
％
か
ら
二
十
四
年
度
の
二
十
三
件
︑
七
十
一
・
九
％
へ
と
急
増
し
て
い
る
︒
残
り
の
③
～
⑤
は
ベ
ク
ト
ル
が
不
一
致
の
ケ
ー
ス
で
あ
る
︒
合
計
二
十
八
件
︑
三
十
八
・
九
％
で
あ
る
︒
こ
の
節
で
は
︑
外
部
評
価
と
二
次
評
価
と
の
対
応
関
係
に
主
た
る
関
心
が
あ
る
︒
外
部
評
価
と
二
次
評
価
の
ベ
ク
ト
ル
が
一
致
し
て
い
る
の
は
①
～
③
で
あ
る
が
︑
そ
の
合
計
は
六
十
六
件
︑
九
十
一
・
七
％
に
上
る
︒
こ
れ
に
⑤
も
含
め
る
と
九
十
三
％
が
ほ
ぼ
方
向
が
一
致
し
て
い
る
と
い
え
る
︒
一
致
の
割
合
は
︑
二
十
三
年
度
八
十
七
・
五
％
か
ら
二
十
四
年
度
の
九
十
六
・
九
％
に
ま
で
伸
び
て
い
る
︒
事
実
上
の
不
一
致
は
全
体
で
五
件
︑
七
％
に
過
ぎ
な
い
︒
ま
た
︑
外
部
評
価
と
二
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次
評
価
の
方
向
が
一
致
す
る
ケ
ー
ス
の
う
ち
︑
①
と
③
の
パ
タ
ー
ン
は
︑
現
状
変
革
志
向
型
評
価
で
あ
る
︒
こ
の
パ
タ
ー
ン
に
該
当
す
る
事
業
が
五
十
九
件
︑
八
十
一
・
九
％
を
占
め
て
い
る
︒
し
た
が
っ
て
︑
評
価
の
内
容
や
見
直
し
の
具
体
的
方
策
と
い
っ
た
質
的
側
面
を
と
り
あ
え
ず
考
慮
に
入
れ
な
け
れ
ば
︑
二
次
評
価
の
結
果
は
か
な
り
の
程
度
外
部
評
価
の
結
果
を
反
映
し
て
い
る
と
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
︒
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
は
︑
県
側
の
認
識
と
も
整
合
的
で
あ
る
︒
た
と
え
ば
︑
山
梨
県
議
会
の
平
成
二
十
四
年
十
二
月
定
例
会
で
議
員
か
ら
行
政
評
価
制
度
の
有
効
性
を
質
さ
れ
た
横
内
正
明
知
事
は
次
の
よ
う
に
答
弁
し
て
い
る
︒
﹁
本
県
の
行
政
評
価
制
度
は
︑
議
員
も
よ
く
御
案
内
の
と
お
り
で
ご
ざ
い
ま
す
け
れ
ど
も
︑
外
部
評
価
と
内
部
評
価
と
ご
ざ
い
ま
し
て
︑
外
部
評
価
に
つ
き
ま
し
て
は
︑
三
人
の
学
識
経
験
者
を
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
い
う
ふ
う
に
委
嘱
い
た
し
ま
し
て
︑
こ
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
み
ず
か
ら
︑
県
の
事
務
の
中
の
ど
れ
を
外
部
評
価
す
る
か
と
い
う
こ
と
を
選
定
し
︑
選
定
し
た
事
業
に
つ
い
て
︑
オ
ー
プ
ン
な
場
で
︑
公
開
の
場
で
評
価
を
い
た
し
ま
し
て
︑
現
状
の
ま
ま
で
い
い
の
か
︒
改
善
す
る
の
か
︒
あ
る
い
は
廃
止
す
る
の
か
と
い
う
判
断
を
し
て
い
た
だ
く
︒
こ
れ
は
山
梨
版
事
業
仕
分
け
と
い
っ
て
お
り
ま
す
け
れ
ど
も
︒
そ
し
て
︑
県
庁
と
し
て
は
︑
こ
の
外・
部・
評・
価・
ア・
ド・
バ・
イ・
ザ・
ー・
の・
判・
断・
が・
あ・
れ・
ば・
︑・
原・
則・
と・
し・
て・
そ・
れ・
に・
従・
う・
と
い
う
こ
と
で
︑
外
部
評
価
を
や
っ
て
い
る
わ
け
で
あ
り
ま
す
︒
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図 一次評価、外部評価及び二次評価の対応関係のパターン
外部評価一次評価パターン
8
0
23
Ｈ24
72
1
5
22
7
37
計
③
32
7×××②
1
14○○○①
0
Ｈ23二次評価
0○×○⑤
5×○×④
14○○×
40計
（注） 一次評価及び二次評価は、見直しの必要性「有」＝○、「無」＝×で表し、外部評価は、アドバイザ
ー少なくとも一人が「廃止／一部廃止」または「要改善」とした場合を○、全員が「現行どおり」
とした場合を×と表記している。
そ
し
て
︑
そ
れ
以
外
の
事
業
に
つ
い
て
は
内
部
評
価
と
い
う
こ
と
で
︑
各
部
局
に
お
い
て
行
っ
て
い
る
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
け
れ
ど
も
︑
今
年
度
か
ら
は
︑
各
部
局
の
次
長
を
内
部
評
価
の
担
当
者
に
委
嘱
い
た
し
ま
し
て
︑
そ
れ
ぞ
れ
次
長
の
責
任
に
お
い
て
︑
そ
の
部
局
の
業
務
の
改
善
を
行
っ
て
い
た
だ
く
と
︒
そ
の
こ
と
は
︑
次
長
が
し
っ
か
り
や
っ
た
か
ど
う
か
は
︑
次
長
の
人
事
評
価
に
影
響
さ
せ
て
い
く
と
い
う
よ
う
な
や
り
方
を
し
て
き
て
お
り
ま
し
て
︑
い
ろ
い
ろ
欠
点
も
ご
ざ
い
ま
す
け
れ
ど
も
︑
全
体
と
し
て
は
成
果
が
上
が
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
お
り
ま
す
(
)
︒﹂
101
︵
三
︶
次
年
度
予
算
と
の
連
動
性
の
検
証
こ
う
し
た
行
政
評
価
制
度
を
介
し
て
︑
最
終
的
な
﹁
評
価
結
果
は
︑
翌
年
度
の
施
策
・
事
業
の
予
算
等
に
反
映
す
る
も
の
と
す
る
︒
な
お
︑
当
該
事
業
の
執
行
に
当
た
っ
て
も
︑
評
価
結
果
を
十
分
に
踏
ま
え
︑
適
切
な
改
善
に
努
め
る
﹂︵
要
綱
第
十
﹁
評
価
結
果
の
反
映
﹂︶
と
あ
る
︒
そ
し
て
評
価
結
果
が
ど
の
よ
う
に
予
算
編
成
に
反
映
さ
れ
た
か
を
説
明
し
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
︒
そ
こ
で
次
に
︑
行
政
評
価
結
果
と
予
算
編
成
と
の
関
連
を
検
証
し
て
み
よ
う
︒
山
梨
県
で
は
毎
年
度
の
行
政
評
価
の
結
果
を
﹁
知
事
政
策
局
に
お
い
て
取
り
ま
と
め
の
上
︑
実
施
要
領
に
定
め
る
方
法
に
よ
り
県
民
に
公
表
す
る
﹂︵
同
要
綱
︶
こ
と
と
し
て
い
る
︒
具
体
的
に
は
︑﹁
行
政
改
革
推
進
本
部
︵
政
策
協
議
︶
の
結
果
及
び
予
算
編
成
の
結
果
に
つ
い
て
︑
そ
れ
ぞ
れ
評
価
内
容
を
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
す
る
と
と
も
に
︑
県
民
情
報
セ
ン
タ
ー
へ
備
え
付
け
︑
公
表
す
る
︒﹂
︵
実
施
要
領
︶
表
は
︑
こ
の
規
定
に
基
づ
い
て
県
が
公
表
し
て
い
る
三
か
年
度
の
行
政
評
価
結
果
と
次
年
度
当
初
予
算
へ
の
対
応
状
況
の
資
料
を
12
基
に
筆
者
が
集
計
・
整
理
し
た
も
の
で
あ
る
︒
た
だ
し
︑
平
成
二
十
二
年
度
は
六
月
補
正
を
含
む
︒
表
頭
で
﹁
全
評
価
対
象
事
業
﹂︵
本
節
で
は
以
下
﹁
全
事
業
﹂
と
い
う
︒︶
と
あ
る
の
は
︑
各
年
度
の
行
政
評
価
実
施
要
領
に
お
い
て
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表
1
2
行
政
評
価
に
係
る
次
年
度
予
算
へ
の
対
応
状
況
（
平
成
22年
度
〜
平
成
24年
度
）
26
281
31
53
657
改
善
額
(百
万
円
)
16.7%
4.7%
4.6%
25.0%
5.0%
4.0%
5.0%
5.2%
4.1%
平
成
22年
度
対
象
事
業
数
①
平
成
23年
度
区
分
平
成
24年
度
3か
年
度
累
計
年
度
0.61
1.05
0.17
0.39
0.74
0.12
0.50
事
業
あ
た
り
改
善
額
(
百
万
円
)
339
87
1,355
266
8
417
42
全
評
価
対
象
事
業
内
部
評
価
事
業
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
事
業
全
評
価
対
象
事
業
内
部
評
価
事
業
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
事
業
全
評
価
対
象
事
業
内
部
評
価
事
業
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
事
業
全
評
価
対
象
事
業
見直しの方向
内
部
評
価
事
業
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
事
業
2.97
0.12
0.50
8.31
0.06
1,308
426
42
724
153
40
680
141
32
2,712
720
114
55
11
6
15
3
0
13
2
4
83
16
10
12
7
2
12
改
善
済
み
5
1
9
4
1
33
16
4
廃
止
(a
)
1
1
終
期
設
定
(
c
)
1
1
0
1
0
1
3
0
3
5
1
4
一
部
廃
止
(b
)
2
0
44
15
4
休
止
(d
)
1
0
1
2
0
0
2
1
0
5
18
4
23
11
0
92
47
4
他
事
業
と
統
合
27
8
3
14
5
1
3
11
3
10
4
0
8
1
3
43
16
6
縮
小
39
18
0
30
86
実
施
方
法
等
の
変
更
123
98
16
73
43
17
82
51
20
278
1 92
53
拡
大
③
25
5
116
32
14
計
②
283
154
31
157
78
24
143
72
31
583
304
2
27
7
8
126
34
19
(
a
)
＋
(b
)
の
小
計
④
67
18
8
27
8
1
22
6
1
1
1
0
7
6
1
18
15
2
(
a
)
〜
(d
)
の
小
計
⑤
69
19
9
30
8
401
2,111
0
63
530
16
74
566
10
264
1,015
現
行
ど
お
り
10
8
拡
充
率
③
／
①
75.4%
42.2%
21.5%
96.9%
51.1%
21.0 %
60.0%
51.0%
21.7%
73.8%
36.2%
21.6%
改
善
率
②
／
①
26
5.1%
廃
止
率
④
／
①
5.3%
2.2%
1.6%
9.4%
0.7%
1.2%
0.0%
2.6%
1.4%
7.1%
2.6%
1.9%
21.4%
4.5%
5.3%
終
結
率
⑤
／
①
12.3%
4.4%
4.3%
15.6%
4.3%
3.2%
2.5%
5.2%
3.7%
1 9.0%
4.2%
（
出
典
）
山
梨
県
の
各
年
度
の
「
行
政
評
価
に
係
る
当
初
予
算
へ
の
対
応
状
況
（
概
要
）」
に
基
づ
き
筆
者
が
作
成
。
（
注
）
「
全
評
価
対
象
事
業
」
と
は
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
事
業
と
内
部
評
価
事
業
と
当
該
年
度
に
評
価
の
な
い
事
業
の
合
計
件
数
で
あ
る
。
ま
た
、「
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
事
業
」
の
見
直
し
区
分
は
、
二
次
評
価
後
の
県
の
次
年
度
当
初
予
算
（
平
成
22年
度
は
	
月
補
正
を
含
む
。）
時
点
で
の
行
政
対
応
上
の
判
断
で
あ
り
、
外
部
評
価
の
判
定
結
果
と
は
必
ず
し
も
一
致
し
な
い
。
行
政
改
革
推
進
課
が
指
定
す
る
範
囲
の
全
事
務
事
業
(
)
を
指
し
て
い
る
︒
そ
の
う
ち
各
部
局
が
自
主
的
に
評
価
対
象
に
選
定
し
た
事
業
が
102
﹁
内
部
評
価
事
業
﹂︑
外
部
評
価
の
対
象
と
な
っ
た
事
業
が
﹁
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
事
業
﹂︵
適
宜
﹁
外
部
評
価
事
業
﹂
と
も
よ
ぶ
︒︶
で
あ
る
︒
表
側
の
う
ち
︑﹁
見
直
し
の
方
向
﹂
の
全
内
訳
の
合
計
件
数
を
対
象
事
業
数
で
除
し
た
割
合
を
﹁
改
善
率
﹂
と
よ
ぶ
︒
同
様
に
︑﹁
拡
充
率
﹂
は
内
訳
の
﹁
拡
大
﹂
の
件
数
を
対
象
事
業
数
で
除
し
た
割
合
で
あ
る
︒
ま
た
︑
内
訳
の
﹁
廃
止
﹂
及
び
﹁
一
部
廃
止
﹂
の
合
計
件
数
を
除
し
た
割
合
を
﹁
廃
止
率
﹂︑﹁
廃
止
﹂﹁
一
部
廃
止
﹂﹁
終
期
設
定
﹂﹁
休
止
﹂
の
合
計
件
数
を
除
し
た
割
合
を
﹁
終
結
率
﹂
と
よ
ぶ
︒
さ
ら
に
﹁
事
業
あ
た
り
改
善
額
﹂
は
﹁
改
善
額
﹂
を
対
象
事
業
数
で
除
し
た
平
均
金
額
︵
百
万
円
︶
で
あ
る
︒
な
お
︑﹁
改
善
済
み
﹂
と
あ
る
の
は
︑
前
掲
の
行
政
評
価
実
施
要
綱
第
十
﹁
評
価
結
果
の
反
映
﹂
の
な
お
書
き
に
﹁
当
該
事
業
の
執
行
に
当
た
っ
て
も
︑
評
価
結
果
を
十
分
に
踏
ま
え
︑
適
切
な
改
善
に
努
め
る
﹂
と
あ
る
規
定
を
受
け
て
︑
次
年
度
予
算
へ
の
対
応
を
決
定
す
る
前
に
改
善
方
策
が
既
に
実
施
さ
れ
て
い
る
ケ
ー
ス
を
さ
す
も
の
と
思
わ
れ
る
︒
ま
ず
三
か
年
度
の
累
計
か
ら
み
て
お
こ
う
︒
﹁
改
善
率
﹂
は
︑
全
事
業
が
二
十
一
・
五
％
︑
内
部
評
価
事
業
が
四
十
二
・
二
％
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
事
業
が
七
十
五
・
四
％
と
な
っ
て
い
る
︒
評
価
な
し
を
含
む
全
事
業
↓
内
部
評
価
事
業
↓
外
部
評
価
事
業
の
順
で
﹁
改
善
率
﹂
が
向
上
す
る
と
い
う
顕
著
な
傾
向
が
み
ら
れ
る
︒
特
に
︑
他
に
比
べ
て
外
部
評
価
の
対
象
と
な
っ
た
事
業
の
改
善
率
の
高
さ
は
顕
著
で
あ
る
︒
そ
の
改
善
の
内
容
に
つ
い
て
詳
し
く
み
て
み
よ
う
︒
ま
ず
︑
事
業
内
容
の
拡
大
や
充
実
が
行
わ
れ
た
事
業
の
割
合
を
示
す
﹁
拡
充
率
﹂
に
つ
い
て
は
︑
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
は
低
い
も
の
の
︑
全
体
の
改
善
率
の
傾
向
と
同
様
に
全
事
業
一
・
六
％
↓
内
部
評
価
事
業
二
・
二
％
↓
外
部
評
価
事
業
五
・
三
％
の
順
で
高
く
な
る
傾
向
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が
み
ら
れ
る
︒
外
部
評
価
事
業
の
相
対
的
な
高
さ
に
注
目
し
て
お
こ
う
︒
他
方
︑﹁
廃
止
率
﹂
と
﹁
終
結
率
﹂
は
︑
全
事
業
と
内
部
評
価
事
業
が
と
も
に
四
％
台
︵
四
・
三
％
～
四
・
七
％
︶
で
あ
る
の
に
対
し
て
︑
外
部
評
価
事
業
が
十
二
・
三
％
及
び
十
六
・
七
％
と
い
ず
れ
も
相
対
的
に
突
出
し
て
い
る
︒
ま
た
︑
事
業
あ
た
り
改
善
額
は
︑
内
部
評
価
事
業
が
最
も
低
く
十
二
万
円
︑
次
い
で
全
事
業
五
十
万
円
︑
そ
し
て
外
部
評
価
事
業
が
二
百
九
十
七
万
円
と
突
出
し
て
金
額
が
大
き
い
︒
し
か
も
︑
三
か
年
度
を
通
し
て
︑
内
部
評
価
事
業
↓
全
事
業
↓
外
部
評
価
事
業
の
順
に
改
善
額
が
大
き
い
︒
年
度
間
の
比
較
で
は
ど
う
だ
ろ
う
か
︒
年
度
に
よ
る
差
異
や
特
徴
の
み
ら
れ
る
指
標
も
あ
る
が
︑
全
般
的
に
は
三
か
年
度
累
計
で
み
た
傾
向
と
概
ね
類
似
し
て
い
る
︒
た
だ
︑
平
成
二
十
三
年
度
に
つ
い
て
は
︑
他
の
年
度
と
異
な
り
︑
拡
充
率
と
廃
止
率
が
︑
内
部
評
価
事
業
や
︑
ま
た
全
事
業
と
比
べ
て
さ
え
低
い
︒
終
結
率
も
内
部
評
価
事
業
と
ほ
ぼ
同
程
度
か
む
し
ろ
低
い
︒
ま
た
︑
年
度
間
の
比
較
で
注
目
さ
れ
る
点
は
︑﹁
改
善
率
﹂
に
つ
い
て
︑
全
事
業
は
ど
の
年
度
も
二
割
程
度
で
一
定
し
て
い
る
の
に
対
し
て
︑
内
部
評
価
事
業
は
平
成
二
十
二
年
度
の
三
十
六
％
か
ら
平
成
二
十
三
年
度
と
二
十
四
年
度
は
五
十
一
％
台
に
増
え
て
い
る
こ
と
で
あ
る
︒
外
部
評
価
事
業
の
改
善
率
の
年
度
間
の
推
移
は
︑
や
や
凹
凸
も
み
ら
れ
る
が
︑
ど
の
年
度
で
も
六
割
以
上
を
キ
ー
プ
し
︑
特
に
二
十
四
年
度
に
は
九
十
六
・
九
％
と
い
う
高
率
を
マ
ー
ク
し
て
い
る
︒
以
上
か
ら
次
の
よ
う
な
こ
と
が
指
摘
で
き
る
︒
第
一
に
︑
行
政
評
価
は
︑
そ
れ
が
実
施
さ
れ
る
場
合
と
そ
う
で
な
い
場
合
と
を
比
較
す
る
と
︑
明
ら
か
に
事
務
事
業
の
改
善
を
促
進
す
る
役
割
を
果
た
し
て
い
る
︒
行
政
内
部
に
お
け
る
自
主
点
検
評
価
が
︑﹁
行
政
の
お
手
盛
り
﹂
で
効
果
的
で
な
い
︑
と
す
る
議
論
は
必
ず
し
も
正
確
に
的
を
射
た
も
の
と
は
い
え
な
い
︒
評
価
の
な
い
事
業
を
含
む
全
事
業
と
内
部
評
価
事
業
と
を
比
較
す
る
と
︑
ど
の
年
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度
で
も
内
部
評
価
の
改
善
率
の
方
が
二
倍
以
上
高
い
こ
と
は
︑
そ
の
裏
づ
け
と
な
ろ
う
︒
一
定
の
条
件
の
下
で
︑
行
政
内
部
に
自
主
的
改
革
に
棹
さ
す
水
脈
が
確
実
に
存
在
し
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
︒
第
二
に
︑
外
部
評
価
事
業
の
改
善
率
の
顕
著
な
高
さ
は
︑
前
掲
の
図

で
示
し
た
よ
う
に
︑
外
部
評
価
と
二
次
評
価
と
の
現
状
変
革
志
向
型
評
価
の
一
致
の
割
合
の
高
さ
か
ら
も
予
想
さ
れ
る
よ
う
に
︑
二
次
評
価
か
ら
次
年
度
予
算
編
成
と
い
う
行
政
的
意
思
決
定
に
も
反
映
さ
れ
た
結
果
で
あ
る
と
解
釈
で
き
る
︒
そ
う
だ
と
す
れ
ば
︑
内
部
評
価
の
み
に
依
存
す
る
場
合
に
比
べ
て
︑
外
部
評
価
を
実
施
す
る
場
合
の
方
が
︑
明
ら
か
に
実
際
の
事
業
改
善
へ
の
取
り
組
み
は
増
え
る
と
い
え
る
︒
内
部
評
価
が
﹁
行
政
の
お
手
盛
り
﹂
だ
け
で
は
必
ず
し
も
な
い
と
は
い
え
︑
内
部
評
価
の
み
で
は
行
政
の
現
状
維
持
志
向
を
完
全
に
打
破
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
︒
そ
の
意
味
で
︑
外
部
評
価
は
︑
内
部
評
価
に
対
抗
す
る
競
合
的
評
価
と
し
て
改
革
促
進
機
能
を
実
際
に
果
た
し
て
い
る
と
評
価
で
き
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
︒
そ
れ
に
関
連
し
て
第
三
に
︑
外
部
評
価
は
︑
他
に
比
べ
て
︑
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
資
源
再
配
分
を
促
す
可
能
性
が
あ
る
︒
見
直
し
の
方
向
に
つ
い
て
︑
外
部
評
価
事
業
で
は
︑
事
業
の
廃
止
や
縮
小
と
い
っ
た
マ
イ
ナ
ス
の
方
向
だ
け
で
な
く
︑﹁
拡
大
﹂
と
い
う
プ
ラ
ス
の
方
向
で
の
意
思
決
定
の
比
率
も
相
対
的
に
高
い
︒
行
政
資
源
の
制
約
が
大
き
い
中
で
︑
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
重
点
的
な
資
源
の
再
配
分
に
外
部
評
価
が
一
役
買
っ
て
い
る
面
も
軽
視
で
き
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
︒
し
か
し
第
四
に
︑
外
部
評
価
事
業
が
他
に
比
べ
て
最
も
顕
著
な
特
徴
を
示
し
て
い
る
の
は
︑
廃
止
率
や
終
結
率
の
高
さ
で
あ
ろ
う
︒
す
で
に
述
べ
た
よ
う
な
﹁
政
策
終
結
促
進
者
﹂
と
し
て
の
外
部
評
価
の
働
き
を
契
機
と
し
て
︑
行
政
的
意
思
決
定
過
程
に
お
い
て
も
政
策
終
結
の
機
能
や
プ
ロ
セ
ス
が
作
動
し
て
い
る
こ
と
を
こ
れ
は
示
唆
し
て
い
る
︒
そ
れ
に
関
連
し
て
第
五
に
︑
外
部
評
価
事
業
は
他
に
比
べ
て
予
算
改
善
額
が
突
出
し
て
大
き
く
︑
結
果
的
に
予
算
効
率
化
効
果
を
も
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た
ら
し
て
い
る
︒
三
か
年
合
計
で
全
事
業
の
改
善
額
十
三
億
五
千
五
百
万
円
の
う
ち
︑
事
業
数
で
わ
ず
か
四
・
二
％
分
に
し
か
過
ぎ
な
い
外
部
評
価
事
業
の
改
善
額
三
億
三
千
九
百
万
円
の
占
め
る
割
合
は
︑
実
に
二
十
五
％
に
上
る
︒
事
業
あ
た
り
の
平
均
改
善
額
で
も
二
百
九
十
七
万
円
で
他
に
抜
き
ん
で
て
い
る
︒
そ
れ
は
廃
止
率
や
終
結
率
の
高
さ
と
相
関
し
て
い
る
と
同
時
に
︑
そ
も
そ
も
比
較
的
予
算
額
が
大
き
い
事
業
が
選
ば
れ
や
す
い
と
い
う
外
部
評
価
に
お
け
る
事
業
選
定
の
傾
向
と
も
相
関
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
︒
逆
に
︑
事
業
数
で
四
分
の
一
以
上
を
占
め
る
内
部
評
価
事
業
の
予
算
改
善
効
果
は
全
体
で
六
％
余
に
止
ま
り
︑
事
業
あ
た
り
改
善
額
で
も
ど
の
年
度
も
最
も
少
な
い
︒
こ
れ
は
︑
自
主
点
検
評
価
に
お
い
て
は
︑
自
ら
進
ん
で
予
算
額
の
削
減
に
結
び
付
く
よ
う
な
改
善
策
の
発
案
は
で
き
る
か
ぎ
り
回
避
し
よ
う
と
す
る
官
僚
制
特
有
の
傾
向
が
事
業
担
当
部
局
に
あ
る
か
ら
で
は
な
い
か
と
推
察
さ
れ
る
︒
し
た
が
っ
て
︑
予
算
効
率
化
効
果
と
い
う
観
点
か
ら
み
て
も
︑
内
部
評
価
に
対
抗
す
る
競
合
的
評
価
と
し
て
の
外
部
評
価
の
意
義
は
小
さ
く
な
い
と
思
わ
れ
る
︒で
は
︑
ど
の
事
業
が
ど
の
よ
う
な
改
善
や
予
算
上
の
対
応
を
さ
れ
た
の
か
︒
事
業
に
よ
っ
て
は
︑
次
年
度
に
即
座
に
予
算
措
置
で
き
る
も
の
も
あ
れ
ば
︑
そ
の
後
一
定
期
間
の
政
策
論
議
を
経
て
予
算
措
置
さ
れ
る
よ
う
な
タ
イ
ム
ラ
グ
の
生
じ
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
︒
そ
こ
で
︑
現
時
点
で
の
実
際
の
対
応
状
況
を
検
証
し
て
お
こ
う
︒
表
は
︑
前
掲
表
に
掲
げ
た
事
業
の
う
ち
︑﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
の
判
定
を
含
む
事
業
の
み
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し
て
︑
そ
れ
ら
に
13
11
対
す
る
平
成
二
十
六
年
八
月
時
点
で
の
県
の
対
応
状
況
を
照
会
し
て
整
理
し
た
も
の
で
あ
る
︒
こ
れ
に
よ
れ
ば
︑
平
成
二
十
三
年
度
と
二
十
四
年
度
の
二
か
年
度
の
外
部
評
価
で
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
一
人
以
上
が
﹁
廃
止
﹂
も
し
く
は
﹁
一
部
廃
止
﹂
の
判
定
を
し
た
十
九
事
業
の
う
ち
︑
次
年
度
予
算
対
応
で
﹁
現
行
ど
お
り
﹂
と
さ
れ
た
も
の
が
四
事
業
︑﹁
実
施
方
法
等
の
変
更
﹂
と
さ
れ
た
も
の
が
二
事
業
︑
そ
し
て
﹁
縮
小
﹂
と
さ
れ
た
も
の
が
三
事
業
︑
で
あ
る
︒
残
り
の
十
事
業
は
︑
廃
止
︑
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一
部
廃
止
︑
も
し
く
は
終
期
設
定
と
さ
れ
て
い
る
︒
ま
た
︑﹁
現
行
ど
お
り
﹂
と
さ
れ
た
四
事
業
の
う
ち
︑﹁
老
人
医
療
費
支
給
事
業
補
助
金
﹂
と
﹁
県
単
老
人
医
療
費
支
給
事
務
費
補
助
金
﹂
の
二
事
業
は
経
過
措
置
を
設
け
て
二
十
四
年
度
末
で
既
に
廃
止
さ
れ
て
お
り
︑
﹁
重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
助
成
事
業
費
﹂
は
二
十
六
年
十
月
末
で
窓
口
無
料
化
に
つ
い
て
一
部
廃
止
と
な
っ
て
い
る
︒﹁
現
行
ど
お
り
﹂
の
ま
ま
と
な
っ
て
い
る
の
は
﹁
ひ
と
り
親
家
庭
医
療
費
助
成
事
業
費
補
助
金
﹂
の
一
事
業
の
み
で
あ
る
︒
さ
ら
に
︑﹁
縮
小
﹂
と
さ
れ
た
三
事
業
の
う
ち
︑﹁
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
大
学
院
・
甲
府
学
園
運
営
費
﹂
は
二
十
四
年
度
末
で
廃
止
さ
れ
て
い
る
︒
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
全
員
一
致
で
﹁
廃
止
﹂
と
判
定
し
た
七
事
業
と
﹁
一
部
廃
止
﹂
と
判
定
し
た
一
事
業
の
う
ち
︑
現
時
点
で
廃
止
・
終
期
設
定
の
う
え
廃
止
も
し
く
は
廃
止
予
定
の
事
業
が
七
事
業
あ
り
︑
廃
止
に
至
ら
ず
に
﹁
縮
小
﹂
し
て
存
続
し
て
い
る
事
業
は
﹁
山
梨
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
運
営
費
﹂
の
み
で
あ
る
︒
次
に
︑
三
か
年
度
で
外
部
評
価
の
対
象
と
な
っ
た
十
三
の
公
共
施
設
に
つ
い
て
も
︑
表
に
よ
り
現
時
点
で
の
対
応
状
況
を
確
認
し
14
て
お
こ
う
︒
二
十
二
年
度
の
﹁
笛
吹
川
フ
ル
ー
ツ
公
園
﹂
は
︑﹁
く
だ
も
の
館
﹂
と
﹁
ト
ロ
ピ
カ
ル
温
室
﹂
に
つ
い
て
廃
止
す
べ
し
と
す
る
一
部
廃
止
の
判
定
に
従
い
︑
そ
の
後
新
た
な
活
用
策
が
実
施
さ
れ
て
い
る
︒
二
十
三
年
度
の
﹁
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
か
え
で
荘
﹂
と
﹁
緑
化
セ
ン
タ
ー
﹂
は
︑
一
部
廃
止
を
含
め
三
人
が
一
致
し
て
廃
止
と
判
定
し
︑
い
ず
れ
も
二
十
五
年
度
末
を
も
っ
て
廃
止
さ
れ
た
︒
ま
た
︑
二
人
が
廃
止
・
一
人
が
要
改
善
と
判
定
し
た
﹁
八
ヶ
岳
ス
ケ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
﹂
に
つ
い
て
は
︑﹁
目
標
設
定
﹂
と
い
う
対
応
策
が
採
ら
れ
︑
利
用
者
増
の
目
標
を
設
定
し
そ
れ
が
指
定
さ
れ
た
年
度
ま
で
に
未
達
成
の
場
合
︑
施
設
の
廃
止
が
検
討
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
︒
そ
の
他
の
公
共
施
設
に
つ
い
て
は
︑
八
施
設
で
要
改
善
を
含
む
判
定
が
あ
り
︑
各
意
見
を
反
映
し
た
改
善
対
応
が
実
施
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
︒
な
お
︑﹁
森
林
公
園
金
川
の
森
﹂
は
三
人
が
一
致
し
て
現
行
ど
お
り
と
判
定
し
た
唯
一
の
施
設
で
あ
る
︒
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む事業の見直し状況等（平成23年度及び24年度）
見直しの内容
見直し結果から状況が変わった場合、その状況等
①百花繚乱まちづくり推進資金（特別分）
・平成25年度からの貸付の休止に伴い、既貸付に係るものを除き、元利補給も休止
②合併推進資金
・合併年度とそれに続く10年間に実施する事業を対象（終期設定）
③リニアモーターカー関連事業資金
・実験線の建設が完了する年度までに着手する事業を対象（終期設定）
年間の経過措置を設けた上で、平成24年度末で廃止
・経過措置期間（平成25年度〜26年度）終了後、医療費請求の時効期間のための事務
処理期間（平成27年度〜28年度）あり
年間の経過措置を設けた上で、平成24年度末で廃止
・経過措置期間（平成25年度〜26年度）終了後、医療費請求の時効期間のための事務
処理期間（平成27年度〜28年度）あり
平成23年度末で一部廃止
・平成23年度末で敬老祝金、祝品の支給を廃止
・平成24年度から事業名を「百歳長寿褒状贈呈事業費」に変更し、百歳と最高齢者に
褒状を贈呈
平成26年10月末で一部廃止
・平成26年11月から、医療費助成方法を窓口無料方式から自動還付方式へ移行する。
・平成24年度から各市町村の窓口において受給者証の発行時（毎年月）にパンフレ
ットを配布し、医療機関の適正受診について周知徹底を図るとともに、県 HP でも
周知を図った。
・補助事業の採択にあたっては、県施策に関連し観光振興を図る上で特に重要な事業
（重点化事業）を予算編成時に毎年度決定し、これに関連する事業を優先して採択
することで「県の戦略的な役割・効率的な政策誘導」を図ることとした。
・補助事業により整備した施設等の有効活用が図られるよう、補助金交付要綱を改正
し、事業実施後概ね年を目処に施設整備の効果について事後検証を行うことを義
務づけ、期待された効果が発揮されていない施設については、改善計画書の作成を
求めるなど、所要の指導を行っていくこととした。
・平成23年月30日に「運輸事業の振興の助成に関する法律」が施行され、当該補助
金を交付するよう努めなければならないとされたことから、法律の趣旨を達成する
ため、本事業は継続し、本県の運輸・バス事業の課題解消を促していくこととした。
・具体的には、事業計画の段階から十分な事前ヒアリングを行い、県の施策課題に重
点的に対応する事業内容となっているかを精査し、十分な対応をしていない事業に
ついては除外するよう指導している。
・また、事業の実施結果についても事後ヒアリングを行い、事業の効果検証をすると
ともに、課題を整理し、次年度以降の事業計画に生かしている。
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表13 外部評価で「廃止又は一部廃止」を含
敬老祝金等支
給事業（長寿
社会課）
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：要改善
23

Ａ：要改善
Ｂ：廃止
Ｃ：廃止
アドバイザー
による評価
年度
事業名（主管
課）
23
終期設定
市町村振興資
金元利補給金
（市町村課）
23
23
現行どおり
→廃止
現行どおり
→廃止
老人医療費支
給事業補助金
（国 保 援 護
課）
23
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：要改善
県単老人医療
費支給事務費
補助金（国保
援護課）
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：要改善
一部廃止
見直し結果
（予算対応状況）
運輸振興事業
費（商業振興
金融課）
2423
現行どおり
→一部廃止
Ａ：一部廃止
Ｂ：現行どおり
Ｃ：現行どおり
重度心身障害
者医療費助成
事業費（障害
福祉課）
1223
現行どおり
Ａ：一部廃止
Ｂ：要改善
Ｃ：現行どおり
ひとり親家庭
医療費助成事
業費補助金
（児 童 家 庭
課）
10
実施方法等の変更
Ａ：要改善
Ｂ：廃止
Ｃ：要改善
富士の国やま
なし観光振興
施設整備補助
金（観光資源
課）
2723
実施方法等の変更
Ａ：要改善
Ｂ：要改善
Ｃ：廃止


	
調書
番号
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・平成24年度から勧学院非常勤嘱託人件費を見直し、勤務日数を縮減した。
・平成25年度からの甲府・都留拠点統合に向け、平成24年度、地域学園を教室か
ら	教室に改編した。
・平成25年度から勧学院に関する業務をやまなし文化学習協会へ委託している。
・平成24年度から事業費を縮小した。また、平成24年度末で社団法人を解散した。
・平成25年度から任意団体となり、常勤書記を非常勤化するとともに、事務局長を
（公財）山梨県青少年協会職員が兼務することにより人件費に対する補助を削減し
た。また、平成25年度末で任意団体を解散した。
・平成26年度から青少年協会が県民会議事業を所管し、青少年協会に事業費を補助し
ている。
平成24年度末で廃止
・市町村振興資金の貸付枠拡充で対応
平成24年度末で廃止
・平成24年度については、新規募集を行わず、年生のみで運営（縮小）
平成26年度末で廃止（終期設定）
・新規借入分の利子補給について、すでに整備計画が進行している等の理由から平成
25年度及び26年度は従来どおりとし、平成26年度末をもって廃止
平成25年度末で廃止（終期設定）
平成24年度末で廃止
・市町村振興資金の貸付枠拡充で対応
平成24年度末で廃止
平成25年度末で廃止（終期設定）
・介護に関する法律相談については、介護実習普及センターへ移行
平成24年度末で一部廃止
・「県産ラベリング材利用事業費補助金」及び「甲斐の木活用総合推進事業」のうち、
「県産ラベリング材利用事業費補助金」を廃止
平成24年度末で廃止
・医療費請求の時効期間のための事務処理期間（平成25年度〜26年度）あり
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縮小
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：要改善
（社）青少年
育成山梨県民
会議補助金
（社 会 教 育
課）
3723
ことぶき勧学
院大学院・甲
府学園運営費
（同上）
3923
縮小
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：廃止
ことぶき勧学
院運営費（社
会教育課）
3823
廃止
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：廃止
過疎地域振興
資金貸付金
（同上）
24
廃止
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：廃止
辺地振興資金
貸付金（市町
村課）
24
縮小
→廃止
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：廃止
終期設定
Ａ：一部廃止
Ｂ：一部廃止
Ｃ：一部廃止
民間社会福祉
施設等整備資
金利子補給金
（福祉保健総
務課）
24
終期設定
Ａ：要改善
Ｂ：要改善
Ｃ：廃止
消防防災施設
等整備費補助
金（防災危機
管理課）
	24
1124
廃止
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：廃止
産休等代替職
員雇用費補助
金（児童家庭
課）
1024
終期設定
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：廃止
高齢者総合相
談センター運
営事業費（長
寿社会課）
24
一部廃止
Ａ：一部廃止
Ｂ：一部廃止
Ｃ：要改善
県産材利用促
進事業（林業
振興課）
1724
廃止
Ａ：廃止
Ｂ：廃止
Ｃ：廃止
自立支援医療
給付費（障害
福祉課）
（出典） 山梨県知事政策局行政改革推進課による提供資料に基づき、筆者作成。
（注） 見直し結果（予算対応状況）で「現行どおり又は縮小→廃止又は一部廃止」とは、次年度予算対応
で暫定措置されたものが、その後一定の経過期間を経て「廃止」または「一部廃止」とされたケー
スである。
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公共施設の対応状況
評価に対する対応状況
（具体的な実施計画等）
平成24年度の来園者数は目標の24万人を上回り、また H22に比較して約
万人増加し
た（267,860人）。イベント回数は、H22は11回で参加者は435名のところ、H24はまき
ばウォークの回数と新規イベント（リサイクルアート体験）を加えたことにより15回と
なり、参加者は716名と大幅に増加した。ホームページは動物の絵や風景写真を多用し
たより親しみやすい内容に刷新し、また、テレビ番組等の取材に積極的に応じることで、
施設やイベントの PRを行った。アンケートではトイレ等に関する項目で来園者の満足
度がやや低いため、屋外トイレの水漏れ等修繕を行って施設の改善を図った。
「くだもの館」は、平成24年度に果樹産業ふれあいゾーン（現状の展示を、小学校の校
外学習等に配慮し、選択・集約して展示する）と、乳幼児サービスゾーン（授乳室・プ
レイロット）に再整備した。「トロピカル温室」も平成24年度に、「わんぱくドーム」に
名称変更し、砦を模した工作物を設置した。双方とも、平成25年月日に供用開始し
た。
指定管理制度の導入等により、利用者の満足度については、H20年度の72.7％から H24
年度は86.7％と上昇している。利用者に対するアンケート調査は、従来のアンケートと
は別に、H23年度からは指定管理者が独自に実施し、利用者ニーズを館運営に反映させ
ている。H25年度は、国民文化祭の開催、富士山の世界文化遺産登録に合わせ、様々な
企画展等を開催したところである。広報活動については、NEXCO、JRのキャンペー
ンの連携やテレビ番組における紹介など幅広い広報を行っている。また、指定管理者事
業として無料シャトルバスの運行、アートツアーなどの多彩な事業を展開している。
博物館の管理運営費の削減は、庭園監理委託について、仕様書を見直し、H22年度の半
額程度の金額で委託しているところである。他の外部委託についても長期継続契約によ
りコストとの削減に取組んでいるが、隣接する総合教育センターとは、消火栓設備の保
守点検業務の一括契約を行っているところである。来館者を更に増やす具体策について
は、スルーガイド等の実施や新たな展示物の購入（富嶽三十六景、甲州金）や体験イベ
ントの更なる充実により、利用促進を図っている。
H23年度のアンケート調査では、83％が満足との回答を得ている。今後も曽根丘陵公園
と連携し、「秋のふれあい祭り」や「落ち葉で焼きいも in 曽根丘陵公園」等のイベント
を共催し、これまで以上に連携強化を図っていく。博学連携については、従来の取組に
加え、H22年度からは学校訪問を行い学校側から館への要望等を聞き取り、県内小中学
校校長会に出向き、PRを行うなど積極的な学校利用促進の働き掛けを実施している。
施設全体の管理運営費削減については、銚子塚古墳などの考古博物館周辺の緑地管理委
託料の仕様書を見直し、経費削減を図ったところである。
廃止（平成25年度末）
〈検討結果〉
・県で実施すべきサービスの意義が薄れている。
・今後、維持管理に多額の経費を要する。
検討報告書作成
施設の利用促進を図るため、庁内検討委員会を設置し、愛宕山少年自然の家のあり方
に関する検討結果報告書作成。（平成24年度から実施）
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表14 外部評価後における

イベント回数の増加
といった主催事業や
積極的な PRにより、
利用者増を図る。
次評価年度 公共施設名
現行どお
り・要
改善
まきば公園
H22
一部廃止

広報活動を強化し、
利用者増を図るとと
もに、利用者ニーズ
を把握し、サービス
向上を図る。
笛吹川フル
ーツ公園
外部評価
博物館

現行どお
り・要
改善
県民ニーズに沿った
事業を充実させ、効
果的な広報活動を行
い、利用者増を図る。
美術館

利用者減、コスト面等か
ら勘案し、有料施設（く
だもの館、トロピカル温
室）は廃止すること。
次評価どおり
次評価
要改善
博学連携の推進、学
芸員による案内及び
体験イベントの充実
等により、利用者増
を図る。
曽根丘陵公園との連携強
化や、博学連携を推進し、
利用者増に取り組むこと。
現行どお
り・要
改善
歴史体験学習といっ
た教育普及事業に、
より重点を置き、独
自の魅力を高めてい
く。
考古博物館
	
次評価（利用者増）に
加え、庭園管理費の見直
しなど、一層の経費節減
に努めること。

№
次評価どおり
類似施設の増加や利用者
の特定化、老朽化による
大規模改修に多額の経費
を要することなどから、
廃止や譲渡を含めた施設
のあり方を検討していく。
廃止
利用者の拡大に取り
組む。また、施設の
老朽化に伴い、近い
将来大規模改修が必
要となることなどか
ら、状況を踏まえ、
施設のあり方を検討
する。
総合福祉セ
ンターかえ
で荘

H23
施設の将来構想に関する
検討委員会を設置し、新
しい枠組みでの運営、大
規模な利用方法の変更等
も含めて、検討していく。
要改善
施設やイベントの
PR を積極的に行い、
利用頻度の低い秋・
冬などの利用者数の
増加を図る。また、
ニーズに合った事業
を行うなど、満足度
の向上を図る。
愛宕山青少
年自然の家

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廃止（平成25年度末）
〈検討結果〉
・小庭園見本エリアの利用者が毎年減少し、県民ニーズとの乖離が広がってきた。
・IT 技術の発達や県内各施設の整備により、箇所に拠点施設を備えておく必要性が
薄れてきた。
改善策の実施
閑散期の施設の利用者向上を図るため、プログラムの開発・紹介に努めるとともに、
各学校に対する PR実施。（平成24年度から実施）
目標設定
次期指定管理者で利用者増の目標未達成の場合、施設廃止
（①平成27年度中間評価により平成28年度末以降の存廃を決定、②平成29年度最終評価
により平成30年度末以降の存廃を決定）
〈目標〉平成27年度で利用者18,000人（現在の利用者約12,000人の1.5倍）
H25年度の講座において、人気のある講座の開催回数を増やすなどカリキュラムの見直
しを行ったほか甲府駅周辺の公共施設において介護機器の展示会を行い普及啓発に努め
た。また、平成25年度実施した指定管理者の募集において、認知症公開講座（出張講
座）や認知症 キャラバンメイト養成講座など認知症に関する講座の実施、さらに相談
業務の強化を図るため新たに弁護士による介護に関する法律相談業務を設けて募集を行
った。
現行どおり
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センターに事業実施の拠
点を置くことについての
必然性が問われたことか
ら、ソフト事業の扱い方、
施設のあり方等の検討を
行う。
一部廃止
・廃止

施設やイベントの
PR を積極的に行う。
また、学校関係者等
へ積極的に働きかけ、
来園者の増加を図る。
さらに、アンケート
結果を反映させ、利
用者満足度を高める。
緑化センタ
ー

夏季以外にも実施可能な
プログラムの開発を進め
るとともに、多様な活用
が出来る施設であること
を、各学校等に PRして
いく。
要改善
利用が
〜月まで
の間に集中してしま
うため、秋以降にも
利用可能なプログラ
ムについての PR、
研究・開発を進め、
施設の一層の活用を
図る。
八ヶ岳少年
自然の家

長期的視点から、施設の
必要性について平成24年
度中に検討を行う。
廃止・
要改善
利用者数の増加に繋
げるため、周辺観光
施設との連携やスケ
ート教室の誘致活動
に努める。また、利
用者からの要望や意
見を反映し、満足度
の向上に努める。
八ヶ岳スケ
ートセンタ
ー
	
介護需要の増加やニーズ
の変化に対応するため、
カリキュラムや展示、相
談、助言方法の見直しを
図っていく。また、今後
指定管理の更新に際して
は、認知症など喫緊の課
題に対応するため市町村
や民間では行えないよう
な事業を検討していく。
要改善
活動量、成果ともに
目標を達成している。
引き続き介護需要の
増加やニーズの変化
に対応するため、受
講者や利用者のニー
ズ等を反映させたカ
リキュラムや展示、
相談、助言方法の見
直しを行っていく必
要がある。
介護実習普
及センター

H24
ボランティアと連携した
地域密着型の公園運営や、
再整備への取り組みなど
により、県民等の〟心身
の健康増進〟や〟森林や
自然環境保全意識の高
揚〟という当公園管理事
業の目的達成に成果を上
げていることから、現行
どおり本事業を継続する。
現行どお
り
利用者満足度の向上
や県内外からの新た
な利用者層の開拓を
図るため、公園施設
の再整備に取り組ん
でいる。また、新た
に設定した年間利用
者数目標35万人（平
成30年）の達成に向
けた取り組みを積極
的に推進していく予
定である。
森林公園金
川の森

︵
四
︶
外
部
評
価
と
政
策
論
議
│
│
政
策
過
程
に
お
け
る
﹁
論
点
提
示
﹂
と
こ
ろ
で
︑
外
部
評
価
結
果
は
︑
単
に
行
政
的
意
思
決
定
過
程
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
さ
れ
る
だ
け
で
な
く
︑
と
り
わ
け
﹁
廃
止
﹂
な
ど
の
判
定
の
ケ
ー
ス
に
は
︑
そ
の
存
続
や
見
直
し
の
方
向
を
め
ぐ
り
︑
議
会
や
政
策
共
同
体
︑
住
民
︑
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
な
ど
を
巻
き
込
む
政
策
決
定
過
程
に
お
け
る
政
策
論
議
へ
と
波
及
す
る
こ
と
も
珍
し
く
な
い
︒
こ
の
項
で
は
︑
そ
の
典
型
例
の
一
つ
で
あ
る
﹁
山
梨
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
﹂︵
以
下
︑
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
と
い
う
︒︶
と
同
﹁
大
学
院
﹂︵
以
下
︑
同
大
学
院
と
い
う
︒︶
の
ケ
ー
ス
を
取
り
上
げ
︑
外
部
評
価
と
政
策
論
議
の
関
係
を
検
証
し
て
お
き
た
い
︒
ま
ず
は
事
実
関
係
を
整
理
し
て
お
こ
う
︒
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
は
︑﹁
高
齢
者
の
生
き
が
い
の
場
と
学
習
に
よ
っ
て
得
た
知
識
を
生
か
し
地
域
の
指
導
者
を
育
成
す
る
﹂
こ
と
を
目
的
と
し
て
︑
昭
和
六
十
二
︵
一
九
八
七
︶
年
に
開
設
さ
れ
た
二
年
制
の
山
梨
県
版
老
人
大
学
で
あ
る
︒
定
員
三
百
六
十
人
で
甲
府
学
園
を
は
じ
め
県
内
に
九
つ
の
地
域
学
園
が
あ
る
︒
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
は
多
彩
で
︑
各
地
域
学
園
講
座
は
﹁
山
梨
﹂﹁
時
代
﹂﹁
高
齢
﹂
﹁
地
域
﹂
な
ど
幅
広
い
テ
ー
マ
で
五
十
七
時
間
実
施
さ
れ
る
︒
中
央
ふ
れ
あ
い
行
事
は
︑
各
地
域
学
園
の
学
生
や
卒
業
生
が
一
堂
に
会
し
て
﹁
勧
学
院
祭
﹂
な
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特別展や企画展、イベントなど年間の取組内容について、指定管理者としての自主性を
尊重しつつ、入館者の増加、満足度の向上、教育機能の充実等が図られるよう指定管理
者への指導を行っている。また、現在、不具合や故障のある施設・設備については、水
族館としての機能維持、回復及び充実が図られるよう見直しを行ったのち、計画的に修
繕等を実施している。なお、評価時に指摘のあったシアターについては、平成25年度に
実施した次期指定管理者の選定過程において、IT関連の展示機器の保守内容を見直し
た結果、指定管理料の範囲内で、指定管理者がメンテナンスリースにより機器の更新を
行うこととし、シアター機器は平成26年月に現行の面投影システムを維持したまま、
リニューアルされる。また、本施設は国補事業で整備したため、物品販売等に制限があ
るが、利用者の利便性や施設の維持管理コストの軽減等を踏まえて、物品販売等ができ
るよう関係機関と協議し、平成26年月からの次期指定管理では、物品販売の利益を管
理費用に充当することを前提に、物品販売を認めることとした。なお、外部評価の結果
や利用者の利便性等を考慮して、平成25年月からキーホルダーなどの記念品販売を試
験的に開始した。
ど
を
行
う
︒
こ
れ
に
二
十
一
時
間
が
割
り
当
て
ら
れ
る
︒
ま
た
︑
選
択
講
座
と
し
て
︑
大
学
や
市
町
村
等
の
公
開
講
座
や
宿
泊
研
修
が
三
十
時
間
以
上
組
ま
れ
る
︒
合
計
百
八
時
間
︵
単
位
︶
を
二
年
の
修
業
年
限
で
修
め
る
︒
か
な
り
充
実
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
に
な
っ
て
い
る
︒
ま
た
︑
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
開
設
の
二
年
後
の
昭
和
六
十
四
年
に
同
大
学
院
︵
甲
府
学
園
︶
が
開
設
さ
れ
︑
平
成
九
年
に
は
都
留
校
も
設
置
さ
れ
た
︒
郷
土
史
︑
ふ
る
さ
と
民
俗
︑
文
芸
︑
く
ら
し
と
環
境
な
ど
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
が
提
供
さ
れ
る
︒
修
業
年
限
は
二
年
で
︑
学
習
研
究
講
座
︑
合
同
特
別
講
座
︑
中
央
ふ
れ
あ
い
行
事
︑
自
主
研
究
︑
特
別
活
動
な
ど
六
十
九
時
間
を
履
修
す
る
︒
受
講
生
が
負
担
す
る
基
本
学
習
費
は
︑
当
初
は
国
庫
補
助
事
業
と
し
て
自
己
負
担
な
し
で
ス
タ
ー
ト
し
た
が
︑
補
助
が
廃
止
さ
れ
た
平
成
十
四
年
度
か
ら
三
千
円
︑
平
成
二
十
年
度
か
ら
五
千
円
︑
そ
し
て
平
成
二
十
三
年
度
か
ら
八
千
円
と
し
て
き
た
︒
開
設
以
来
の
卒
業
生
は
一
万
人
に
上
る
と
い
う
︒
平
成
二
十
三
年
九
月
十
日
に
実
施
さ
れ
た
外
部
評
価
に
お
い
て
︑
三
名
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
両
事
業
を
い
ず
れ
も
﹁
廃
止
﹂
と
判
定
し
た
︒
そ
の
理
由
は
︑
前
掲
表
に
掲
げ
た
と
お
り
で
あ
る
︒
そ
の
主
な
論
点
を
整
理
し
て
み
よ
う
︒
10
①
事
業
開
始
以
降
二
十
五
年
近
く
経
過
す
る
中
で
︑
県
だ
け
で
な
く
市
町
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県内外への PR、魅力あ
るイベントの充実等に取
組み、入館者の増加と満
足度の向上に努める。ま
た、小中学校等団体利用
のさらなる増加を目指す
とともに、リピーター獲
得や冬季など閑散期の集
客等についても検討して
いく。故障中の施設・設
備については、利用者の
利便性を向上するため、
そのあり方について検討
していく。また、物品の
販売や飲食の提供ができ
るよう関係機関と連携し
ていく。
要改善
事業成果をほぼ上げ
ているが、利用者満
足度調査結果からは
不満を感じていると
の意見も見られる。
利用者満足度を高め
る取組みを行うとと
もに、イベント内容
の充実、近隣施設等
との連携など集客対
策を実施し、入館者
の増加につなげてい
く必要がある。
富士湧水の
里水族館

（出典） 山梨県知事政策局の提供資料に基づき、筆者作成。
（注） 外部評価の判定区分の後の数字は判定したアドバイザーの人数を表す。
村
︑
大
学
・
研
究
機
関
︑
民
間
に
お
け
る
生
涯
学
習
機
会
が
拡
充
さ
れ
︑
代
替
可
能
な
選
択
肢
が
増
え
た
こ
と
︒
②
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
へ
の
若
者
︑
女
性
︑
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
の
幅
広
い
参
加
が
求
め
ら
れ
る
時
代
に
︑
地
域
リ
ー
ダ
ー
の
養
成
を
高
齢
者
だ
け
に
特
化
す
る
特
段
の
理
由
が
な
い
こ
と
︒
③
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
層
が
生
活
に
比
較
的
ゆ
と
り
の
あ
る
人
々
で
︑
便
益
を
受
け
る
層
も
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
︒
④
定
員
割
れ
が
続
い
て
お
り
需
要
が
減
少
し
つ
つ
あ
る
こ
と
︒
⑤
利
用
者
負
担
分
を
差
し
引
い
た
県
費
負
担
額
が
︑
両
事
業
を
合
わ
せ
た
修
了
者
一
人
あ
た
り
四
万
三
千
円
と
な
り
︑
他
の
類
似
事
業
に
比
し
て
格
別
に
割
高
で
あ
る
こ
と
︒
⑥
生
涯
学
習
事
業
の
統
合
や
生
涯
学
習
推
進
セ
ン
タ
ー
︑
図
書
館
等
の
事
業
の
充
実
を
図
る
べ
き
こ
と
︒
⑦
真
に
困
窮
し
て
い
る
高
齢
者
層
へ
の
財
源
に
振
り
向
け
る
べ
き
で
あ
る
こ
と
︒
⑧
利
用
者
の
負
担
を
増
や
す
こ
と
で
事
業
を
存
続
す
る
選
択
肢
も
検
討
し
て
よ
い
こ
と
︒
各
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
判
定
結
果
は
同
じ
で
も
︑
そ
の
理
由
は
必
ず
し
も
一
致
し
て
い
な
い
︒
そ
の
意
味
で
も
多
様
な
論
点
を
提
示
し
て
い
る
と
い
え
る
︒
こ
う
し
た
外
部
評
価
結
果
が
メ
デ
ィ
ア
を
通
じ
て
報
道
さ
れ
る
(
)
や
︑
直
ち
に
在
校
生
や
卒
業
生
か
ら
反
応
が
あ
っ
た
︒
た
と
え
ば
︑
103
山
梨
日
日
新
聞
︵
以
下
︑
山
日
新
聞
と
い
う
︒︶
の
投
書
欄
で
あ
る
﹁
私
も
言
い
た
い
﹂
に
︑﹁
納
得
が
い
か
な
い
勧
学
院
﹃
廃
止
﹄﹂
︵
九
月
二
十
八
日
付
︶︑﹁
心
身
の
健
康
促
進
勧
学
院
の
存
続
を
﹂︵
十
月
七
日
付
︶︑﹁
勧
学
院
の
存
続
に
内
部
評
価
も
必
要
﹂︵
十
月
十
三
日
︶︑﹁
元
気
な
高
齢
者
の

母
艦

沈
め
る
な
﹂︵
十
月
二
十
五
日
︶︑﹁
生
命
の
泉
勧
学
院
今
な
ぜ
廃
止
な
の
﹂︵
十
一
月
八
日
︶
と
い
っ
た
廃
止
反
対
や
存
続
を
求
め
る
投
書
が
寄
せ
ら
れ
た
︒
こ
う
し
た
声
は
︑
具
体
的
に
は
︑
勧
学
院
の
在
校
生
た
ち
が
中
心
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と
な
っ
て
存
続
を
求
め
る
署
名
活
動
へ
と
発
展
す
る
︒
山
日
新
聞
で
は
そ
の
様
子
を
大
き
く
報
道
し
て
い
る
(
)
︒
そ
し
て
︑
十
月
三
十
一
104
日
に
は
在
校
生
ら
十
三
人
が
県
庁
を
訪
れ
︑
教
育
長
に
存
続
を
求
め
る
陳
情
書
と
千
八
百
八
十
二
名
分
の
署
名
を
提
出
し
た
と
い
う
(
)
︒
105
地
元
で
影
響
力
を
持
つ
メ
デ
ィ
ア
で
あ
る
山
日
新
聞
は
︑
十
月
十
二
日
付
の
紙
面
に
お
い
て
︑
論
説
委
員
長
に
よ
る
﹁
勧
学
院
﹃
廃
止
﹄
判
定
生
涯
学
習
の
体
系
で
再
考
を
﹂
と
す
る
論
説
を
掲
げ
︑
勧
学
院
の
シ
ス
テ
ム
を
絶
賛
し
て
い
る
と
い
う
元
文
部
官
僚
の
著
書
(
)
を
引
き
合
い
に
出
し
な
が
ら
︑
廃
止
反
対
の
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
(
)
を
行
っ
た
︒
106
107
た
だ
︑
い
ず
れ
の
議
論
も
︑
単
な
る
廃
止
絶
対
反
対
で
は
な
く
︑
積
極
的
な
提
案
も
う
か
が
え
る
︒
た
と
え
ば
︑
先
の
投
書
の
中
に
は
︑﹁
負
担
増
も
や
む
を
え
な
い
と
思
う
︒
・
・
・
勧
学
院
廃
止
で
は
な
く
見
直
し
も
必
要
か
も
し
れ
ま
せ
ん
﹂︵
十
月
七
日
付
︶
と
か
︑
﹁
・
・
・
廃
止
す
る
と
い
う
判
定
の
前
に
︑
ど
の
よ
う
に
改
善
す
べ
き
か
を
こ
の
事
業
の
関
係
機
関
に
諮
問
し
︑
そ
の
改
善
策
を
検
討
し
て
か
ら
で
も
︑
存
廃
の
判
定
は
遅
く
な
い
だ
ろ
う
︒
ま
た
︑
事
業
の
効
果
に
つ
い
て
も
︑・
・
・
関
係
者
や
卒
業
生
︑
在
校
生
で
考
え
る
と
と
も
に
︑
内
部
評
価
を
早
急
に
実
施
し
︑
改
善
す
べ
き
点
を
明
ら
か
に
し
︑
存
続
で
き
る
具
体
案
を
提
示
す
べ
き
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
﹂︵
十
月
十
三
日
︶
と
い
っ
た
意
見
や
冷
静
な
提
言
も
含
ま
れ
て
い
た
︒
こ
う
し
た
状
況
の
中
で
︑
県
教
育
委
員
会
は
︑
外
部
評
価
か
ら
お
よ
そ
二
か
月
か
け
て
二
次
評
価
で
の
再
評
価
を
行
い
︑
十
月
三
十
一
日
ま
で
に
は
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
は
﹁
存
続
﹂
す
る
方
向
で
抜
本
的
な
見
直
し
を
行
い
︑
ま
た
同
大
学
院
に
つ
い
て
は
﹁
廃
止
﹂
す
る
方
針
を
決
め
た
︒
そ
し
て
︑
県
教
委
の
こ
の
方
針
を
︑
横
内
知
事
も
﹁
相
談
を
受
け
て
了
解
し
た
﹂
と
し
て
︑
同
年
十
一
月
八
日
の
知
事
記
者
会
見
で
明
ら
か
に
し
た
(
)
︒
108
県
議
会
や
議
員
の
動
向
は
ど
う
だ
ろ
う
か
︒
個
々
の
議
員
の
反
応
で
は
︑
た
と
え
ば
あ
る
有
力
県
議
が
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
の
存
続
を
熱
弁
し
た
と
い
っ
た
記
事
(
)
が
紹
介
さ
れ
る
こ
109
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と
は
あ
っ
て
も
︑
県
の
二
次
評
価
や
次
年
度
予
算
編
成
方
針
の
決
定
の
時
期
と
︑
県
議
会
の
定
例
会
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
必
ず
し
も
マ
ッ
チ
し
て
お
ら
ず
︑
ま
た
九
月
の
決
算
委
員
会
で
積
極
的
に
外
部
評
価
を
行
う
仕
組
み
に
な
っ
て
い
な
い
こ
と
も
あ
っ
て
︑
外
部
評
価
結
果
の
扱
い
を
め
ぐ
る
県
議
会
の
対
応
は
︑
後
手
に
回
っ
て
い
る
感
が
否
め
な
い
︒
平
成
二
十
三
年
十
一
月
定
例
会
に
お
い
て
︑
十
二
月
六
日
の
代
表
質
問
で
︑
民
主
党
系
会
派
の
フ
ォ
ー
ラ
ム
未
来
を
代
表
し
た
高
木
晴
雄
県
議
が
︑﹁
こ
れ
ま
で
勧
学
院
が
果
た
し
て
き
た
役
割
を
考
え
れ
ば
︑
引
き
続
き
生
涯
学
習
の
場
と
し
て
︑
そ
の
機
会
を
提
供
す
べ
き
で
あ
り
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
﹃
廃
止
﹄
と
の
結
論
を
重
く
受
け
と
め
な
が
ら
も
︑
内
容
を
検
討
の
上
︑
存
続
が
望
ま
し
い
﹂
と
す
る
立
場
か
ら
︑﹁
平
成
二
十
五
年
度
か
ら
新
た
な
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
る
と
し
て
い
ま
す
が
︑
ど
の
よ
う
に
見
直
し
に
取
り
組
ん
で
い
く
の
か
﹂
と
質
し
た
︒
こ
れ
に
対
し
て
︑
答
弁
に
立
っ
た
久
保
嶋
正
子
教
育
委
員
会
委
員
長
は
︑
開
設
当
初
と
は
生
涯
学
習
施
策
が
大
き
く
変
わ
り
︑
ま
た
県
と
市
町
村
と
の
役
割
分
担
を
見
直
す
必
要
が
あ
る
と
し
て
︑﹁
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
評
価
を
踏
ま
え
︑
大
学
院
に
つ
い
て
は
廃
止
し
︑
勧
学
院
に
つ
い
て
は
︑
学
習
体
制
や
経
費
を
抜
本
的
に
見
直
し
て
再
構
築
し
た
上
で
︑
平
成
二
十
五
年
度
か
ら
新
た
な
体
制
で
ス
タ
ー
ト
す
る
こ
と
と
い
た
し
ま
し
た
︒
新
た
な
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
は
︑
生
涯
学
習
推
進
セ
ン
タ
ー
と
組
織
を
統
合
す
る
と
と
も
に
︑
市
町
村
の
生
涯
学
習
施
策
と
も
連
携
を
図
り
ま
し
て
︑
こ
れ
ま
で
の
地
域
学
園
を
甲
府
と
都
留
の
二
つ
の
拠
点
に
再
編
し
て
ま
い
り
ま
す
︒
な
お
︑
地
域
の
特
徴
を
テ
ー
マ
と
し
た
講
座
な
ど
に
つ
い
て
は
︑
甲
府
︑
都
留
拠
点
以
外
で
も
開
催
し
て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
︒
あ
わ
せ
て
︑
学
生
に
負
担
し
て
い
た
だ
く
基
本
学
習
費
の
引
き
上
げ
も
検
討
し
て
ま
い
り
ま
す
﹂
と
そ
の
後
の
抜
本
改
革
の
基
本
方
針
を
述
べ
た
(
)
︒
ま
た
︑
翌
日
の
十
二
月
七
日
の
代
表
質
問
で
は
︑
自
民
党
・
県
民
ク
110
ラ
ブ
の
斉
藤
公
夫
議
員
が
︑
勧
学
院
の
存
続
を
求
め
て
質
問
し
て
い
る
︒
結
局
︑
こ
う
し
た
基
本
方
針
に
沿
っ
て
見
直
し
が
実
行
さ
れ
︑
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
は
︑
平
成
二
十
五
年
度
か
ら
定
員
を
三
百
人
に
減
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ら
し
甲
府
と
都
留
の
二
拠
点
に
統
合
す
る
方
向
で
存
続
と
な
り
︑
基
本
学
習
費
も
八
千
円
か
ら
一
万
六
千
円
に
改
訂
さ
れ
た
︒
一
方
︑
同
大
学
院
は
平
成
二
十
四
年
度
を
以
っ
て
廃
止
と
な
っ
た
︒
な
お
︑
県
の
次
年
度
予
算
の
方
針
が
確
定
し
た
後
の
平
成
二
十
四
年
二
月
定
例
会
で
︑
丹
澤
和
平
議
員
は
︑
事
務
事
業
の
見
直
し
と
職
員
の
仕
事
量
の
削
減
の
必
要
性
の
観
点
か
ら
︑﹁
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
に
係
る
二
事
業
に
つ
い
て
は
︑
三
名
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
廃
止
と
判
定
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
︑
来
年
度
の
予
算
案
で
は
︑
一
部
見
直
し
を
行
っ
た
上
で
︑
引
き
続
き
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
︒
こ
の
よ
う
な
多
大
な
労
力
と
コ
ス
ト
を
か
け
て
廃
止
と
判
定
さ
れ
た
事
業
が
︑
な
ぜ
継
続
し
て
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
の
で
し
ょ
う
か
﹂
(
)
と
や
や
異
例
の
質
疑
を
し
て
い
る
︒
111
抜
本
改
革
が
実
施
さ
れ
た
平
成
二
十
五
年
度
の
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
は
︑
自
己
負
担
が
増
え
た
こ
と
や
拠
点
が
集
約
さ
れ
た
こ
と
︵
た
だ
し
︑
平
成
二
十
六
年
度
で
も
二
拠
点
と
い
っ
て
も
実
際
に
は
六
地
域
に
六
教
室
が
開
設
さ
れ
て
い
る
︒︶
も
影
響
し
て
か
︑
定
員
割
れ
が
生
じ
て
い
る
と
報
道
さ
れ
た
(
)
︒
し
か
し
︑
そ
の
一
方
で
︑
廃
止
さ
れ
た
大
学
院
の
卒
業
生
た
ち
が
自
主
的
な
学
習
グ
ル
ー
プ
を
立
112
ち
上
げ
る
動
き
も
出
始
め
て
い
る
と
い
う
(
)
︒
113
以
上
の
よ
う
に
︑
外
部
評
価
は
︑
行
政
管
理
過
程
に
内
部
化
さ
れ
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
さ
れ
が
ち
な
事
業
の
実
施
過
程
の
問
題
点
を
明
る
み
に
出
し
︑
そ
の
後
の
政
策
決
定
の
方
向
を
め
ぐ
る
政
策
論
議
を
誘
発
す
る
論
点
提
示
機
能
を
発
揮
す
る
一
面
を
有
し
て
い
る
︒
そ
の
意
味
で
︑
単
な
る
行
政
的
意
思
決
定
と
の
連
動
性
と
い
う
観
点
だ
け
で
な
く
︑
広
く
政
策
決
定
過
程
に
お
け
る
外
部
評
価
の
役
割
も
視
野
に
入
れ
る
必
要
が
あ
る
︒
︵
五
︶
山
梨
県
の
外
部
評
価
の
成
功
の
要
因
以
上
の
検
証
を
踏
ま
え
て
総
括
す
れ
ば
︑
山
梨
県
に
お
け
る
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
外
部
評
価
の
結
果
は
︑
そ
の
後
の
県
の
二
次
評
価
や
予
算
編
成
過
程
︑
さ
ら
に
は
年
度
を
ま
た
い
だ
政
策
決
定
過
程
の
中
で
︑
そ
こ
で
提
示
さ
れ
た
多
様
な
論
点
が
真
摯
に
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議
論
さ
れ
反
映
さ
れ
て
い
る
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
︒
し
た
が
っ
て
︑
山
梨
県
の
外
部
評
価
は
︑
そ
の
後
の
二
次
評
価
や
予
算
編
成
過
程
と
の
連
動
性
の
レ
ベ
ル
と
そ
れ
に
基
づ
く
実
際
の
成
果
達
成
の
レ
ベ
ル
の
高
さ
に
お
い
て
︑
一
定
の
外
在
的
行
政
統
制
の
機
能
を
果
た
し
え
て
い
る
と
評
価
し
て
差
し
支
え
な
い
だ
ろ
う
︒
し
か
も
︑
都
道
府
県
で
広
義
の
外
部
評
価
を
実
施
し
て
い
る
団
体
の
中
で
も
か
な
り
の
程
度
成
功
し
て
い
る
数
少
な
い
事
例
の
一
つ
だ
と
思
わ
れ
る
︒
も
ち
ろ
ん
︑
本
稿
と
同
様
の
検
証
作
業
を
他
府
県
で
行
っ
た
わ
け
で
は
な
い
の
で
︑
確
実
に
そ
う
断
言
す
る
根
拠
は
な
い
︒
し
か
し
︑
都
道
府
県
の
状
況
を
独
自
に
分
析
し
て
み
る
と
︑
次
の
表
の
よ
う
で
あ
る
︒
都
道
府
県
の
行
政
評
価
導
入
四
十
六
団
体
の
う
ち
︑
外
15
部
評
価
や
事
業
仕
分
け
な
ど
の
広
義
の
外
部
評
価
を
実
施
し
て
い
る
の
は
三
十
道
府
県
で
あ
る
が
︑
そ
の
う
ち
﹁
事
務
事
業
の
廃
止
︑
ま
た
は
そ
の
予
算
削
減
に
つ
な
が
っ
た
﹂
(
)
と
回
答
し
た
の
は
十
七
団
体
︵
五
十
七
％
︶
で
あ
っ
た
︒
同
じ
項
目
に
対
す
る
行
政
評
価
導
114
入
四
十
六
団
体
中
の
回
答
数
は
二
十
八
団
体
︵
六
十
一
％
︶
で
あ
る
︒
外
部
評
価
の
導
入
自
体
が
事
務
事
業
の
廃
止
や
予
算
削
減
と
い
っ
た
予
算
上
の
成
果
に
特
段
に
貢
献
し
て
い
る
と
い
う
証
拠
は
え
ら
れ
な
い
中
で
︑
特
に
山
梨
を
含
む
網
掛
け
し
た
十
一
道
府
県
は
外
部
評
価
の
成
功
事
例
だ
と
思
わ
れ
る
︒
山
梨
県
の
事
例
に
即
し
て
︑
成
功
の
要
因
を
考
察
し
て
お
こ
う
︒
第
一
に
︑
山
梨
県
の
成
功
の
要
因
は
︑
外
部
評
価
の
結
果
を
含
め
た
行
政
評
価
︵
一
次
評
価
及
び
二
次
評
価
︶
の
結
果
が
次
年
度
予
算
編
成
に
直
接
反
映
さ
れ
る
制
度
と
し
て
設
計
さ
れ
︑
そ
れ
が
運
用
面
で
も
か
な
り
の
程
度
機
能
し
て
い
る
こ
と
に
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
︒
政
治
的
に
は
そ
れ
が
横
内
知
事
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
マ
タ
ー
で
あ
る
こ
と
が
大
き
く
作
用
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
︵
第
三
章
特
に
六
十
︲
六
十
一
頁
参
照
︶︒
外
部
評
価
結
果
を
﹁
最
大
限
尊
重
(
)
﹂
す
る
と
し
た
知
事
の
政
治
姿
勢
が
な
け
れ
ば
︑
こ
う
し
た
成
果
は
期
115
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待
で
き
な
か
っ
た
だ
ろ
う
︒
そ
れ
を
受
け
て
︑
歴
代
の
知
事
政
策
局
長
を
は
じ
め
行
政
改
革
推
進
課
長
と
そ
の
行
政
評
価
担
当
ス
タ
ッ
フ
の
行
政
管
理
機
能
が
十
分
に
働
い
た
か
ら
こ
そ
︑
こ
う
し
た
成
果
が
実
現
可
能
と
な
っ
た
︒
な
お
︑
評
価
結
果
と
予
算
と
の
連
動
性
は
先
の
都
道
府
県
の
分
析
か
ら
も
確
認
で
き
る
︒
予
算
上
の
成
果
に
最
も
寄
与
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
要
因
は
︑
評
価
結
果
を
﹁
予
算
の
要
求
・
査
定
に
直
接
反
映
さ
せ
て
い
る
﹂
か
ど
う
か
で
あ
る
︒
特
に
︑
内
部
評
価
と
外
部
評
価
︵
仕
分
け
等
の
広
義
の
外
部
評
価
を
含
む
︒︶
と
予
算
要
求
・
査
定
が
制
度
的
に
連
動
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
十
一
道
府
県
︵
表
の
網
掛
け
部
分
︶
15
に
つ
い
て
は
︑
そ
の
す
べ
て
で
﹁
事
務
事
業
の
廃
止
︑
ま
た
は
そ
の
予
算
削
減
に
つ
な
が
っ
た
﹂
と
回
答
し
て
い
る
︒
第
二
に
︑
外
部
評
価
と
予
算
編
成
過
程
と
の
連
動
性
を
高
め
た
行
政
評
価
シ
ス
テ
ム
に
内
在
的
な
要
因
と
し
て
︑
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
以
降
の
外
部
評
価
が
事
務
事
業
及
び
公
共
施
設
単
位
で
の
評
価
シ
ス
テ
ム
に
変
更
さ
れ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
︒
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
時
代
の
外
部
評
価
は
施
策
単
位
の
評
価
で
あ
っ
た
が
︑
そ
れ
は
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表15 都道府県における外部評価と行政評価の活用方法と成果
（団体数)
団体数
合計
外部評価（狭義）のみ
広義の外
部評価
事務事業の廃止、
または予算削減
予算要求・査定
に直接反映
行政評価の成果結果の活用状況
171130小計
46

事業仕分け等のみ
17外部評価＋＝事業仕分け等
28
11	16行政評価のみ内部評価
17
（出典） 総務省「（集計表）都道府県における行政評価の取組状況について」（平成22年10月日現在）に
基づき、筆者が再集計して作成。なお、「事業仕分け等」とは事業仕分けと事業仕分けに類似したも
のの合計であり、また「外部評価＋＝事業仕分け等」とは両方の項目ともチェックしているケース
を指す。論理的には、外部評価に加えて事業仕分け等を実施してる場合（＋）と、山梨県のように
事業仕分け等の手法を使って外部評価を実施している場合（＝）の両方が考えられるが、原票から
は識別できない。
（注） 網掛けの11団体は次の通りである。北海道、岩手県、山形県、神奈川県、山梨県、静岡県、京都府、
山口県、徳島県、愛媛県及び長崎県。
﹁
一
律
削
減
﹂
型
の
施
策
評
価
制
度
を
介
し
て
行
政
管
理
上
の
威
力
は
発
揮
し
た
も
の
の
︑
外
部
評
価
と
予
算
編
成
過
程
と
の
連
動
性
は
希
薄
で
あ
っ
た
︒
第
三
に
︑
外
部
評
価
主
体
の
側
の
要
因
も
軽
視
で
き
な
い
︒
特
に
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
だ
と
考
え
ら
れ
る
の
は
︑﹁
実
効
性
﹂
へ
の
配
慮
の
有
無
で
あ
る
︒
こ
こ
で
﹁
実
効
性
﹂
と
い
う
の
は
︑
政
治
的
︑
行
政
的
︑
法
制
度
的
な
実
行
可
能
性
だ
け
で
は
な
く
︑
そ
れ
が
実
行
に
移
さ
れ
た
場
合
の
直
接
的
な
効
果
や
波
及
効
果
な
ど
を
指
し
て
い
る
︒
こ
の
点
に
つ
い
て
は
︑
筆
者
が
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
会
長
と
し
て
最
初
の
公
開
外
部
評
価
を
終
え
た
平
成
二
十
二
年
九
月
十
六
日
付
で
ま
と
め
た
﹁
公
開
外
部
評
価
の
総
括
﹂
か
ら
︑
や
や
長
い
が
該
当
す
る
部
分
を
引
用
し
て
お
き
た
い
︒
﹁﹃
事
業
仕
分
け
﹄
と
最
も
大
き
く
異
な
る
点
は
︑
第
三
に
︑
評
価
の
観
点
で
す
︒﹃
必
要
性
﹄
を
重
視
す
る
と
さ
れ
る
︑
い
わ
ゆ
る
﹃
事
業
仕
分
け
﹄
の
評
価
の
観
点
に
は
︑
必
ず
し
も
明
確
な
基
準
が
あ
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
︑
押
な
べ
て
﹃
現
場
の
実
効
性
﹄
を
軽
視
す
る
と
い
う
傾
向
が
あ
る
こ
と
は
否
め
な
い
と
思
い
ま
す
︒
そ
の
た
め
︑
一
見
す
る
と
﹃
勇
ま
し
い
﹄
評
価
結
果
が
現
場
の
大
混
乱
を
招
い
た
り
︑
逆
に
﹃
温
情
の
﹄
結
果
が
真
の
問
題
を
先
送
り
し
た
り
隠
蔽
し
た
り
し
て
︑
結
果
的
に
﹃
実
効
性
﹄
を
低
下
さ
せ
︑
課
題
の
解
決
に
つ
な
が
ら
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
︒
私
た
ち
の
外
部
評
価
で
は
︑
お
そ
ら
く
三
人
の
ア
ド
バ
ー
ザ
ー
の
間
の
共
通
し
た
暗
黙
の
前
提
と
な
っ
て
い
た
の
で
は
な
い
か
と
思
え
る
の
は
︑
こ
の
評
価
結
果
の
﹃
実
効
性
﹄
と
い
う
観
点
で
あ
っ
た
よ
う
に
思
い
ま
す
︒
先
ほ
ど
︑
や
や
自
画
自
賛
気
味
に
事
前
準
備
に
時
間
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
費
や
し
た
こ
と
を
く
ど
く
ど
と
述
べ
た
の
も
︑
突
き
詰
め
れ
ば
︑
こ
の
﹃
実
効
性
﹄
を
最
も
重
視
し
て
い
た
か
ら
で
あ
る
よ
う
に
思
え
ま
す
︒
私
が
︑
今
回
の
外
部
評
価
に
携
わ
る
に
あ
た
っ
て
一
番
懸
念
し
た
の
は
︑﹃
見
当
外
れ
の
評
価
結
果
﹄
を
出
し
て
︑
現
場
の
創
意
工
夫
や
改
革
意
欲
を
削
ぐ
結
果
に
つ
な
が
ら
な
い
か
ど
う
か
︑
そ
の
場
そ
の
場
の
﹃
言
い
逃
れ
﹄
の
上
手
い
下
手
や
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
巧
妙
さ
で
﹃
印
象
的
に
﹄
評
価
結
果
が
左
右
さ
れ
た
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り
︑
真
の
問
題
や
課
題
が
誤
魔
化
さ
れ
た
り
そ
れ
ら
を
看
過
し
た
り
し
な
い
か
ど
う
か
︑
と
い
う
点
で
す
︒
ま
た
︑
厳
し
い
評
価
を
下
す
場
合
に
も
︑
そ
の
評
価
結
果
が
﹃
現
場
で
実
効
性
を
持
つ
か
ど
う
か
﹄
の
見
極
め
が
重
要
で
す
︒
短
い
質
疑
時
間
の
中
で
こ
の
点
を
﹃
見
極
め
る
﹄
た
め
に
こ
そ
全
精
力
を
傾
注
し
た
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
よ
う
に
思
い
ま
す
︒
当
日
の
質
疑
で
は
︑
大
半
を
こ
の
観
点
か
ら
の
見
極
め
に
費
や
し
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
い
ま
す
︒
外
部
評
価
の
三
日
間
を
通
じ
て
︑
私
を
ふ
く
め
て
三
人
の
ア
ド
バ
ー
ザ
ー
を
︑
終
始
︑
不
眠
と
胃
痛
と
ざ
わ
ざ
わ
し
た
不
快
感
で
襲
い
続
け
て
い
た
も
の
の
正
体
こ
そ
︑
こ
の
﹃
実
効
性
﹄
の
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
で
は
な
か
っ
た
か
︑
と
終
わ
っ
て
気
づ
き
ま
し
た
(
)
︒﹂
116
外
部
評
価
者
側
の
こ
う
し
た
実
効
性
へ
の
一
定
の
配
慮
は
︑
内
部
評
価
で
あ
る
行
政
評
価
を
補
完
す
る
﹁
狭
義
の
外
部
評
価
﹂
に
欠
か
せ
な
い
要
因
だ
と
思
わ
れ
る
︒
し
か
し
︑﹁
実
効
性
﹂
へ
の
過
剰
な
同
調
は
︑
一
方
で
は
官
僚
制
的
な
現
状
維
持
志
向
の
容
認
と
裏
腹
で
あ
り
︑
他
方
で
は
財
政
削
減
至
上
主
義
へ
の
加
担
と
紙
一
重
で
も
あ
る
︒
い
ず
れ
も
内
部
評
価
に
対
抗
す
る
﹁
競
合
的
評
価
者
﹂
と
し
て
の
外
部
評
価
の
本
来
的
な
意
義
を
そ
ぐ
結
果
と
な
り
か
ね
な
い
︒
実
効
性
の
﹁
見
極
め
﹂
と
い
う
の
は
︑
そ
う
し
た
バ
ラ
ン
ス
の
見
極
め
に
外
な
ら
な
い
︒
第
四
に
︑
単
発
的
で
は
な
く
︑
一
定
の
継
続
性
を
も
っ
て
外
部
評
価
が
実
行
さ
れ
る
体
制
が
保
証
さ
れ
た
こ
と
も
成
功
の
要
因
で
あ
ろ
う
︒
こ
れ
に
は
二
つ
の
意
義
が
あ
る
︒
一
つ
は
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
外
部
評
価
を
通
し
て
﹁
学
習
﹂
す
る
こ
と
で
あ
る
︒﹁
継
続
︵
経
験
︶
は
力
な
り
﹂
は
こ
の
ケ
ー
ス
に
も
当
て
は
ま
る
だ
ろ
う
︒
二
つ
目
に
︑
継
続
的
体
制
の
お
か
げ
で
︑
外
部
評
価
を
受
け
る
県
職
員
の
側
に
も
外
部
評
価
の
観
点
や
判
定
の
基
準
に
つ
い
て
の
一
定
の
了
解
が
生
ま
れ
︑
外
部
評
価
の
不
確
実
性
が
減
り
制
度
の
予
測
可
能
性
や
安
定
性
が
向
上
す
る
︒
そ
れ
は
︑
外
部
評
価
を
介
し
て
︑﹁
学
習
す
る
組
織
﹂
の
形
成
に
貢
献
す
る
と
思
わ
れ
る
︒
一
次
評
価
や
二
次
評
価
の
﹁
改
善
率
﹂
の
年
度
ご
と
の
向
上
は
そ
う
し
た
効
果
の
一
端
を
示
唆
し
て
い
よ
う
︒
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︵
六
︶
外
部
評
価
に
よ
る
行
政
統
制
の
可
能
性
と
限
界
以
上
の
よ
う
な
山
梨
県
の
成
果
や
要
因
を
踏
ま
え
て
︑
外
部
評
価
に
よ
る
行
政
統
制
の
可
能
性
と
限
界
を
考
察
し
て
み
た
い
︒
外
部
評
価
に
よ
る
行
政
統
制
は
︑
次
の
よ
う
な
一
定
の
条
件
が
整
う
な
ら
ば
︑
有
効
に
機
能
す
る
可
能
性
が
あ
る
︒
①
制
度
的
担
保
外
部
評
価
と
そ
の
結
果
が
︑
そ
の
後
の
行
政
再
評
価
過
程
と
予
算
編
成
を
含
む
行
政
的
意
思
決
定
過
程
に
何
ら
か
の
形
で
反
映
す
る
よ
う
制
度
設
計
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
︑
前
提
条
件
で
あ
る
︒
そ
の
場
合
の
﹁
制
度
﹂
を
担
保
す
る
根
拠
が
︑
条
例
で
あ
る
か
︑
要
綱
や
要
領
で
あ
る
か
は
︑
規
範
論
的
に
は
と
も
か
く
︑
機
能
的
に
は
あ
ま
り
関
係
な
い
よ
う
で
あ
る
︒
②
政
治
的
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
存
在
む
し
ろ
︑
制
度
を
実
際
に
機
能
さ
せ
る
政
治
的
条
件
と
し
て
首
長
等
の
ト
ッ
プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
よ
る
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
が
働
く
か
ど
う
か
が
大
き
い
︒
こ
う
し
た
政
治
的
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
機
能
を
継
続
さ
せ
る
上
で
︑
首
長
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
や
そ
れ
を
反
映
し
た
行
政
計
画
上
で
外
部
評
価
の
役
割
が
一
定
の
優
先
性
を
保
証
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
見
逃
せ
な
い
︒
同
時
に
︑
行
政
評
価
や
外
部
評
価
に
つ
い
て
︑
議
会
で
繰
り
返
し
取
り
上
げ
ら
れ
議
論
さ
れ
る
か
ど
う
か
も
︑
首
長
の
政
治
的
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
継
続
さ
せ
る
政
治
的
条
件
と
な
っ
て
い
る
︒
③
内
在
的
行
政
統
制
と
し
て
の
行
政
管
理
機
能
の
働
き
外
部
評
価
や
そ
の
結
果
が
行
政
活
動
の
再
評
価
や
見
直
し
︑
予
算
上
の
意
思
決
定
へ
と
つ
な
が
る
か
ど
う
か
を
実
際
に
左
右
す
る
最
も
重
要
な
条
件
は
︑
首
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
補
佐
す
る
行
政
管
理
部
局
︵
副
首
長
も
含
む
︒︶
に
よ
る
統
括
管
理
機
能
が
う
ま
く
働
く
か
ど
う
か
︑
と
い
う
点
で
あ
る
︒
特
に
︑
外
部
評
価
に
お
い
て
︑
一
次
評
価
結
果
を
大
き
く
覆
す
よ
う
な
﹁
廃
止
﹂
や
﹁
一
部
廃
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止
﹂
な
ど
の
判
定
が
出
た
場
合
︑
そ
の
後
の
庁
内
調
整
︵
首
長
部
局
内
だ
け
で
な
く
教
育
委
員
会
な
ど
と
の
調
整
に
も
ま
た
が
る
可
能
性
が
あ
る
︒︶
に
お
い
て
果
た
す
内
在
的
行
政
統
制
と
し
て
の
行
政
管
理
部
局
の
役
割
は
非
常
に
大
き
い
︒
こ
こ
で
の
行
政
的
調
整
結
果
が
予
算
編
成
や
そ
の
後
の
政
策
決
定
過
程
に
反
映
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
︒
④
外
部
評
価
主
体
の
条
件
他
方
︑
外
部
評
価
を
担
う
外
部
主
体
の
条
件
も
重
要
で
あ
る
︒
外
部
評
価
者
に
は
︑
内
部
評
価
に
対
抗
す
る
﹁
競
合
的
評
価
者
﹂
と
し
て
の
役
割
が
求
め
ら
れ
る
︒
外
部
評
価
者
が
行
う
評
価
対
象
の
選
定
や
外
部
評
価
の
判
定
に
は
︑
先
に
述
べ
た
実
効
性
の
見
極
め
に
要
す
る
バ
ラ
ン
ス
感
覚
に
加
え
て
︑
一
定
の
﹁
禁
欲
﹂
も
求
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
︒
特
定
の
政
党
会
派
や
圧
力
集
団
の
利
害
に
与
し
な
い
第
三
者
性
を
で
き
る
限
り
保
持
す
る
姿
勢
は
当
然
で
あ
る
が
︑
そ
の
ほ
か
に
も
民
主
的
正
統
性
を
直
接
的
に
有
し
な
い
﹁
民
間
﹂
外
部
評
価
者
と
し
て
の
限
界
点
︵
分
限
︶
を
わ
き
ま
え
る
必
要
が
あ
る
︒
首
長
選
挙
や
議
会
で
そ
の
扱
い
が
重
要
な
政
治
的
争
点
と
な
っ
て
い
る
よ
う
な
事
案
を
外
部
評
価
の
対
象
と
し
な
い
こ
と
︑
ま
た
首
長
の
掲
げ
る
重
点
政
策
か
ら
逸
脱
し
た
判
定
を
回
避
す
る
こ
と
︑
な
ど
正
統
な
政
治
的
代
表
者
や
住
民
の
政
策
論
議
に
よ
っ
て
決
す
べ
き
事
案
に
つ
い
て
は
︑
外
部
評
価
の
対
象
外
と
す
る
一
定
の
﹁
禁
欲
﹂
を
自
ら
に
課
す
必
要
が
あ
る
︒
こ
れ
を
解
禁
し
て
し
ま
う
と
︑
外
部
評
価
が
政
治
的
に
漂
流
し
︑
内
在
的
行
政
統
制
を
補
完
し
あ
る
い
は
そ
れ
と
連
動
す
る
手
段
と
し
て
の
本
来
の
役
割
を
全
う
で
き
な
く
な
る
虞
が
あ
る
︒
外
部
評
価
者
は
︑
内
部
評
価
に
対
す
る
﹁
競
合
的
評
価
者
﹂
で
あ
っ
て
︑
そ
れ
以
上
で
も
そ
れ
以
下
で
も
︑
な
い
︵
あ
る
べ
き
で
は
な
い
︶︒
⑤
外
部
評
価
対
象
の
限
定
そ
れ
に
関
連
し
て
︑
外
部
評
価
の
対
象
を
で
き
る
だ
け
限
定
す
る
こ
と
も
必
要
条
件
と
な
っ
て
い
る
︒
現
行
の
政
策
実
施
活
動
や
予
算
編
成
シ
ス
テ
ム
を
前
提
と
し
た
場
合
︑
行
政
活
動
の
﹁
実
効
﹂
的
な
最
小
ユ
ニ
ッ
ト
は
︑
い
わ
ゆ
る
﹁
事
務
事
業
﹂︵
公
共
施
設
の
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管
理
運
営
事
業
を
含
む
︒︶
で
あ
る
︒
都
道
府
県
レ
ベ
ル
で
行
政
評
価
を
導
入
し
て
い
る
四
十
六
団
体
中
︑﹁
施
策
﹂
レ
ベ
ル
だ
け
の
評
価
を
行
っ
て
い
る
団
体
は
青
森
県
︑
埼
玉
県
︑
宮
崎
県
の
三
団
体
に
過
ぎ
な
い
︒
そ
の
他
の
四
十
三
団
体
が
事
務
事
業
レ
ベ
ル
の
評
価
を
行
っ
て
い
る
(
)
︒
ま
た
︑
前
掲
表
に
示
し
た
外
部
評
価
結
果
と
予
算
編
成
を
連
動
し
て
い
る
道
府
県
の
中
か
ら
︑
山
梨
県
と
比
較
的
117
15
類
似
し
た
手
法
で
外
部
評
価
を
実
施
し
て
い
る
神
奈
川
︑
静
岡
︑
三
重
の
三
県
を
抽
出
し
て
比
較
し
た
結
果
︵
前
掲
表

︶
で
も
明
ら
か
な
よ
う
に
︑
事
務
事
業
の
単
位
を
外
部
評
価
の
対
象
と
し
て
限
定
し
て
い
る
︒
こ
れ
ら
の
事
例
は
︑
外
部
評
価
の
結
果
を
具
体
的
な
行
政
活
動
の
改
善
や
見
直
し
に
つ
な
げ
そ
れ
を
予
算
編
成
に
個
別
具
体
的
に
反
映
さ
せ
る
た
め
に
は
︑
事
務
事
業
レ
ベ
ル
で
の
評
価
単
位
を
採
用
せ
ざ
る
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
こ
と
を
暗
示
し
て
い
る
︒
自
治
体
に
お
い
て
は
︑
好
む
と
好
ま
ざ
る
と
に
関
わ
ら
ず
︑
い
わ
ば
施
策
評
価
か
ら
事
務
事
業
評
価
へ
﹁
先
祖
返
り
﹂
が
進
行
し
つ
つ
あ
る
(
)
︒
118
た
だ
し
︑
事
務
事
業
を
外
部
評
価
の
対
象
と
す
る
場
合
で
も
︑
か
つ
て
の
事
務
事
業
か
ら
施
策
評
価
へ
の
移
行
で
問
題
に
さ
れ
た
論
点
︑
す
な
わ
ち
事
務
事
業
評
価
だ
け
で
は
事
務
事
業
が
施
策
目
的
を
達
成
す
る
た
め
の
有
効
な
手
段
と
な
っ
て
い
る
か
判
断
で
き
ず
︑
他
の
関
連
す
る
事
務
事
業
と
の
相
対
的
な
比
較
に
よ
り
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
論
点
へ
の
効
果
的
な
対
応
策
を
工
夫
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
ろ
う
︒
そ
れ
に
は
い
く
つ
か
の
対
処
法
が
あ
り
う
る
が
︑
外
部
評
価
者
と
し
て
の
体
験
を
踏
ま
え
る
と
︑
次
の
よ
う
な
方
策
が
総
合
的
に
み
て
最
も
バ
ラ
ン
ス
が
よ
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
︒
外
部
評
価
者
が
対
象
事
業
を
選
定
し
た
後
に
︑
対
象
事
業
の
所
管
課
が
行
う
一
次
評
価
に
お
い
て
︑
そ
の
事
業
が
属
す
る
施
策
に
お
け
る
他
の
事
業
と
の
関
係
を
示
し
た
体
系
図
や
︑
当
該
施
策
以
外
で
他
の
部
門
が
所
管
し
て
い
る
関
連
性
の
高
い
他
の
事
業
と
の
連
関
図
を
調
査
・
作
成
す
る
よ
う
に
一
次
評
価
者
に
義
務
づ
け
︑
そ
れ
を
事
務
事
業
評
価
結
果
と
合
わ
せ
て
外
部
評
価
者
に
提
出
す
る
よ
う
に
す
る
方
法
で
あ
る
︒
こ
れ
に
は
次
の
よ
う
な
メ
リ
ッ
ト
が
考
え
ら
れ
る
︒
第
一
に
︑
外
部
評
価
者
は
︑
選
定
し
た
対
象
事
業
に
関
心
と
労
力
を
こ
れ
ま
で
ど
お
り
集
中
で
き
る
と
同
時
に
︑
そ
れ
を
施
策
目
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的
や
他
の
事
業
と
の
相
対
関
係
の
中
で
位
置
づ
け
た
︑
よ
り
総
合
的
な
視
野
か
ら
評
価
に
臨
む
こ
と
が
で
き
る
︒
第
二
に
︑
事
業
担
当
課
に
お
い
て
も
︑
体
系
図
や
連
関
図
を
調
査
し
作
成
す
る
こ
と
で
︑
施
策
の
手
段
と
し
て
の
事
業
の
位
置
づ
け
や
他
の
部
署
で
の
関
連
事
業
と
の
連
動
性
な
ど
を
よ
り
意
識
し
た
政
策
実
施
や
評
価
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
︒
第
三
に
︑
各
事
業
の
施
策
内
の
体
系
図
や
連
関
図
に
お
け
る
ポ
ジ
シ
ョ
ニ
ン
グ
が
公
開
さ
れ
る
こ
と
で
︑
わ
か
り
に
く
い
と
さ
れ
る
事
業
の
透
明
度
を
高
め
る
効
果
も
期
待
で
き
る
︒
⑥
一
定
の
継
続
的
体
制
の
保
証
最
後
に
︑
外
部
評
価
体
制
の
一
定
の
継
続
性
を
保
証
す
る
こ
と
も
そ
の
有
効
性
を
高
め
る
条
件
で
あ
る
︒
そ
の
た
め
に
は
︑
外
部
評
価
者
の
任
期
を
ず
ら
し
て
経
験
者
が
一
定
割
合
残
る
よ
う
な
任
期
の
シ
フ
ト
制
に
す
る
こ
と
も
一
案
で
あ
ろ
う
︒
し
か
し
な
が
ら
︑
以
上
述
べ
た
よ
う
な
外
部
評
価
の
行
政
統
制
手
段
と
し
て
の
可
能
性
は
︑
他
の
行
政
統
制
手
段
と
の
関
係
で
み
た
相
対
的
な
性
格
の
も
の
で
あ
る
︒
外
部
評
価
が
有
効
に
機
能
す
る
条
件
と
は
︑
裏
返
せ
ば
外
部
評
価
の
限
界
範
囲
を
も
指
示
し
て
い
る
︒
第
一
に
︑
本
稿
で
論
じ
て
き
た
意
味
で
の
外
部
評
価
は
︑
そ
れ
自
体
で
は
何
ら
民
主
的
正
統
性
を
有
し
な
い
︒
首
長
に
よ
る
﹁
任
命
︵
委
嘱
︶﹂
と
い
う
行
為
を
介
し
て
外
部
評
価
者
の
職
務
を
遂
行
す
る
も
の
で
あ
り
︑
そ
の
限
り
で
政
策
決
定
者
へ
の
﹁
助
言
﹂
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
に
過
ぎ
な
い
︒
外
部
評
価
者
は
︑
こ
の
任
命
行
為
を
介
し
て
︑
民
主
的
正
統
性
を
有
す
る
首
長
か
ら
の
民
主
的
統
制
を
受
け
る
建
前
と
な
る
︒
ま
た
︑
首
長
は
︑
こ
の
行
為
を
介
し
て
︑
結
果
に
対
す
る
政
治
責
任
を
負
い
︑
そ
れ
に
よ
り
外
部
評
価
と
い
う
制
度
の
民
主
的
正
統
性
を
間
接
的
に
担
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
︒
こ
の
点
に
関
連
し
て
︑
山
梨
県
の
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
時
代
に
お
け
る
知
事
に
よ
る
任
命
︵
委
嘱
︶
か
ら
︑
法
制
度
上
補
助
機
関
の
職
員
に
過
ぎ
な
い
知
事
政
策
局
長
に
よ
る
委
嘱
へ
と
変
更
に
な
っ
た
こ
と
は
︑
外
部
評
価
に
対
す
る
民
主
的
統
制
の
観
点
か
ら
み
て
少
な
か
ら
ず
問
題
で
あ
る
︒
委
員
会
方
式
か
ら
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
方
式
へ
の
変
更
が
︑
外
部
評
価
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に
お
け
る
個
別
意
見
の
聴
取
と
い
う
本
来
の
目
的
に
加
え
て
︑
第
三
章
の
最
後
に
指
摘
し
た
諮
問
機
関
の
条
例
必
置
を
求
め
る
判
例
へ
の
対
応
や
負
担
の
大
き
い
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
処
遇
問
題
(
)
へ
の
対
応
な
ど
︑
い
く
つ
か
の
配
慮
要
因
が
複
合
し
て
採
用
さ
れ
た
変
更
で
あ
119
る
と
し
て
も
︑
外
部
評
価
者
の
選
任
の
制
度
的
根
拠
を
︑
議
会
の
議
決
を
要
す
る
条
例
に
求
め
ず
要
綱
に
止
め
た
選
択
を
し
た
上
に
︑
な
お
か
つ
︑
知
事
の
任
命
行
為
の
対
象
か
ら
も
外
し
た
の
は
︑
判
例
に
対
す
る
﹁
過
剰
防
衛
﹂
的
な
行
政
対
応
で
あ
る
と
い
う
だ
け
で
な
く
︑
外
部
評
価
の
結
果
に
対
す
る
知
事
の
政
治
責
任
を
制
度
上
曖
昧
に
し
か
ね
な
い
選
択
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
︒
県
議
会
で
も
︑
条
例
設
置
の
問
題
を
含
め
て
︑
こ
の
点
が
全
く
議
論
さ
れ
な
い
の
は
不
可
解
と
し
か
い
い
よ
う
が
な
い
︒
第
二
に
︑
本
稿
で
取
り
上
げ
た
外
部
評
価
は
︑
法
律
や
条
例
に
基
づ
か
な
い
︑
行
政
規
則
の
下
位
類
型
の
一
つ
で
あ
る
﹁
要
綱
﹂
に
設
置
根
拠
を
有
す
る
点
で
︑﹁
準
制
度
﹂
的
な
評
価
シ
ス
テ
ム
に
過
ぎ
な
い
︒﹁
外
部
評
価
﹂
と
し
て
の
性
質
を
有
す
る
地
方
自
治
法
上
の
﹁
純
制
度
﹂
機
関
と
し
て
は
︑
議
会
︑
監
査
委
員
︑
外
部
監
査
な
ど
(
)
が
存
在
し
て
お
り
︑
準
制
度
的
な
外
部
評
価
シ
ス
テ
ム
は
︑
そ
120
れ
ら
を
補
完
し
た
り
そ
れ
ら
と
部
分
的
に
競
合
し
た
り
す
る
こ
と
は
あ
っ
て
も
︑
純
制
度
機
関
に
﹁
代
替
﹂
す
る
こ
と
は
あ
り
え
な
い
︒
そ
も
そ
も
︑
行
政
監
視
機
能
の
強
化
策
と
し
て
も
︑
ま
た
︑
政
策
終
結
の
是
非
を
含
め
た
政
策
論
議
の
活
発
化
策
と
し
て
も
︑
決
算
委
員
会
等
を
活
用
し
た
議
会
の
﹁
外
部
評
価
﹂
機
能
の
充
実
強
化
を
図
る
こ
と
こ
そ
︑
本
道
と
い
う
べ
き
で
あ
ろ
う
︒
し
か
も
︑﹁
準
制
度
﹂
的
な
評
価
シ
ス
テ
ム
そ
の
も
の
も
︑
実
際
に
は
本
稿
で
取
り
上
げ
た
よ
う
な
外
部
評
価
制
度
以
外
に
︑
行
政
領
域
ご
と
に
多
様
な
外
部
評
価
の
機
能
や
仕
組
み
が
働
い
て
い
る
︒
山
梨
県
の
場
合
に
限
っ
て
も
︑
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
よ
る
外
部
評
価
以
外
に
︑
そ
れ
が
カ
バ
ー
し
な
い
公
共
事
業
に
対
す
る
公
共
事
業
評
価
委
員
会
や
県
立
試
験
研
究
機
関
に
対
す
る
課
題
評
価
委
員
会
・
機
関
評
価
委
員
会
の
よ
う
な
外
部
評
価
機
関
の
外
︑
国
庫
補
助
事
業
な
ど
個
別
事
業
単
位
に
外
部
評
価
が
実
施
さ
れ
る
ケ
ー
ス
も
少
な
く
な
い
︒
多
元
的
な
外
部
評
価
の
一
翼
を
担
う
に
過
ぎ
な
い
︒
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第
三
に
︑
外
部
評
価
は
︑
本
質
上
︑
他
律
的
で
未
完
に
終
わ
る
︒
本
稿
で
取
り
上
げ
た
よ
う
な
外
部
評
価
が
︑
一
定
の
条
件
の
下
で
外
在
的
行
政
統
制
の
役
割
の
一
翼
を
担
い
う
る
と
し
て
も
︑
政
策
過
程
に
お
け
る
﹁
助
言
﹂
の
機
能
は
常
に
限
定
的
で
し
か
な
い
︒
仮
に
﹁
助
言
﹂
が
採
用
さ
れ
た
と
し
て
も
︑
自
律
的
な
﹁
決
定
﹂
と
イ
コ
ー
ル
で
は
な
い
︒
ポ
リ
シ
ー
メ
ー
カ
ー
は
﹁
決
定
﹂
に
よ
っ
て
一
連
の
政
策
決
定
過
程
を
自
律
的
に
完
結
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
が
︑
外
部
評
価
者
は
自
ら
そ
れ
を
完
結
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
︒
ど
こ
ま
で
行
っ
て
も
そ
れ
は
他
律
的
の
ま
ま
で
あ
る
︒
に
も
か
か
わ
ら
ず
︑
そ
の
決
定
の
行
方
に
あ
る
種
の
﹁
道
義
的
責
任
﹂
を
背
負
い
続
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
︒
外
部
評
価
と
は
そ
う
し
た
本
来
的
に
他
律
的
で
未
完
の
営
為
な
の
で
あ
る
︒
六
お
わ
り
に
│
│
外
部
評
価
の
役
割
と
課
題
本
稿
の
前
半
で
は
︑
で
き
る
限
り
観
察
者
の
立
場
に
徹
し
つ
つ
︑
山
梨
県
の
行
政
評
価
制
度
の
導
入
と
変
遷
を
︑
そ
の
背
景
や
要
因
に
関
連
づ
け
て
構
造
的
に
分
析
す
る
よ
う
努
め
て
き
た
︒
そ
の
結
果
︑
一
見
す
る
と
行
政
組
織
の
内
部
管
理
手
法
︵
行
政
管
理
技
術
︶
に
過
ぎ
な
い
よ
う
に
見
え
る
行
政
評
価
制
度
と
そ
の
運
用
の
プ
ロ
セ
ス
も
︑
国
や
他
県
の
動
向
︑
世
論
の
関
心
の
変
化
等
を
背
景
に
し
な
が
ら
︑
よ
り
直
接
的
に
は
知
事
の
政
権
運
営
や
議
会
と
の
関
係
︑
行
政
内
の
組
織
力
学
な
ど
の
県
政
上
の
要
因
に
左
右
さ
れ
る
ダ
イ
ナ
ミ
ッ
ク
な
政
治
行
政
過
程
の
一
環
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
で
き
た
︒
し
か
し
同
時
に
︑
政
治
過
程
や
組
織
内
力
学
だ
け
に
還
元
し
き
れ
な
い
︑
行
政
管
理
技
術
に
内
在
す
る
自
律
的
要
因
の
作
用
も
少
な
く
な
い
︒
制
度
や
そ
の
運
用
の
技
術
過
程
を
独
自
に
分
析
し
考
察
す
る
︑
行
政
学
的
ア
プ
ロ
ー
チ
固
有
の
意
義
に
も
着
目
が
必
要
で
あ
る
︒
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本
論
の
後
半
は
︑
行
政
評
価
制
度
と
表
裏
一
体
の
関
係
に
あ
る
外
部
評
価
に
つ
い
て
︑
制
度
内
在
的
も
し
く
は
制
度
運
用
に
関
与
し
た
当
事
者
の
一
人
と
し
て
の
視
点
か
ら
︑
そ
の
役
割
と
機
能
の
実
際
を
明
ら
か
に
し
よ
う
と
努
め
て
き
た
︒
そ
の
結
果
︑
次
の
よ
う
な
こ
と
が
明
ら
か
に
で
き
た
︒
外
部
評
価
に
は
︑
内
部
評
価
に
対
抗
す
る
﹁
競
合
的
評
価
者
﹂
と
し
て
の
基
幹
的
機
能
が
含
ま
れ
て
い
る
︒
そ
の
機
能
が
有
効
に
働
く
こ
と
で
︑
行
政
の
内
部
評
価
過
程
を
経
由
す
る
だ
け
で
は
表
面
化
し
に
く
い
︑
施
策
や
事
務
事
業
︑
公
共
施
設
の
管
理
運
営
と
い
っ
た
個
別
具
体
的
な
政
策
実
施
過
程
に
お
け
る
問
題
点
や
課
題
の
一
端
を
明
る
み
に
出
す
こ
と
が
で
き
る
︒
具
体
的
に
は
﹁
改
革
促
進
者
﹂
や
﹁
政
策
終
結
促
進
者
﹂
の
役
割
と
し
て
具
現
化
さ
れ
や
す
い
︒
こ
う
し
た
外
部
評
価
の
役
割
機
能
が
︑
自
治
体
政
策
過
程
に
お
い
て
実
際
に
成
果
を
挙
げ
う
る
か
ど
う
か
は
︑
一
定
の
条
件
が
整
備
さ
れ
る
か
ど
う
か
に
か
か
る
︒
制
度
設
計
︑
政
治
的
及
び
行
政
管
理
的
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
︑
外
部
評
価
主
体
の
要
件
︑
評
価
対
象
の
個
別
具
体
性
︑
継
続
性
な
ど
で
あ
る
︒
こ
れ
ら
の
政
治
的
︑
行
政
的
︑
技
術
的
な
諸
条
件
が
満
た
さ
れ
れ
ば
︑
外
部
評
価
は
︑
内
在
的
行
政
統
制
手
段
で
あ
る
行
政
管
理
シ
ス
テ
ム
と
の
連
動
を
介
し
て
︑
予
算
編
成
を
含
め
た
行
政
内
部
の
政
策
過
程
に
対
す
る
外
在
的
行
政
統
制
の
機
能
の
一
翼
を
担
う
こ
と
が
可
能
と
な
る
︒
ま
た
︑
外
部
評
価
が
引
き
金
に
な
っ
て
︑
事
業
等
の
今
後
の
在
り
方
を
め
ぐ
る
公
共
的
な
政
策
論
議
が
起
こ
る
可
能
性
が
あ
る
︒
そ
の
際
︑
外
部
評
価
は
政
策
論
議
に
お
け
る
﹁
論
点
提
示
﹂
の
働
き
を
す
る
︒
特
に
︑
評
価
結
果
を
契
機
と
し
て
︑
行
政
が
﹁
廃
止
﹂
な
ど
の
抜
本
的
な
政
策
転
換
を
検
討
し
始
め
る
場
合
︑
メ
デ
ィ
ア
で
の
報
道
や
政
策
共
同
体
の
反
応
を
通
じ
て
︑
そ
の
事
業
や
施
設
の
あ
り
方
を
め
ぐ
る
世
論
の
関
心
が
高
ま
る
︒
そ
の
結
果
︑
そ
れ
ら
の
争
点
を
め
ぐ
り
議
会
で
の
政
策
議
論
も
活
性
化
し
う
る
︒
以
上
を
踏
ま
え
る
と
︑﹁
果
た
し
て
外
部
評
価
は
必
要
な
の
か
﹂
と
問
う
た
本
論
冒
頭
の
設
問
に
対
し
て
︑
い
く
つ
か
の
留
保
や
条
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件
を
付
し
て
﹁
必
要
で
あ
る
﹂
と
答
え
た
い
︒
第
一
に
︑
外
部
評
価
の
有
効
性
や
手
法
は
︑
何
の
た
め
に
外
部
評
価
を
行
う
か
と
い
う
こ
と
と
不
可
分
の
関
係
に
あ
る
︒
外
部
評
価
に
は
多
様
な
目
的
を
想
定
で
き
る
︒
総
合
計
画
を
構
成
す
る
施
策
の
有
効
性
を
外
部
評
価
で
検
証
す
る
な
ど
の
目
的
に
は
︑
個
別
事
業
の
評
価
は
な
じ
み
に
く
い
︒
外
部
評
価
の
対
象
を
ど
の
レ
ベ
ル
の
政
策
に
設
定
す
る
か
は
︑
外
部
評
価
の
目
的
に
依
存
す
る
︒
本
稿
の
後
半
に
取
り
上
げ
た
外
部
評
価
は
︑
内
部
評
価
及
び
予
算
編
成
過
程
の
透
明
性
に
焦
点
を
当
て
た
も
の
で
あ
る
︒
第
二
に
︑
本
稿
で
論
じ
た
外
部
評
価
は
︑
専
ら
府
県
レ
ベ
ル
を
想
定
し
て
い
る
︒
基
本
的
な
条
件
が
相
当
程
度
異
な
る
市
町
村
レ
ベ
ル
の
外
部
評
価
に
ど
の
程
度
当
て
は
ま
る
か
は
検
証
外
で
あ
る
︒
山
梨
県
の
外
部
評
価
を
通
じ
て
︑
評
価
対
象
外
の
許
認
可
事
務
や
人
事
︑
財
政
︑
管
財
な
ど
の
内
部
管
理
事
務
を
除
く
と
︑
県
の
事
務
事
業
の
多
く
は
﹁
間
接
管
理
業
務
﹂
だ
と
い
う
こ
と
が
再
確
認
で
き
た
︒
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
デ
リ
バ
リ
ー
を
直
接
担
当
す
る
広
域
民
間
団
体
や
市
町
村
に
対
し
て
︑
指
定
管
理
︑
委
託
︑
補
助
︑
助
成
︑
貸
付
︑
行
政
指
導
︑
協
議
︑
情
報
提
供
な
ど
の
様
々
な
政
策
手
法
を
使
っ
て
間
接
的
に
政
策
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
タ
イ
プ
の
業
務
で
あ
る
︒
確
か
に
︑
Ｎ
Ｐ
Ｍ
の
影
響
下
の
自
治
体
行
政
改
革
を
通
じ
て
︑
市
町
村
で
も
同
様
の
民
間
化
の
傾
向
が
広
が
り
つ
つ
あ
る
と
い
う
点
に
着
目
す
れ
ば
︑
府
県
と
市
町
村
で
︑
評
価
対
象
と
な
る
政
策
の
基
本
構
造
に
差
は
な
い
と
も
い
え
な
く
は
な
い
が
︑
評
価
対
象
が
住
民
の
日
常
生
活
に
よ
り
密
着
し
た
事
業
で
あ
る
点
で
府
県
の
事
務
事
業
と
は
異
な
る
面
が
多
い
点
も
無
視
で
き
な
い
︒
第
三
に
︑
外
部
評
価
へ
の
﹁
住
民
参
加
﹂
の
位
置
づ
け
も
本
論
で
は
検
証
外
で
あ
る
︒
山
梨
県
の
外
部
評
価
は
︑
住
民
の
﹁
代
表
性
﹂
を
調
達
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
ほ
ぼ
欠
い
て
い
る
︒
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
時
代
か
ら
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
時
代
を
通
じ
て
︑
本
格
的
に
外
部
評
価
機
関
へ
の
﹁
住
民
参
加
﹂
の
在
り
方
を
議
論
し
た
こ
と
も
採
用
し
た
こ
と
も
な
い
︒
そ
れ
ゆ
え
︑
そ
の
有
効
性
や
問
題
点
を
実
証
す
る
術
が
な
い
︒
た
だ
︑
そ
う
し
た
検
証
を
離
れ
て
規
範
論
的
な
意
見
を
付
加
す
れ
ば
︑
議
会
に
よ
る
外
部
評
価
を
除
け
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ば
︑
ど
の
よ
う
に
工
夫
し
て
も
民
主
的
正
統
性
を
担
保
す
る
﹁
代
表
性
﹂
を
外
部
評
価
機
関
に
求
め
る
こ
と
に
本
来
的
な
限
界
が
あ
る
以
上
︑﹁
代
表
性
﹂
の
擬
制
に
拘
泥
す
る
よ
り
も
︑
内
部
評
価
に
対
抗
す
る
競
合
的
評
価
と
し
て
の
実
を
と
り
客
観
性
や
専
門
性
を
重
視
す
る
シ
ン
プ
ル
な
戦
略
を
採
用
す
る
ほ
う
を
︑
筆
者
は
支
持
し
た
い
︒
第
四
に
︑
客
観
性
や
専
門
性
を
担
保
す
る
と
し
て
も
︑
そ
う
し
た
外
部
評
価
者
の
調
達
や
育
成
を
い
か
に
す
べ
き
か
︑
と
い
う
課
題
へ
の
取
り
組
み
が
必
要
で
あ
る
︒
少
な
く
な
い
行
政
学
や
政
治
学
の
研
究
者
た
ち
が
︑
政
策
評
価
論
の
専
門
家
で
な
く
て
も
︑
自
治
体
現
場
の
政
策
評
価
に
コ
ミ
ッ
ト
し
て
き
た
︒
大
学
や
大
学
院
に
お
い
て
行
政
学
や
政
治
学
︑
政
策
学
を
担
当
す
る
研
究
者
は
︑
実
践
的
な
観
点
か
ら
も
自
治
体
政
策
評
価
論
や
自
治
体
監
査
論
に
こ
れ
ま
で
以
上
に
コ
ミ
ッ
ト
す
る
必
要
が
あ
る
︒
本
稿
の
執
筆
を
通
じ
︑
自
省
を
込
め
て
こ
う
し
た
課
題
を
再
検
討
す
べ
き
こ
と
を
痛
感
し
た
︒
最
後
に
︑﹁
改
革
促
進
機
能
﹂
や
﹁
政
策
終
結
機
能
﹂
が
︑
そ
も
そ
も
代
表
性
を
有
し
な
い
外
部
評
価
に
よ
っ
て
﹁
起
動
﹂
さ
れ
な
け
れ
ば
立
ち
上
が
り
に
く
い
政
治
行
政
シ
ス
テ
ム
自
体
を
再
検
討
す
べ
き
だ
ろ
う
︒
そ
う
し
た
外
在
的
行
政
統
制
機
能
が
︑
本
来
そ
の
責
を
負
う
べ
き
議
会
に
十
分
な
期
待
が
で
き
ず
外
部
評
価
に
期
待
さ
れ
る
こ
と
が
避
け
ら
れ
な
い
の
で
あ
れ
ば
︑
そ
う
し
た
﹁
覚
悟
﹂
を
も
っ
た
政
治
家
や
行
政
職
員
が
専
門
家
と
も
協
力
し
て
そ
う
し
た
課
題
に
立
ち
向
か
う
べ
く
制
度
の
再
設
計
や
工
夫
を
す
べ
き
だ
ろ
う
(
)
︒
121
お
わ
り
に
︑
本
稿
の
執
筆
に
当
た
り
︑
山
梨
県
の
外
部
評
価
に
関
係
す
る
皆
様
に
大
変
お
世
話
に
な
っ
た
︒
特
に
︑
土
橋
康
二
︑
田
中
佑
幸
︑
五
味
さ
ち
子
の
三
氏
は
︑
公
開
方
式
に
な
っ
て
以
降
の
外
部
評
価
に
各
様
に
挑
み
続
け
て
き
た
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
同
僚
で
あ
り
ま
た
﹁
戦
友
﹂
で
あ
る
︒
本
稿
は
そ
う
し
た
我
々
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
の
記
録
の
一
端
を
︑
役
目
柄
筆
者
が
代
弁
し
て
取
り
ま
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と
め
た
も
の
で
も
あ
る
︒
ま
た
︑
知
事
政
策
局
行
政
改
革
推
進
課
の
ス
タ
ッ
フ
諸
氏
に
は
︑
本
稿
執
筆
に
際
し
︑
関
連
資
料
の
作
成
や
提
供
を
お
願
い
し
た
︒
さ
ら
に
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
時
代
か
ら
現
在
の
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
ま
で
の
一
連
の
制
度
設
計
や
管
理
運
用
に
関
わ
ら
れ
た
歴
代
の
職
員
諸
氏
︑
職
員
Ｏ
Ｂ
・
Ｏ
Ｇ
諸
氏
に
は
︑
本
稿
の
ド
ラ
フ
ト
に
目
を
通
し
て
い
た
だ
き
︑
事
実
関
係
の
ご
確
認
を
い
た
だ
く
と
と
も
に
有
益
な
コ
メ
ン
ト
等
を
頂
戴
し
た
︒
こ
の
場
を
お
借
り
し
て
心
か
ら
感
謝
申
し
上
げ
る
︒
た
だ
し
︑
本
稿
の
文
責
は
す
べ
て
筆
者
に
帰
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
︒
注︵
︶
山
梨
県
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
設
置
要
綱
︵
平
成
十
五
年
七
月
十
六
日
施
行
︶︒
な
お
︑
こ
の
第
二
期
以
降
今
日
ま
で
︑
筆
者
は
会
長
を
務
め
64
る
こ
と
と
な
っ
た
︒
お
そ
ら
く
行
政
学
専
攻
で
あ
る
こ
と
が
関
係
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
︒
ま
た
︑
第
二
期
委
員
会
の
副
会
長
に
は
県
職
員
Ｏ
Ｂ
が
指
名
さ
れ
た
︒
︵
︶
山
梨
県
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
﹁
施
策
評
価
及
び
外
部
評
価
の
導
入
に
関
す
る
報
告
﹂
平
成
十
七
年
二
月
︒
65
︵
︶
﹁
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
制
度
の
概
要
と
本
県
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
﹂︵
資
料
Ｎ
ｏ
・

︶
66
︵
︶
こ
の
提
案
は
︑
職
員
定
数
や
予
算
の
一
律
︵
定
率
︶
削
減
と
い
う
行
政
改
革
の
古
典
的
手
法
を
施
策
評
価
に
応
用
し
た
も
の
で
あ
る
︒
67
︵
︶
第
二
回
山
梨
県
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
議
事
録
︵
平
成
十
五
年
八
月
二
十
日
︶
に
よ
る
︒
68
︵
︶
第
三
回
山
梨
県
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
議
事
録
︵
平
成
十
五
年
十
月
二
十
七
日
︶
に
よ
る
︒
69
︵
︶
こ
の
﹁
優
先
順
位
﹂
の
設
定
を
め
ぐ
る
議
論
に
つ
い
て
は
︑
日
高
昭
夫
﹁
自
治
体
総
合
計
画
の
再
構
築
と
重
層
的
な
計
画
管
理
制
度
試
案
﹂
山
梨
学
70
院
大
学
法
学
論
集
六
七
号
二
〇
一
一
年
三
月
︑
特
に
二
一
-二
九
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
︒
︵
︶
山
梨
県
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
﹁
施
策
評
価
及
び
外
部
評
価
の
試
行
に
関
す
る
中
間
報
告
﹂
平
成
十
六
年
二
月
︒
71
︵
︶
以
下
に
一
例
を
示
す
︒
男
女
共
同
参
画
政
策
の
構
成
施
策
で
あ
る
﹁
労
働
の
分
野
に
お
け
る
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
推
進
﹂
で
は
︑
成
果
指
標
に
72
﹁
職
場
に
お
け
る
待
遇
面
で
男
女
格
差
が
あ
る
と
感
じ
る
女
性
従
業
員
の
割
合
﹂
等
を
掲
げ
︑
こ
の
数
値
の
低
減
を
目
標
と
し
て
い
る
が
︑
単
位
施
策
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内
に
位
置
付
け
ら
れ
た
事
業
は
﹁
女
性
労
働
者
就
業
実
態
調
査
﹂
他
で
あ
り
︑
施
策
目
的
を
達
成
す
る
手
段
と
し
て
乏
し
い
と
し
て
い
る
︒
施
策
所
管
課
は
︑
国
と
の
役
割
分
担
や
県
の
労
働
所
管
部
課
の
施
策
・
事
業
と
の
分
業
を
理
由
と
し
て
説
明
し
た
が
︑
委
員
会
と
し
て
は
︑
施
策
評
価
の
意
図
が
︑
施
策
の
目
的
と
そ
の
手
段
の
関
係
を
明
確
化
し
︑
効
果
的
な
目
標
達
成
を
図
る
観
点
か
ら
︑
当
該
施
策
の
事
業
構
成
の
改
善
を
加
え
る
べ
き
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
︵
中
間
報
告
︑
七
│
八
頁
︶︒
こ
の
問
題
は
︑
国
と
県
の
関
係
︑
及
び
︑
県
に
お
け
る
部
門
間
の
関
係
が
複
雑
に
交
差
し
あ
う
事
務
配
分
関
係
の
中
で
︑
現
実
の
﹁
施
策
﹂
の
自
己
完
結
性
の
欠
如
を
象
徴
す
る
ケ
ー
ス
で
も
あ
る
だ
ろ
う
︒
そ
の
意
味
で
﹁
施
策
評
価
﹂
の
困
難
さ
を
も
暗
示
し
て
い
る
︒
︵
︶
例
え
ば
︑
男
女
共
同
参
画
政
策
の
構
成
施
策
﹁
性
別
に
よ
る
権
利
侵
害
の
防
止
﹂
や
子
育
て
支
援
政
策
の
構
成
施
策
﹁
子
育
て
家
庭
の
精
神
的
不
安
73
へ
の
ケ
ア
﹂
で
は
︑﹁
成
果
指
標
﹂
と
し
て
﹁
配
偶
者
等
か
ら
の
暴
力
に
よ
る
相
談
件
数
﹂
や
﹁
フ
ァ
ミ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル
へ
の
電
話
相
談
件
数
﹂
等
を
掲
げ
て
い
る
が
︑
こ
れ
ら
の
件
数
は
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標
で
あ
り
︑
施
策
の
成
果
を
示
す
指
標
に
は
な
り
に
く
い
︒
相
談
件
数
の
多
寡
で
施
策
の
評
価
を
行
う
よ
り
も
︑
相
談
が
あ
っ
た
う
ち
ど
の
程
度
解
決
に
導
く
こ
と
が
で
き
た
か
︵
あ
る
い
は
︑
解
決
の
き
っ
か
け
を
示
せ
た
か
︶
と
い
っ
た
視
点
で
︑
成
果
を
見
極
め
る
必
要
が
あ
る
︑
な
ど
と
指
摘
し
て
い
る
︵
中
間
報
告
︑
八
頁
︶︒
︵
︶
平
成
十
七
年
二
月
七
日
開
催
の
平
成
十
六
年
度
第
四
回
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
委
員
会
会
議
録
に
よ
る
︒
74
︵
︶
主
な
内
訳
は
︑
中
小
企
業
支
援
な
ど
の
商
工
関
係
二
件
︑
農
業
被
害
の
防
止
や
林
業
労
働
環
境
の
向
上
な
ど
の
農
林
業
関
係
三
件
︑
国
際
交
流
や
ス
75
ポ
ー
ツ
参
加
な
ど
教
育
関
係
が
二
件
︑
女
性
の
人
材
育
成
や
障
害
者
の
社
会
参
加
な
ど
社
会
関
係
が
二
件
︑
消
防
防
災
や
救
急
医
療
な
ど
危
機
管
理
関
係
が
二
件
︑
大
気
汚
染
防
止
の
環
境
関
係
が
一
件
︑
で
あ
る
︒
施
策
選
定
の
際
に
︑
分
野
間
の
バ
ラ
ン
ス
が
配
慮
さ
れ
た
︒
︵
︶
た
と
え
ば
﹁
林
業
労
働
環
境
の
向
上
﹂
に
つ
い
て
︑
意
見
聴
取
の
中
で
﹁
所
得
の
向
上
を
目
的
と
し
て
奨
励
金
を
出
し
て
い
る
な
ら
所
得
を
成
果
指
76
標
と
す
べ
き
で
は
な
い
か
﹂
と
い
う
質
問
に
対
し
て
主
管
課
か
ら
は
﹁
所
得
に
つ
い
て
は
デ
ー
タ
が
な
い
現
状
﹂
と
い
う
答
弁
が
あ
っ
た
こ
と
を
踏
ま
え
︑﹁
林
業
労
働
環
境
に
つ
い
て
は
︑
安
全
性
や
所
得
な
ど
幾
つ
か
の
側
面
が
あ
る
が
︑
指
標
と
し
て
林
業
労
働
者
の
所
得
に
関
す
る
デ
ー
タ
が
な
い
た
め
︑
十
分
に
分
析
で
き
て
い
な
い
︒
つ
い
て
は
︑
所
得
を
含
む
林
業
労
働
環
境
の
デ
ー
タ
収
集
に
取
り
組
み
︑
指
標
の
充
実
を
図
る
必
要
が
あ
る
﹂
と
す
る
意
見
が
付
さ
れ
た
︒
︵
︶
平
成
二
十
年
度
は
﹁
県
民
等
を
対
象
と
し
た
普
及
啓
発
事
業
﹂︵
七
十
七
事
業
︶
を
︑
平
成
二
十
一
年
度
は
﹁
多
大
な
時
間
を
要
す
る
事
務
事
業
﹂
77
︵
年
間
六
百
時
間
以
上
を
要
す
る
予
定
の
四
十
三
事
業
︶
を
︑
そ
れ
ぞ
れ
取
り
上
げ
て
い
る
︒
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︵︶
岩
渕
公
二
﹃
外
部
評
価
の
機
能
と
そ
の
展
開
﹄
前
掲
書
︑
三
〇
-三
三
頁
︒
78
︵
︶
岩
渕
︑
第
二
章
参
照
︒
79
︵
︶
政
策
評
価
法
第
三
条
で
は
﹁
政
策
効
果
﹂
を
次
の
よ
う
に
定
義
し
て
い
る
︒﹁
行
政
機
関
は
︑
そ
の
所
掌
に
係
る
政
策
に
つ
い
て
︑
適
時
に
︑
そ
の
80
政
策
効
果
︵
当
該
政
策
に
基
づ
き
実
施
し
︑
又
は
実
施
し
よ
う
と
し
て
い
る
行
政
上
の
一
連
の
行
為
が
国
民
生
活
及
び
社
会
経
済
に
及
ぼ
し
︑
又
は
及
ぼ
す
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
影
響
を
い
う
︒
以
下
同
じ
︒︶
を
把
握
し
︑
こ
れ
を
基
礎
と
し
て
︑
必
要
性
︑
効
率
性
又
は
有
効
性
の
観
点
そ
の
他
当
該
政
策
の
特
性
に
応
じ
て
必
要
な
観
点
か
ら
︑
自
ら
評
価
す
る
と
と
も
に
︑
そ
の
評
価
の
結
果
を
当
該
政
策
に
適
切
に
反
映
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
︒

前
項
の
規
定
に
基
づ
く
評
価
︵
以
下
﹁
政
策
評
価
﹂
と
い
う
︒︶
は
︑
そ
の
客
観
的
か
つ
厳
格
な
実
施
の
確
保
を
図
る
た
め
︑
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
︑
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
︒
一
政
策
効
果
は
︑
政
策
の
特
性
に
応
じ
た
合
理
的
な
手
法
を
用
い
︑
で
き
る
限
り
定
量
的
に
把
握
す
る
こ
と
︒
二
政
策
の
特
性
に
応
じ
て
学
識
経
験
を
有
す
る
者
の
知
見
の
活
用
を
図
る
こ
と
︒﹂
︵
︶
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
の
関
与
で
は
な
い
が
︑
こ
の
制
度
移
行
は
︑
筆
者
が
部
会
長
を
務
め
た
第
一
期
経
済
財
政
会
議
の
行
政
改
革
部
会
81
が
取
り
ま
と
め
た
行
政
改
革
大
綱
の
中
で
明
記
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
︒
︵
︶
安
本
美
紀
議
員
の
質
問
に
対
し
て
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
主
管
の
企
画
部
新
津
次
長
は
︑
職
員
の
負
担
軽
減
な
ど
も
配
慮
し
て
事
務
事
業
の
自
主
点
82
検
を
中
心
と
す
る
行
政
評
価
制
度
に
移
行
す
る
こ
と
を
説
明
し
つ
つ
︑
次
の
よ
う
に
答
弁
し
て
い
る
︒﹁
一
方
︑
外
部
評
価
も
必
ず
必
要
だ
と
︒
こ
れ
に
つ
い
て
は
︑
あ
ら
ゆ
る
も
の
に
外
部
評
価
を
必
ず
入
れ
ろ
と
︑
経
済
財
政
会
議
で
も
意
見
が
あ
り
ま
し
た
︒
外
部
評
価
を
ど
ん
な
形
で
︑
今
ま
で
の
委
員
会
の
専
門
家
と
か
︑
特
に
日
高
先
生
も
ず
っ
と
手
が
け
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
の
で
︑
そ
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
生
か
し
て
い
た
だ
く
と
い
う
よ
う
な
こ
と
で
︑
よ
り
少
数
の
│
│

名
程
度
を
想
定
し
て
い
る
ん
で
す
が
︑
日
高
先
生
は
じ
め
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
な
っ
て
い
た
だ
い
て
︑
特
定
テ
ー
マ
で
外
部
評
価
を
し
て
い
た
だ
こ
う
と
い
う
考
え
で
︑
今
の
と
こ
ろ
︑
組
み
立
て
を
し
て
お
り
ま
す
︒﹂
平
成
二
十
年
三
月
五
日
総
務
委
員
会
議
事
録
に
よ
る
︒
︵
︶
平
成
二
十
三
年
三
月
八
日
総
務
委
員
会
に
お
け
る
小
越
智
子
議
員
の
発
言
︒
続
け
て
概
ね
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
る
︒
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
評
価
は
参
考
83
意
見
で
あ
り
そ
れ
を
次
年
度
予
算
に
ス
ト
レ
ー
ト
に
反
映
す
べ
き
で
な
い
︒
事
業
の
選
定
も
﹁
こ
ち
ら
側
﹂︵
執
行
機
関
や
議
会
と
い
う
意
味
か
？
│
筆
者
注
︶
の
関
与
が
な
い
と
﹁
恣
意
的
﹂
に
な
る
可
能
性
が
あ
る
︒
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
そ
の
も
の
の
評
価
が
必
要
だ
︒
︵
︶
た
だ
し
︑
前
年
度
末
に
︑
次
年
度
の
対
象
範
囲
を
県
で
定
め
る
前
に
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
会
長
に
非
公
式
の
相
談
が
行
わ
れ
る
︒
84
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︵︶
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
設
置
要
綱
第
六
条
第
二
項
﹁
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
は
︑
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
は
︑
関
係
者
の
出
席
を
求
め
て
そ
の
説
85
明
若
し
く
は
意
見
を
聴
く
こ
と
︑
又
は
関
係
者
か
ら
の
資
料
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
﹂
と
す
る
規
定
に
基
づ
く
︒
︵
︶
直
接
に
は
公
共
施
設
の
外
部
評
価
に
取
り
組
む
中
で
︑
施
設
が
提
供
す
る
事
業
や
サ
ー
ビ
ス
の
重
要
な
一
部
分
の
﹁
廃
止
﹂
を
含
む
ケ
ー
ス
の
判
定
86
の
場
合
に
は
︑﹁
廃
止
﹂
で
は
全
部
を
廃
止
す
る
と
の
誤
解
を
生
む
可
能
性
が
あ
る
が
︑﹁
要
改
善
﹂
で
は
﹁
廃
止
﹂
を
含
む
重
大
な
変
更
で
あ
る
と
の
ニ
ュ
ア
ン
ス
を
表
現
で
き
な
い
と
の
了
解
か
ら
︑
臨
時
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
を
開
い
て
︑
公
開
外
部
評
価
の
途
中
か
ら
﹁
一
部
廃
止
﹂
の
区
分
を
追
加
す
る
こ
と
を
決
め
た
︒
そ
の
後
︑
事
務
事
業
の
外
部
評
価
に
も
こ
の
四
区
分
を
適
用
し
て
い
る
︒
︵
︶
﹁
廃
止
﹂
は
①
事
業
目
的
に
妥
当
性
が
無
い
︑
②
目
的
の
達
成
手
段
と
し
て
不
適
当
︵
効
果
が
薄
い
︶︑
③
他
事
業
と
重
複
し
て
い
る
︑
④
サ
ー
ビ
ス
87
受
給
者
の
自
助
努
力
や
自
己
負
担
と
す
べ
き
︑
⑤
行
政
の
役
割
終
了
︑
⑥
民
間
の
方
が
効
果
的
・
効
率
的
に
実
施
で
き
る
︑
⑦
そ
の
他
︑﹁
一
部
廃
止
﹂
は
①
複
数
あ
る
事
業
内
容
の
う
ち
︑
独
立
し
た
事
業
内
容
の
一
部
分
を
廃
止
す
る
場
合
︵
要
改
善
の
﹁
事
業
規
模
の
縮
小
﹂
と
区
別
す
る
必
要
が
あ
る
場
合
等
︶︑
②
公
共
施
設
評
価
で
︑
施
設
の
一
部
分
を
廃
止
す
る
場
合
︑﹁
要
改
善
﹂
は
①
事
業
内
容
の
見
直
し
︑
②
事
業
規
模
の
縮
小
︑
③
期
限
の
設
定
︑
④
執
行
体
制
︑
手
法
の
見
直
し
︑
⑤
民
間
に
委
ね
る
方
が
費
用
を
節
約
で
き
る
︑
⑥
外
郭
団
体
等
の
活
用
が
適
切
か
ど
う
か
︑
⑦
そ
の
他
︑﹁
現
行
ど
お
り
﹂
は
①
県
が
事
業
継
続
す
る
べ
き
︑
②
事
業
を
拡
大
す
る
べ
き
︑
と
な
っ
て
い
る
︒
︵
︶
も
ち
ろ
ん
︑
こ
こ
に
は
外
部
評
価
主
体
の
代
表
性
か
専
門
性
か
と
い
っ
た
別
の
論
点
も
含
ま
れ
て
い
る
︒
88
︵
︶
た
と
え
ば
︑
第
三
期
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
の
外
部
評
価
に
つ
い
て
︑
山
梨
日
日
新
聞
二
〇
一
三
年
九
月
四
日
付
記
事
﹁
教
委
広
報
︑
銭
湯
補
助
︑
児
89
童
劇
場
・
・
・


事
業
で
﹃
廃
止
﹄
で
一・
致・
県
版
仕
分
け
富
士
山
保
護
は
﹃
強
化
﹄﹂︵
傍
点
は
筆
者
︶
と
い
っ
た
例
に
典
型
的
で
あ
る
︒
︵
︶
各
年
度
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
延
べ
判
定
件
数
の
総
計
を
分
母
に
し
て
判
定
区
分
別
の
判
定
数
の
割
合
を
計
算
し
た
も
の
で
あ
る
︒
90
︵
︶
各
事
業
に
対
す
る
判
定
の
一
致
状
況
︑
す
な
わ
ち
三
者
一
致
︑
二
者
一
致
︑
三
者
不
一
致
を
︑
年
度
ご
と
に
集
計
し
た
も
の
で
あ
る
︒
こ
こ
で
は
︑
91
﹁
廃
止
／
一
部
廃
止
﹂
か
﹁
要
改
善
﹂
か
﹁
現
行
ど
お
り
﹂
か
と
い
う
﹁
一
致
﹂
の
質
的
内
容
は
問
わ
な
い
︒
︵
︶
日
高
前
掲
論
文
二
〇
一
一
年
の
注
を
参
照
さ
れ
た
い
︒
ま
た
︑
マ
ー
ク
・
ダ
ニ
エ
ル
ズ
は
︑
ア
メ
リ
カ
政
治
に
お
け
る
政
策
終
結
を
扱
っ
た
著
書
92
26
の
中
で
︑
テ
ネ
シ
ー
州
の
公
的
医
療
扶
助
政
策
の
廃
止
過
程
を
事
例
と
し
て
﹁
タ
ー
ミ
ネ
ー
タ
ー
を
志
す
人
の
た
め
の
十
二
の
ヒ
ン
ト
﹂
を
著
し
た
ロ
バ
ー
ト
・
ベ
ー
ン
の
論
文
を
紹
介
し
て
い
る
︒
そ
の
中
で
︑
ベ
ー
ン
は
政
策
終
結
の
成
功
条
件
の
一
つ
と
し
て
︑
部
外
者
の
活
用
︵
R
ecru
it
an
O
u
tsid
er︶
を
挙
げ
て
い
る
︒
そ
の
詳
細
は
︑
M
.R
.D
an
iels,T
erm
in
atin
g
P
u
blic
P
rogram
s:
A
n
A
m
erican
P
olitical
P
arad
ox,M
.E
.S
h
arp
e,
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1997,ch
ap
.5
を
参
照
さ
れ
た
い
︒
︵
︶
北
海
道
新
聞
社
編
﹃
検
証
士
幌
高
原
道
路
と
時
の
ア
セ
ス
﹄
北
海
道
新
聞
社
二
〇
〇
〇
年
を
参
照
︒
93
︵
︶
も
っ
と
も
︑﹁
事
業
開
始
年
﹂
と
さ
れ
て
い
る
も
の
が
す
べ
て
︑
当
該
事
業
の
文
字
通
り
の
﹁
開
始
﹂
＝
創
設
の
時
期
で
あ
る
と
は
限
ら
な
い
︒
事
94
業
の
中
に
は
︑
同
様
の
事
業
内
容
を
﹁
事
業
名
﹂
を
何
回
も
変
え
︑
そ
の
都
度
新
規
の
﹁
事
業
開
始
﹂
と
位
置
づ
け
て
事
実
上
長
期
間
存
続
し
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
か
ら
で
あ
る
︒
し
か
し
︑
事
業
ご
と
に
そ
の
判
別
は
こ
こ
で
は
行
っ
て
い
な
い
︒
︵
︶
も
う
一
人
の
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
は
事
業
開
始
年
を
﹁
問
題
﹂
に
し
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
で
は
な
い
︒
こ
れ
は
公
開
外
部
評
価
に
お
け
る
ア
ド
バ
イ
ザ
95
ー
評
価
の
意
見
表
明
の
順
番
と
強
い
関
連
が
あ
る
︒
先
に
発
言
さ
れ
た
意
見
と
重
複
が
あ
る
場
合
︑
次
の
意
見
表
明
者
は
公
開
当
日
の
発
言
で
は
重
複
を
避
け
る
旨
の
発
言
を
し
て
い
て
も
︑
後
に
文
書
化
す
る
段
階
で
そ
れ
を
あ
え
て
明
記
し
な
い
と
い
う
こ
と
が
頻
繁
に
起
こ
り
う
る
か
ら
で
あ
る
︒
こ
の
ケ
ー
ス
も
単
に
重
複
を
避
け
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
︒
︵
︶
地
方
自
治
法
第
二
条
五
項
及
び
六
項
は
次
の
よ
う
に
規
定
し
て
い
る
︒﹁
都
道
府
県
は
︑
市
町
村
を
包
括
す
る
広
域
の
地
方
公
共
団
体
と
し
て
︑
第
96
二
項
の
事
務
で
︑
広
域
に
わ
た
る
も
の
︑
市
町
村
に
関
す
る
連
絡
調
整
に
関
す
る
も
の
及
び
そ
の
規
模
又
は
性
質
に
お
い
て
一
般
の
市
町
村
が
処
理
す
る
こ
と
が
適
当
で
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
処
理
す
る
も
の
と
す
る
︒﹂︵
五
項
︶﹁
都
道
府
県
及
び
市
町
村
は
︑
そ
の
事
務
を
処
理
す
る
に
当
つ
て
は
︑
相
互
に
競
合
し
な
い
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
︒﹂︵
六
項
︶
︵
︶
な
ぜ
こ
う
し
た
変
更
が
選
択
さ
れ
た
か
︑
そ
の
理
由
の
解
釈
に
つ
い
て
は
︑
第
三
章
で
論
じ
た
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
に
お
け
る
施
策
評
価
の
廃
止
と
97
行
政
評
価
制
度
の
導
入
に
つ
い
て
の
考
察
︑
特
に
組
織
内
力
学
に
関
す
る
五
五
-五
六
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
︒
︵
︶
ち
な
み
に
︑
民
主
党
政
権
の
行
政
刷
新
会
議
に
よ
る
事
業
仕
分
け
第
一
弾
が
行
わ
れ
た
の
は
平
成
二
十
一
年
十
一
月
で
あ
る
︒
98
︵
︶
こ
の
点
に
関
し
て
山
梨
県
議
会
平
成
二
十
年
九
月
定
例
会
︵
十
月
一
日
︶
で
の
質
疑
応
答
は
注
目
で
き
る
︒
施
策
評
価
の
廃
止
に
伴
う
自
主
点
検
方
99
式
の
行
政
評
価
へ
の
移
行
に
つ
い
て
︑
そ
の
﹁
根
幹
と
も
言
え
る
客
観
性
や
透
明
性
が
確
保
で
き
な
い
の
で
は
な
い
か
と
危
惧
す
る
﹂
丹
澤
和
平
議
員
の
質
問
に
対
し
て
︑
小
松
重
仁
知
事
政
策
局
長
は
次
の
よ
う
に
答
弁
し
て
い
る
︒﹁
評
価
の
客
観
性
や
透
明
性
の
確
保
に
つ
き
ま
し
て
は
︑
行
政
分
野
の
専
門
家
な
ど
で
構
成
さ
れ
る
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
に
外
部
評
価
を
お
願
い
し
て
お
り
︑
事
業
の
達
成
度
の
把
握
方
法
や
事
業
成
果
に
対
す
る
判
断
の
基
準
な
ど
︑
幾
つ
か
の
視
点
に
つ
い
て
助
言
を
い
た
だ
く
と
と
も
に
︑
す
べ
て
の
評
価
調
書
を
公
表
し
︑
県
民
の
皆
様
か
ら
評
価
を
い
た
だ
く
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
︒﹂
こ
う
し
た
危
惧
へ
の
対
応
策
の
一
つ
が
︑
そ
の
翌
年
度
か
ら
の
外
部
評
価
の
位
置
づ
け
の
変
更
だ
っ
た
と
思
わ
れ
る
︒
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山
梨
県
議
会
会
議
録
よ
り
︒
︵
︶
こ
の
よ
う
に
︑
一
次
評
価
で
見
直
し
が
﹁
必
要
﹂
と
さ
れ
て
い
る
場
合
に
︑
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
﹁
現
行
ど
お
り
﹂
と
判
定
す
る
ケ
ー
ス
は
︑
二
十
三
100
年
度
や
そ
れ
以
前
に
も
み
ら
れ
る
が
︑
実
際
に
は
判
定
意
見
の
中
で
見
直
し
の
必
要
性
に
同
意
し
た
り
改
善
提
案
を
し
た
り
し
て
い
る
場
合
で
あ
る
た
め
︑
後
に
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
間
で
も
話
題
に
な
っ
た
︒
そ
の
結
果
︑
こ
う
し
た
ケ
ー
ス
は
以
後
﹁
要
改
善
﹂
の
判
定
で
統
一
す
る
こ
と
で
合
意
さ
れ
た
︒
︵
︶
平
成
二
十
四
年
十
二
月
定
例
会
︵
十
二
月
二
十
日
︶
に
お
け
る
丹
澤
和
平
議
員
の
質
問
に
対
す
る
知
事
答
弁
︒
山
梨
県
議
会
会
議
録
よ
り
︒
101
︵
︶
た
だ
し
︑
以
下
は
行
政
評
価
の
対
象
外
で
あ
る
︒
①
警
察
本
部
︑
県
議
会
事
務
局
︑
公
営
企
業
に
関
す
る
予
算
︑
②
公
共
事
業
︑
県
単
独
公
共
事
業
︑
102
③
そ
の
他
の
投
資
的
経
費
の
う
ち
︑
施
設
︑
庁
舎
等
の
整
備
事
業
や
こ
れ
に
類
す
る
事
業
︑
④
人
件
費
︑
扶
助
費
︑
公
債
費
︑
交
付
金
な
ど
の
義
務
的
経
費
︑
⑤
繰
出
金
︑
積
立
金
︑
⑥
経
常
経
費
︑
⑦
国
庫
委
託
事
業
︑
受
託
事
業
︑
⑧
試
験
研
究
機
関
で
行
う
研
究
事
業
︑
⑨
施
設
︑
庁
舎
等
の
維
持
管
理
経
費
︑
⑩
臨
時
的
事
業
︒
︵
︶
た
と
え
ば
︑
山
梨
日
日
新
聞
二
〇
一
一
年
九
月
十
一
日
付
記
事
﹁

事
業
に
﹃
廃
止
﹄
判
定
︑
山
梨
県
版
事
業
仕
分
け
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
も
﹂︑
103
同
九
月
十
三
日
付
記
事
﹁
二
事
業
一
施
設
﹁
廃
止
﹂
山
梨
県
版
の
仕
分
け
終
了
評
価
後
︑
予
算
に
反
映
﹂
な
ど
を
参
照
︒
︵
︶
山
日
新
聞
二
〇
一
一
年
十
月
二
十
一
日
付
記
事
﹁
山
梨
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
仕
分
け
で
﹃
廃
止
﹄
が
波
紋
存
続
求
め
生
徒
が
署
名
活
動
経
費
課
104
題
も
成
果
を
強
調
県
﹃
声
聞
き
判
断
﹄﹂
参
照
︒
︵
︶
山
日
新
聞
十
一
月
一
日
付
記
事
﹁
勧
学
院
県
教
委
は
﹃
存
続
﹄
仕
分
け
と
異
な
る
意
見
﹂
を
参
照
︒
105
︵
︶
瀬
沼
克
彰
﹃
高
齢
余
暇
が
地
域
を
創
る
—
二
十
一
世
紀
の
生
涯
学
習
と
余
暇
﹄
学
文
社
二
〇
〇
六
年
︑
一
五
〇
│
一
六
〇
頁
を
参
照
︒
106
︵
︶
ち
な
み
に
︑
論
説
委
員
長
の
向
山
文
人
は
︑
存
続
が
確
定
し
た
翌
二
十
四
年
度
の
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
の
入
学
式
後
の
講
演
会
に
講
師
と
し
て
招
か
れ
︑
107
﹁
新
聞
と
社
会
︑
生
涯
学
習
﹂
と
題
し
て
講
演
ま
で
し
て
い
る
︒
山
日
新
聞
二
〇
一
二
年
四
月
十
九
日
付
記
事
﹁
生
涯
学
習
の
場
存
続
に
安
堵
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
が
入
学
式
﹂
参
照
︒
︵
︶
山
日
新
聞
二
〇
一
一
年
十
一
月
九
日
付
記
事
﹁
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
を
存
続
知
事
表
明
利
用
者
の
声
考
慮
﹂
参
照
︒
108
︵
︶
山
日
新
聞
二
〇
一
一
年
十
月
十
五
日
付
﹁
記
者
ノ
ー
ト
勧
学
院
事
業

長
寿
化

を
熱
望
﹂
で
自
民
党
県
政
会
の
臼
井
成
夫
県
議
の
コ
メ
ン
ト
が
109
紹
介
さ
れ
て
い
る
︒
︵
︶
山
梨
県
議
会
平
成
二
十
三
年
十
一
月
定
例
会
十
二
月
六
日
代
表
質
問
で
の
質
疑
応
答
︒
山
梨
県
議
会
会
議
録
よ
り
︒
110
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︵︶
山
梨
県
議
会
平
成
二
十
四
年
二
月
定
例
会
二
月
二
十
七
日
︑
山
梨
県
議
会
会
議
録
︒
111
︵
︶
山
日
新
聞
二
〇
一
三
年
四
月
十
一
日
付
記
事
﹁
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
定
員
割
れ
学
費

倍
︑
拠
点
集
約
に
戸
惑
い
？
来
月
ま
で
募
集
延
長
﹂
参
照
︒
112
︵
︶
山
日
新
聞
二
〇
一
二
年
四
月
二
十
日
付
記
事
﹁
こ
と
ぶ
き
勧
学
院
南
都
留
学
園
Ｏ
Ｂ
有
志
学
習
継
続
の
場
立
ち
上
げ
大
学
院
廃
止
受
け
初
の
動
113
き
﹂
参
照
︒
︵
︶
﹁
行
政
評
価
の
成
果
﹂
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
十
一
の
項
目
の
中
か
ら
特
に
こ
の
項
目
だ
け
を
抜
き
出
し
た
理
由
は
︑
他
の
項
目
に
比
べ
て
指
標
114
と
し
て
の
客
観
性
が
高
く
︑
か
つ
︑
比
較
優
位
性
が
担
保
で
き
る
と
思
わ
れ
る
か
ら
で
あ
る
︒﹁
住
民
の
関
心
や
理
解
が
深
ま
っ
た
﹂︑﹁
業
務
体
系
の
再
検
討
に
つ
な
が
っ
た
﹂︑
個
別
事
務
事
業
の
﹁
有
効
性
﹂
や
﹁
効
率
性
﹂
が
向
上
し
た
︑﹁
職
員
の
企
画
立
案
能
力
が
向
上
し
た
﹂﹁
職
員
の
意
識
改
革
に
寄
与
し
た
﹂
な
ど
は
客
観
性
に
劣
る
︒
ま
た
﹁
予
算
配
分
﹂
や
﹁
人
員
配
置
﹂
を
大
き
く
変
更
で
き
た
︵
回
答
数
ゼ
ロ
︶
や
﹁
成
果
の
観
点
で
施
策
や
事
業
が
検
討
さ
れ
た
﹂︵
回
答
数
四
十
︶
は
比
較
優
位
性
を
検
証
で
き
な
い
︒
さ
ら
に
﹁
議
会
で
評
価
結
果
が
取
り
上
げ
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
﹂
は
︑
本
稿
で
論
じ
る
行
政
的
意
思
決
定
過
程
と
直
接
関
係
し
な
い
︒
︵
︶
山
梨
県
議
会
平
成
二
十
五
年
二
月
定
例
会
︵
二
月
二
十
七
日
︶
に
お
け
る
山
下
政
樹
議
員
の
質
問
に
対
す
る
答
弁
で
横
内
知
事
は
次
の
よ
う
に
述
べ
115
て
い
る
︒﹁
私
は
︑
三
人
の
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
方
に
過
大
︑
大
変
な
御
負
担
を
お
か
け
し
て
︑
毎
年
毎
年
︑
三
人
の
方
が
み
ず
か
ら
チ
ェ
ッ
ク
す
べ
き
事
業
を
選
ん
で
い
た
だ
い
て
︑
そ
の
事
業
に
つ
い
て
相
当
︑
実
地
の
検
査
を
し
た
り
︑
そ
の
他
︑
勉
強
も
し
︑
そ
し
て
そ
の
結
果
と
し
て
︑
公
開
の
場
で
担
当
の
課
長
と
や
り
と
り
を
し
︑
結
果
と
し
て
︑
外
部
評
価
の
三
人
の
方
が
自
分
の
判
断
を
加
え
る
と
い
う
こ
と
で
あ
り
ま
す
か
ら
︑
私
ど
も
は
そ
の
判
断
は
最
大
限
尊
重
し
て
い
る
わ
け
で
あ
り
ま
す
け
れ
ど
も
︑
こ
れ
は
こ
れ
で
非
常
な
︑
骨
身
を
削
る
御
努
力
を
し
て
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
や
っ
て
い
た
だ
い
て
い
る
こ
と
は
︑
行
政
に
は
非
常
に
参
考
に
な
っ
て
い
る
と
思
っ
て
お
り
ま
し
て
︑
改
善
す
べ
き
点
は
改
善
し
な
け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
け
れ
ど
も
︑
こ
れ
は
こ
れ
で
リ
フ
ァ
イ
ン
を
し
な
が
ら
続
け
て
い
き
た
い
と
思
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
︒﹂
山
梨
県
議
会
会
議
録
よ
り
︒
︵
︶
山
梨
県
行
政
評
価
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
会
議
会
長
﹁
公
開
外
部
評
価
の
総
括
﹂
山
梨
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照
h
ttp
://w
w
w
.p
ref.y
am
an
ash
i.jp
/g
y
ou
-
116
k
ak
u
/g
y
ou
sei_h
y
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k
a/2010/d
ocu
m
en
ts/g
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u
h
y
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k
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h
y
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.p
d
f
︵
︶
前
掲
総
務
省
調
べ
︒
117
︵
︶
山
梨
県
に
お
け
る
﹁
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
﹂
か
ら
﹁
行
政
評
価
﹂
へ
の
転
換
も
こ
う
し
た
傾
向
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
る
︒
別
の
見
方
を
す
れ
ば
︑
118
こ
の
﹁
先
祖
返
り
﹂
は
︑
施
策
評
価
を
支
え
る
政
治
的
︑
行
政
的
な
支
柱
も
し
く
は
推
進
力
が
失
わ
れ
た
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
︒
山
梨
県
の
場
合
︑
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第
三
章
で
述
べ
た
よ
う
に
︑
政
策
ア
セ
ス
メ
ン
ト
に
お
け
る
施
策
評
価
の
導
入
は
︑
当
時
の
企
画
部
新
行
政
シ
ス
テ
ム
課
と
事
業
課
と
の
﹁
庁
内
連
合
﹂
の
形
成
を
支
柱
と
し
て
い
た
が
︑
そ
の
瓦
解
と
と
も
に
施
策
評
価
を
支
え
る
推
進
力
も
失
わ
れ
た
の
で
あ
る
︒
︵
︶
委
員
会
方
式
と
し
た
場
合
︑
審
議
会
等
の
委
員
報
酬
は
条
例
に
定
め
ら
れ
た
上
限
に
従
う
こ
と
に
な
る
が
︑
そ
れ
を
適
用
す
る
方
式
で
は
︑
通
常
の
119
委
員
会
に
比
べ
て
業
務
等
の
負
担
が
大
き
い
外
部
評
価
の
場
合
︑
均
衡
を
欠
く
と
の
配
慮
が
あ
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
推
察
す
る
︒
︵
︶
た
と
え
ば
︑
条
例
に
基
づ
き
設
置
さ
れ
た
山
梨
県
総
合
計
画
審
議
会
も
総
合
計
画
の
重
点
施
策
の
外
部
評
価
機
関
と
し
て
の
機
能
を
有
し
て
い
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